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第１第１第１第１章章章章    福岡福岡福岡福岡県県県県経済の動向経済の動向経済の動向経済の動向    

１．世界１．世界１．世界１．世界各国各国各国各国の国内総生産の国内総生産の国内総生産の国内総生産    

平成 26 年の世界各国の国内総生産（名目）は、EU が 18.5 兆ドル、アメリカが 17.3 兆ドル、中国が 

10.4 兆ドルと前年から増加したのに対し、日本は 4.6 兆ドルと減少しています。 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

            

    

２２２２．国内総生産．国内総生産．国内総生産．国内総生産及び県内総生産及び県内総生産及び県内総生産及び県内総生産    

平成 26 年度の国内総生産（実質）は 524 兆 6,643 億円、前年度比 1.0％のマイナス成長となり、５ 

年ぶりのマイナス成長となっています。 

平成 25 年度の県内総生産（実質）は 18 兆 9,727 億円、前年度比 1.8％のプラス成長となっています。 

                                            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

注) ＥＵの名目ＧＤＰは、平成 26 年分から算出方法が変更されている。 

出所：ジェトロ・ウェブサイト「国・地域別情報」より作成 

 

注) 実質・連鎖方式 

出所：内閣府「国民経済計算」、福岡県調査統計課「県民経済計算」より作成 

 

図表図表図表図表    県内総生産（実質）の推移県内総生産（実質）の推移県内総生産（実質）の推移県内総生産（実質）の推移 図表図表図表図表    国内総生産（実質）の推移国内総生産（実質）の推移国内総生産（実質）の推移国内総生産（実質）の推移 

図表図表図表図表    世界各国の国内総生産（名目）の推移世界各国の国内総生産（名目）の推移世界各国の国内総生産（名目）の推移世界各国の国内総生産（名目）の推移 
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３３３３．．．．国民所得及び国民所得及び国民所得及び国民所得及び県民所得県民所得県民所得県民所得    

平成 25 年度の福岡県の１人当たり県民所得は 2,831 千円と前年度に比べ４万円増加しましたが、 

全国平均（8.4 万円増）を下回りました。 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

４４４４．鉱工業生産指数．鉱工業生産指数．鉱工業生産指数．鉱工業生産指数    

平成 27 年の福岡県の鉱工業生産指数（平成 22 年=100）は 109.2 と全国（98.1）を大きく上回りました。    

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

    

図表図表図表図表    1111 人当たり人当たり人当たり人当たり国民所得及び国民所得及び国民所得及び国民所得及び県民所得の推移県民所得の推移県民所得の推移県民所得の推移 

出所：内閣府「国民経済計算」、福岡県調査統計課「県民経済計算」 

図表図表図表図表    鉱工業生産指数の推移鉱工業生産指数の推移鉱工業生産指数の推移鉱工業生産指数の推移 

注) 平成 22 年を 100 とする。 

出所：経済産業省「鉱工業指数」、福岡県調査統計課「福岡県鉱工業指数」より作成 
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５５５５．業種別鉱工業生産指数．業種別鉱工業生産指数．業種別鉱工業生産指数．業種別鉱工業生産指数    

平成 27 年の福岡県の鉱工業生産指数（平成 22 年=100）を業種別にみると、輸送用機械、鉄鋼、 

食料品・たばこ、はん用・生産用機械工業で前年を上回りました。 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

    

６６６６．設備投資．設備投資．設備投資．設備投資    

九州新幹線開業による反動減や東日本大震災の影響により、平成 23、24 年度の福岡県の設備投 

 資は、２期連続で前年度を下回りましたが、25 年度からプラスに転じ、３期※連続で前年度比プラスとな 

りました。 

※平成２７年度は計画 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 22年  23年  24年   25年  26年  27年

輸 送 用 機 械 100.0 109.7 126.7 119.6 115.9 126.4

鉄 鋼 100.0 96.8 91.0 89.1 91.0 92.1

食 料 品 ・ た ば こ 100.0 98.3 101.2 96.5 89.5 92.3

はん用・生産用機械工業 100.0 106.1 100.7 100.9 113.0 116.8

電 気 機 械 100.0 103.8 92.9 91.9 98.3 96.4

図表図表図表図表    主要業種の鉱工業生産指数の推移主要業種の鉱工業生産指数の推移主要業種の鉱工業生産指数の推移主要業種の鉱工業生産指数の推移 

注) 平成 22 年を 100 とする。 

出所： 福岡県調査統計課 

「福岡県鉱工業指数」 

図表図表図表図表    設備投資の対前年度比の推移（全産業）設備投資の対前年度比の推移（全産業）設備投資の対前年度比の推移（全産業）設備投資の対前年度比の推移（全産業） 

出所： （株）日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」（平成 27 年８月）より作成 
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７７７７．県内企業の海外進出．県内企業の海外進出．県内企業の海外進出．県内企業の海外進出    

福岡県地場企業の平成 27 年の海外進出件数は 23 件となり、昨年と同水準となりました。 

     

    
 
 
 

    

    

    

    

    

    

８．消費８．消費８．消費８．消費    

平成 27 年の全国の百貨店販売額が横ばいであったのに対し、本県は前年比プラス 0.8％となりまし 

た。他方で、スーパー販売額は、全国の前年比プラス 1.9％に対し、本県はプラス 0.1％に留まりました。 

        

    

�

�

�

�

�

�

�

９．企業倒産９．企業倒産９．企業倒産９．企業倒産    

平成 27 年の全国の企業倒産は、件数が減少し、負債総額が増加しました。一方、福岡県は、件数 

354 件、負債総額 381 億円となり、前年から件数は増加しましたが、負債総額は減少しました。 

 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表図表図表図表    福岡県の地場企業福岡県の地場企業福岡県の地場企業福岡県の地場企業におけるにおけるにおけるにおける国別海外進出状況国別海外進出状況国別海外進出状況国別海外進出状況 

注）個人向けサービスを行う支店・店舗、フランチャイズ展開はカウントしていない。 

注）進出企業については、平成 27 年 12 月現在の数。 

出所：（公財）九州経済調査協会「データ九州 九州・山口企業の海外進出」より作成 

図表図表図表図表    百貨店販売額の前年比の推移百貨店販売額の前年比の推移百貨店販売額の前年比の推移百貨店販売額の前年比の推移                        図表図表図表図表    スーパー販売額の前年比の推移スーパー販売額の前年比の推移スーパー販売額の前年比の推移スーパー販売額の前年比の推移 

出所：経済産業省「商業動態統計」より作成 

 

進出先 23年 24年 25年 26年 27年 進出先 23年 24年 25年 26年 27年

韓国 2 2 1 ロシア 1 1

中国 15 9 4 4 1 カザフスタン 1

台湾 2 1 2 3 2 チェコ共和国 1

香港 2 2 1 カナダ 1 1

ベトナム 2 2 2 アメリカ 4 1 1 3 4

タイ 2 5 1 2 3 メキシコ 1 1 1 1

シンガポール 2 2 2 2 ブラジル 1

マレーシア 2 1 南アフリカ 1

フィリピン 1 1 1 オーストラリア 1

インドネシア 1 1 3 合計 35 32 27 22 23

カンボジア 1

ミャンマー 1 2

インド 4 2 1

バングラデシュ 1 1

サウジアラビア 2 進出形態 23年 24年 25年 26年 27年

ドイツ 2 単独 10 16 9 6 5

トルコ 1 支店・事務所 14 10 11 6 9

ベルギー 1 合弁 6 5 7 10 9

フィンランド 1 その他 5 1 0 0 0

ポーランド 1 1 合計 35 32 27 22 23
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

万人

ケース１

ケース２

ケース３

社人研推計

準拠

第２第２第２第２章章章章    中小企業を取り巻く環境中小企業を取り巻く環境中小企業を取り巻く環境中小企業を取り巻く環境    

１．１．１．１．人口減少・少子高齢化人口減少・少子高齢化人口減少・少子高齢化人口減少・少子高齢化    

((((１１１１))))    福岡福岡福岡福岡県県県県のののの人口人口人口人口のののの推移と将来展望推移と将来展望推移と将来展望推移と将来展望    

本県の人口※１は 1970 年の国勢調査以来、増加を続けていますが、「福岡県人口ビジョン・地方創 

生総合戦略」によると、早晩減少局面に転化し、2060 年には 423～463 万人程度の人口となることが 

展望されています。人口減少は、消費需要（＝市場）を縮小※２させる要因となることから、経済成長を 

阻害する可能性があります。 

※１ 全国の人口は、2010 年（平成 22 年）を頂点に減少に転じています（2011 年から人口減少時代に突入）。 

※２ 定住人口一人当たりの年間消費額を約 125 万円（総務省統計局家計調査算出）とした場合、2060 年に展望される最大 

   人口（463 万人）であっても、550 億円規模の消費需要が縮小することになります。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

　2025年に出生率1.8 　2030年に出生率1.8 　2040年に出生率1.8

　2035年に2.07が実現 　2040年に2.07が実現

ケース１ ケース２ ケース３

出生率１．８０出生率１．８０出生率１．８０出生率１．８０    福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（２０１４年３月）での県民が希望する子ども数に基づく出生率 

出生率２．０７出生率２．０７出生率２．０７出生率２．０７    国の長期ビジョンで示された、人口が超長期で均衡する出生率 

出所：福岡県総合政策課「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」 

    

出所：福岡県調査統計課  

「福岡県統計年鑑」 

より作成 

図表図表図表図表    福岡県人口の将来展望福岡県人口の将来展望福岡県人口の将来展望福岡県人口の将来展望     

図表図表図表図表    福岡県の人口推移福岡県の人口推移福岡県の人口推移福岡県の人口推移 
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36.6

33.7

26.2

25.6

16.0

12.2

11.3

11.0

11.0

10.8

10.5

9.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

人材獲得難

同業者間の価格競争激化

民間需要の停滞

従業員不足

熟練技術者の確保難

取引先の減少

税負担の圧迫

仕入れ単価の上昇

協力業者の確保難

新規参入の増加

販売先からの値下げ要請

官公需の停滞
平成28年6月1日～

6月30日調査

((((２２２２))))    福岡県の人口構造の推移福岡県の人口構造の推移福岡県の人口構造の推移福岡県の人口構造の推移    

少子高齢化の進展により、本県の生産年齢人口（15～64 歳）※は、2000 年の 339 万人をピークに減 

少に転じ、2010 年には 323 万人と 10 年間で 16 万人減少しました。経済成長の要因の１つである労働 

力人口は、今後も減少していくことが予測される中、本県の 2016 年 10 月の有効求人倍率は 1.39 と過 

去最高を記録しました。県内経済団体が「経営上の問題点」を会員企業にアンケート調査したところ、 

労働力不足（熟練技術者などの人材獲得難、従業員不足）が、大きな課題となっています。 

一方、高齢者世帯（65 歳以上）の月平均消費支出は、勤労者世帯に比べ、世帯当たり、一人当たり 

いずれも不活発であるため、消費需要（＝市場）の縮小による経済成長の鈍化が懸念されています。 

※全国の生産年齢人口は、1995 年の 8,730 万人を頂点に減少に転じ、2010 年は 8,100 万人と 15 年間で 600 万人以上 

減少しています。 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

    

            

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

        

 

 

 

 

 

 

    

    

出所：福岡県総合政策課 

「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」 

    福岡県調査統計課 

「福岡県統計年鑑」 より作成 

出所：総務省「家計調査年報」 

（平成 26 年）より作成 

左図：勤労者世帯と高齢者世帯の支出 

額比較 

右図：世帯人数の違いを補正※（１人当 

たり）して比較 

※勤労者世帯人員 3.38 人、高齢者世帯 

人員 2.48 人を平方根で除算 

〜以下略〜 

図表図表図表図表    年齢区分別人口の推移年齢区分別人口の推移年齢区分別人口の推移年齢区分別人口の推移 

図表図表図表図表    県内有効求人倍率の推移県内有効求人倍率の推移県内有効求人倍率の推移県内有効求人倍率の推移 図表図表図表図表    経営上の問題点経営上の問題点経営上の問題点経営上の問題点    

出所：福岡労働局「雇用失業情勢について」より作成 

※季節調整値、四半期平均 

出所：一般社団法人福岡県中小企業家同友会 

「景況調査」 

図表図表図表図表    高齢者世帯と勤労者世帯の月平均消費支出額の比較高齢者世帯と勤労者世帯の月平均消費支出額の比較高齢者世帯と勤労者世帯の月平均消費支出額の比較高齢者世帯と勤労者世帯の月平均消費支出額の比較 
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※福岡県人口の将来展望ケース２ 

2030 年に出生率 1.80  2040 年に出生率 2.07 が実現  

出生率 1.80 福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（2014 年 

3 月） での県民が希望する子ども数に基づく出生率  

出生率 2.07 国の長期ビジョンで示された、人口が超長期で均衡 

する出生率  
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２．２．２．２．グローバリゼーショングローバリゼーショングローバリゼーショングローバリゼーションの進展の進展の進展の進展    

((((１１１１))))    福岡県の貿易額と国・地域別福岡県の貿易額と国・地域別福岡県の貿易額と国・地域別福岡県の貿易額と国・地域別シェアの推移シェアの推移シェアの推移シェアの推移    

福岡県の貿易額は、平成 20（2008）年のアメリカ金融危機（リーマンショック）が引き起こした世界同 

時不況の影響により大幅に減少しましたが、元の水準にまで回復しました。 

平成 27 年の国・地域別輸出比率は、中国（22.1％）､ASEAN（13.7％）､米国（12.7％）､韓国（12.4％）､ 

台湾（7.4％）､香港（4.9％）の順に高く､過去５年間で米国の輸出比率が大きく減少（5.0％減）したのに 

対し､香港（2.2％増）､台湾（1.1％増）､ASEAN（0.5％増）などアジアの比率が高まっています。また､政府 

は世界経済の成長を取り込むため、FTAや EPAの締結推進を掲げており､関税の削減・撤廃による需 

要創出の効果が見込まれることから､今後も貿易は発展していくと予想されています。 

      
            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

    

      

 

 

 

 

 

    

    

    

    

        

出所： 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」より作成 

リーマンショック発生 

出所：門司税関「九州経済圏各県別の貿易」より作成 

図表図表図表図表    輸出額の国（地域）別シェアの推移輸出額の国（地域）別シェアの推移輸出額の国（地域）別シェアの推移輸出額の国（地域）別シェアの推移 （参考）（参考）（参考）（参考）    輸入額の国（地域）別シェアの推移輸入額の国（地域）別シェアの推移輸入額の国（地域）別シェアの推移輸入額の国（地域）別シェアの推移 

図表図表図表図表    貿易額の推移貿易額の推移貿易額の推移貿易額の推移 
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135,049 136,347

130,752

(単位 ： ％）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

製造業計 16.7 18.1 19.1 17.0 17.0 18.1 18.0 20.3 22.9 24.3

食料品 4.2 4.2 4.9 3.8 4.7 5.0 4.9 5.7 8.3 11.4

繊維 6.3 9.0 11.1 9.5 6.2 6.2 8.3 11.9 12.3 12.4

木材紙パ 3.0 4.7 4.2 4.2 3.7 4.5 4.3 4.7 5.7 7.8

化学 14.8 17.9 16.6 17.4 15.1 17.4 18.5 19.5 20.5 22.4

石油・石炭 2.6 4.4 2.5 1.3 1.6 2.4 5.2 9.8 12.5 10.1

窯業・土石 6.6 12.0 10.7 11.8 11.6 13.6 10.7 15.2 16.2 14.1

鉄鋼 9.6 10.6 11.7 10.3 10.7 11.2 10.2 11.5 13.6 14.5

非鉄金属 10.2 10.3 12.1 11.0 11.8 14.7 14.8 15.3 17.5 19.1

金属製品 2.2 2.6 3.4 2.5 2.8 3.9 3.7 5.3 6.2 8.1

はん用機械 21.2 28.3 24.8 26.6 27.6 34.2

生産用機械 8.0 11.1 11.5 11.8 13.6 14.6

業務用機械 12.9 13.8 15.0 18.4 18.4 19.6

一般機械 13.1 14.3 14.4 12.8

電気機械 11.0 11.8 11.5 13.0 13.0 11.8 12.8 14.3 17.7 17.2

情報通信機械 34.9 34.0 32.2 28.1 26.1 28.4 26.7 28.3 30.4 30.7

輸送機械 37.0 37.8 42.0 39.2 39.3 39.2 38.6 40.2 43.7 46.9

精密機械 13.8 8.9 9.4 7.9

その他の製造業 9.4 9.7 9.3 9.1 8.7 9.1 11.5 12.8 14.8 12.0

((((２２２２))))    対外投資の動向対外投資の動向対外投資の動向対外投資の動向    

対外直接投資額は、2008 年のリーマンショック前の水準まで回復してきています。投資の増加に伴 

い、製造業の海外生産比率も上昇しており、製造業全体の海外生産比率は、24.3％と過去最高水準 

となっており、産業の空洞化も懸念されます。 

アジア地域では、中国経済の減速等による成長鈍化の影響から投資の抑制がみられますが、中長 

期的には ASEAN経済共同体の発足や中間層・富裕層人口の拡大など、今後もアジア地域での投資 

は増加していくと考えられます。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

リーマンショック発生 

出所：JETRO「日本の国・地域別対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）」より作成 

注１：国内全法人ベースの海外生産比率＝現地法人（製造業）売上高/（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）売上高）×100.0 

注２：07 年度及び 08 年度の業種別海外生産比率は、法人企業統計が旧分類業種で集計していたために、調査結果を旧分類業種で組み替え、 

集計・算出した。なお、09 年度からは、新分類業種での表章となっている。   

出所：経済産業省「第４５回 海外事業活動基本調査概要」 

図表図表図表図表    地域別の対外直接投資額の推移地域別の対外直接投資額の推移地域別の対外直接投資額の推移地域別の対外直接投資額の推移 

図表図表図表図表    製造業（製造業（製造業（製造業（国内全法人ベース国内全法人ベース国内全法人ベース国内全法人ベース）の海外生産比率の推移）の海外生産比率の推移）の海外生産比率の推移）の海外生産比率の推移 

(年) 
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((((３３３３))))    対日投資の動向対日投資の動向対日投資の動向対日投資の動向    

国内の外資系企業数は 3,332 社と前年度から 181社増加（5.7％）しました。但し、進出先は東京都 

（153社増）に集中※しており、県内の外資系企業数は 25社と、前年度から減少しました。 

また、国籍別で見るとアジア系企業の進出割合が上昇しています。 

今後の事業展開についてのアンケート調査では、縮小・撤退を考える企業は極めて少なく、「事業の 

拡大（55.2％）」が「現状維持（42.2％）」を上回っています。 

※特に非製造業の進出が目立ち、製造業は他地域への進出も見られます。  

      

    

 

    

    

    

    

    

    

            

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

        

（単位：社、％、％ポイント）

前年度差

世界計／全産業 3,332 100.0 100.0 100.0 -

アメリカ系企業 862 27.7 26.8 25.9 -0.9

アジア系企業 792 21.5 22.2 23.8 1.6

うち中国 279 7.3 8.4 8.4 0.0

ヨーロッパ系企業 1,464 44.1 44.4 43.9 -0.5

その他 214 6.7 6.6 6.4 -0.2

製造業 594 17.1 17.6 17.8 0.2

非製造業 2,738 82.9 82.4 82.2 -0.2

2014年度

集計企業数
2012

年度

2013

年度

2014

年度

（単位：社）

合　計 3,142 513 2,629 3,194 555 2,639 2,976 508 2,468 3,151 554 2,597 3,332 594 2,738

東京都 2,139 216 1,923 2,154 238 1,916 1,981 211 1,770 2,131 243 1,888 2,284 255 2,029

神奈川県 300 75 225 316 84 232 293 73 220 299 78 221 319 84 235

大阪府 186 36 150 188 31 157 163 30 133 168 28 140 164 33 131

兵庫県 82 23 59 86 28 58 85 23 62 81 20 61 85 25 60

愛知県 61 17 44 57 16 41 56 18 38 67 20 47 70 21 49

埼玉県 56 21 35 57 23 34 54 18 36 59 21 38 63 26 37

千葉県 67 12 55 61 11 50 61 10 51 66 12 54 61 13 48

静岡県 23 12 11 26 14 12 29 16 13 33 20 13 28 19 9

福岡県 22 9 13 25 9 16 22 8 14 29 6 23 25 4 21

シェア 0.70% 1.75% 0.49% 0.78% 1.62% 0.61% 0.74% 1.57% 0.57% 0.92% 1.08% 0.89% 0.75% 0.67% 0.77%

茨城県 23 14 9 21 12 9 19 12 7 21 14 7 18 11 7

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度平成25年度

製造業 非製造業
全産業 全産業 全産業 全産業 全産業

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業

55.2

52.9

42.2

44.7

1.7

1.6

0.9

0.8

2015年調査

2014年調査

事業の拡大を図る 現状を維持する 事業の縮小を図る 事業を廃止する

(N=2,925)

(N=2,938)

出所：経済産業省「外資系企業動向調査」より作成 

出所：経済産業省「第 49 回外資系企業動向調査（2015 年調査）の概況」 

出所：経済産業省「第 49 回外資系企業動向調査（2015 年調査）の概況」 

図表図表図表図表    外資系企業外資系企業外資系企業外資系企業進出件数の推移進出件数の推移進出件数の推移進出件数の推移 

図表図表図表図表    日本での今後の事業展開日本での今後の事業展開日本での今後の事業展開日本での今後の事業展開 

図表図表図表図表    母国籍別及び業種別構成比母国籍別及び業種別構成比母国籍別及び業種別構成比母国籍別及び業種別構成比 

（単位：社）
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((((４４４４))))    交流人口の動向交流人口の動向交流人口の動向交流人口の動向    

①①①①    福岡県福岡県福岡県福岡県で働く外国人労働者及び海外で働く日本人で働く外国人労働者及び海外で働く日本人で働く外国人労働者及び海外で働く日本人で働く外国人労働者及び海外で働く日本人労働者労働者労働者労働者の増加の増加の増加の増加    

福岡県内で働く外国人労働者※は、過去 5 年間で 15,556 人から 26,323 人と急増（上昇率 69.2％） 

し、全国の上昇率（32.3％）を大きく上回っています。雇用情勢の改善が進んでいることや、留学生や 

高度外国人材の受入れが進んでいることが要因と考えられます。 

国籍別では、全国と比べてネパール（20.3％）とベトナム（17.2％）の割合が高く、在留資格別では「留 

学」が最も多く 12,130 人と、全体の 46.1％を占めます。 

一方、海外で働く日本人も対外直接投資の高まりなどから、240,721 人から 267,142 人と増加（11.0 

％）しており、半数以上（62.1％）はアジア地域となっています。 

※特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の者を除く。 

 

    

  ＜福岡県＞                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

＜全 国＞    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

5年間での 平成27年
シェア 増減率[%] 前年比[%]

15,556 13,891 15,952 19,831 26,323 100.0% 69.2% 132.7
2,997 2,903 2,752 3,241 4,287 16.3% 43.0% 132.3

うち技術・人文知識・国際業務 - - - - 2,549 9.7% - -
うち技術 499 367 349 352 - - -
うち人文知識・国際業務 1,183 1,202 1,181 1,364 - - -

101 174 106 156 247 0.9% 144.6% 158.3
2,651 2,518 2,698 2,987 3,830 14.6% 44.5% 128.2
6,188 4,955 6,721 9,503 13,332 50.6% 115.4% 140.3

留学 - - 5,927 8,676 12,130 46.1% - 139.8
その他 - - 794 827 1,202 4.6% - 145.3

3,615 3,340 3,674 3,944 4,627 17.6% 28.0% 117.3
うち永住者 2,053 1,957 2,273 2,412 2,812 10.7% 37.0% 116.6
うち日本人の配偶者等 1,254 1,084 1,067 1,142 1,322 5.0% 5.4% 115.8
うち定住者 308 230 251 294 379 1.4% 23.1% 128.9

4 1 1 0 0 0.0% - -
9,926 8,002 8,243 8,501 9,459 35.9% -4.7% 111.3
884 797 848 944 1,356 5.2% 53.4% 143.6
1,319 1,250 1,432 1,655 2,079 7.9% 57.6% 125.6
442 593 1,323 2,840 4,536 17.2%17.2%17.2%17.2% 926.2% 159.7
- - 1,628 3,134 5,353 20.3%20.3%20.3%20.3% - 170.8
88 71 66 65 74 0.3% -15.9% 113.8
87 68 56 54 64 0.2% -26.4% 118.5

1,237 1,278 1,284 1,310 1,482 5.6% 19.8% 113.1
うちアメリカ 503 531 523 521 594 2.3% 18.1% 114.0
うちイギリス 272 285 293 282 303 1.2% 11.4% 107.4

1,573 1,832 1,072 1,328 1,920 7.3% 22.1% 144.6

平成23年 平成24年 平成25年 平成27年

外国人労働者総数

在

留

資

格

別

専門的・技術的分野の在留資格

特定活動
技能実習
資格外活動

身分に基づく在留資格

不明

平成26年

国

籍

別

中国（香港等含む）
韓国
フィリピン
ベトナム
ネパール
ブラジル
ペルー
G8＋オーストラリア＋ニュージーランド

その他

出所：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況表一覧」より作成 

図表図表図表図表    外国人労働者数の推移外国人労働者数の推移外国人労働者数の推移外国人労働者数の推移 

出所：福岡労働局 「福岡労働局における外国人雇用状況の届出状況」より作成 

（単位：人） 

（単位：人） 

5年間での 平成27年
シェア 増減率[%] 前年比[%]

686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 100.0% 32.3% 115.3
120,888 124,259 132,571 147,296 167,301 18.4% 38.4% 113.6

うち技術・人文知識・国際業務 - - - - 121,160 13.3% - -
うち技術 38,290 37,189 39,244 43,948 - - -
うち人文知識・国際業務 46,801 49,799 54,259 61,033 - - -

5,939 6,763 7,735 9,475 12,705 1.4% 113.9% 134.1
130,116 134,228 136,608 145,426 168,296 18.5% 29.3% 115.7
109,612 108,492 121,770 146,701 192,347 21.2% 75.5% 131.1

留学 92,660 91,727 102,534 125,216 167,660 18.5% - 133.9
その他 16,952 16,765 19,236 21,485 24,687 2.7% - 114.9

319,622 308,689 318,788 338,690 367,211 40.4% 14.9% 108.4
うち永住者 154,010 156,883 170,238 187,865 208,114 22.9% 35.1% 110.8
うち日本人の配偶者等 74,625 69,771 68,408 69,727 72,895 8.0% -2.3% 104.5
うち定住者 84,943 75,438 72,804 73,220 77,234 8.5% -9.1% 105.5

69 19 32 39 36 0.0% - 92.3
297,199 296,388 303,886 311,831 322,545 35.5% 8.5% 103.4
30,619 31,780 34,100 37,262 41,461 4.6% 35.4% 111.3
70,301 72,867 80,170 91,519 106,533 11.7% 51.5% 116.4
22,617 26,828 37,537 61,168 110,013 12.1%12.1%12.1%12.1% 386.4% 179.9
- 9,108 14,175 24,282 39,056 4.3%4.3%4.3%4.3% - 160.8

116,839 101,891 95,505 94,171 96,672 10.6% -17.3% 102.7
25,036 23,267 23,189 23,331 24,422 2.7% -2.5% 104.7
50,321 51,156 53,584 57,212 61,211 6.7% 21.6% 107.0

うちアメリカ 21,663 22,110 23,277 24,824 26,376 2.9% 21.8% 106.3
うちイギリス 8,438 8,603 8,912 9,493 10,044 1.1% 19.0% 105.8

73,314 69,165 75,358 86,851 105,983 11.7% 44.6% 122.0

国

籍

別

中国（香港等含む）
韓国
フィリピン
ベトナム
ネパール
ブラジル
ペルー
G8＋オーストラリア＋ニュージーランド

その他

平成26年 平成27年

外国人労働者総数

在

留

資

格

別

専門的・技術的分野の在留資格

特定活動
技能実習
資格外活動

身分に基づく在留資格

不明

平成23年 平成24年 平成25年
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H23 H24 H25 H26 H27 5年間での

前年比 前年比 前年比 前年比 シェア 増減率［%］

総数総数総数総数 240,721 260,003 19,282 257,985 -2,018 264,284 6,299 267,142 2,858 100.0% 11.0%

Ⅰ　アジア 146,073 159,511 13,438 157,820 -1,691 164,531 6,711 165,894 1,363 62.1% 13.6%

Ⅱ　大洋州 4,860 4,776 -84 4,946 170 4,930 -16 5,136 206 1.9% 5.7%

Ⅲ　北米 54,173 58,074 3,901 57,037 -1,037 56,120 -917 55,880 -240 20.9% 3.2%

Ⅳ　中米 2,281 2,721 440 3,011 290 3,418 407 3,523 105 1.3% 54.4%

Ⅴ　南米 1,636 1,832 196 2,457 625 2,510 53 2,419 -91 0.9% 47.9%

Ⅵ　西欧 24,584 25,864 1,280 25,600 -264 25,518 -82 26,852 1,334 10.1% 9.2%

Ⅶ　東欧・旧ソ連 2,210 2,366 156 2,383 17 2,376 -7 2,415 39 0.9% 9.3%

Ⅷ　中東 3,461 3,337 -124 3,370 33 3,444 74 3,608 164 1.4% 4.2%

Ⅸ　アフリカ 1,443 1,522 79 1,361 -161 1,437 76 1,415 -22 0.5% -1.9%

地域名地域名地域名地域名
民間企業関係者（同行家族除く）

 

            

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

②②②②    外国人入国者外国人入国者外国人入国者外国人入国者の急増の急増の急増の急増    

全国の外国人入国者数が、5 年間で 714 万人から 2,076 万人と急拡大（上昇率 291％）する中、本 

県の外国人入国者数は、それを上回る上昇率 345％（60 万人→209 万人）を記録しました。アジアの 

国・地域では、韓国、香港、タイの上昇率が全国を上回っています。 

            

 

＜全 国＞    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

  ＜福岡県＞                        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」より作成 

出所：福岡県観光政策課「福岡県観光入込客推計調査」 より作成 ※総数は船舶観光上陸数を含む 

出所：法務省「出入国管理統計」 より作成 ※総数は船舶観光上陸数を含む 

図表図表図表図表    全国の全国の全国の全国の海外在留邦人数（民間企業関係者）の推移海外在留邦人数（民間企業関係者）の推移海外在留邦人数（民間企業関係者）の推移海外在留邦人数（民間企業関係者）の推移 

図表図表図表図表    外国人入国者数の推移外国人入国者数の推移外国人入国者数の推移外国人入国者数の推移    

（単位：人） 

（単位：人）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 前年対比の増減率 2015/2011年

総数 7,135,407 9,309,062 11,331,599 14,408,058 20,759,971 1.44 2.91
アジア計 5,493,207 7,069,500 8,882,100 11,419,147 16,446,943 1.44 2.99
韓国 1,919,876 2,315,238 2,723,084 3,016,112 4,252,389 1.41 2.21
中国 1,332,700 1,626,265 1,604,621 2,536,571 4,497,238 1.77 3.37
台湾 1,038,934 1,503,183 2,245,543 2,864,287 3,576,210 1.25 3.44
香港 349,738 462,920 725,391 902,480 1,473,141 1.63 4.21
タイ 167,069 283,993 477,794 681,743 822,037 1.21 4.92
ヨーロッパ計 626,520 828,336 957,884 1,106,801 1,312,880 1.19 2.10
アフリカ計 23,969 29,166 31,363 32,737 36,005 1.10 1.50
北アメリカ計 725,967 913,307 1,015,070 1,146,674 1,343,018 1.17 1.85
南アメリカ計 68,120 87,371 83,216 92,819 115,609 1.25 1.70
オセアニア計 196,951 243,844 284,931 351,206 432,825 1.23 2.20
無国籍・その他 673 622 657 801 967 1.21 1.44

（単位：人）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 前年対比の増減率 2015/2011年

総数 604,358 835,101 936,012 1,212,968 2,086,301 1.72 3.45

アジア計 572,005 744,351 869,172 1,030,854 1,519,551 1.47 2.66

韓国 366,276 485,316 557,584 575,181 880,966 1.53 2.41

中国 81,321 81,605 67,666 116,692 157,601 1.35 1.94

台湾 69,672 106,972 138,923 169,838 231,894 1.37 3.33

香港 16,431 21,543 41,324 72,655 117,381 1.62 7.14

タイ 9,321 16,197 22,427 42,057 60,317 1.43 6.47

ヨーロッパ計 12,315 14,367 18,627 23,924 29,610 1.24 2.40

アフリカ計 548 601 674 706 765 1.08 1.40

北アメリカ計 15,063 20,789 25,060 27,351 26,286 0.96 1.75

南アメリカ計 317 436 437 504 592 1.17 1.87

オセアニア計 4,085 5,252 5,320 6,402 7,507 1.17 1.84

無国籍・その他 25 17 36 21 35 1.67 1.40
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13.1 13.0 
13.7 

15.1 

17.6 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

平成23年

（2011年）

平成24年

（2012年）

平成25年

（2013年）

平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

万円万円万円万円/人人人人

平成27年
（確報） (円/人) 前年比

全国籍・地域 176,167 16.5%
韓国 75,169 -0.9%
台湾 141,620 13.1%
香港 172,356 16.5%
中国 283,842 22.5%
米国 175,554 6.2%

1人当たり旅行支出

③③③③    訪日外国人旅行消費額訪日外国人旅行消費額訪日外国人旅行消費額訪日外国人旅行消費額の急拡大の急拡大の急拡大の急拡大    

平成 27 年の訪日外国人旅行消費額は、前年の 2 兆 278 億円と比べ 71.5％増の 3 兆 4,771 億円と推 

計され、年間値で初めて 3 兆円を突破しました。訪日外国人旅行者数（1,974 万人）が、前年（1,341 万人） 

に比べ 47.1％増と大きく伸び、これに伴い、１人当たり旅行支出が 17 万 6,167 円と前年比で 16.5％増と 

なったことが大きな要因です。 

ちなみに定住人口一人当たりの年間消費額を約 125 万円（総務省統計局家計調査算出）とした場 

合、訪日外国人 7 人分の旅行支出額とほぼ同額になります。人口減少に伴う市場縮小が見込まれる 

本県にとって、海外からの誘客促進による域内消費の拡大は重要な課題の１つです。 

 

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

                                    

                                    

    

    

    

    

    

    

    

                             

出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査（平成 27 年 確報）」 

 

出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査」  

※暫定値を使用 

図表図表図表図表    １人当たり旅行支出の推移１人当たり旅行支出の推移１人当たり旅行支出の推移１人当たり旅行支出の推移    図表図表図表図表    主な国・地域別にみる訪日外国人主な国・地域別にみる訪日外国人主な国・地域別にみる訪日外国人主な国・地域別にみる訪日外国人    

            １人当たり旅行支出額１人当たり旅行支出額１人当たり旅行支出額１人当たり旅行支出額    

 

図表図表図表図表    旅行消費額と訪日外国人旅行者数の推移旅行消費額と訪日外国人旅行者数の推移旅行消費額と訪日外国人旅行者数の推移旅行消費額と訪日外国人旅行者数の推移    

8,135 

10,846 

14,167 

20,278 

34,771 

622 
836 

1,036 

1,341 

1,974 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

平成23年

（2011年）

平成24年

（2012年）

平成25年

（2013年）

平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

万人億円

旅行消費額

訪日外国人旅行者数

出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査」 （抜粋） 

※暫定値を使用 

（万円/人） 
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平成11年末

(n=3,657)

平成12年末

(n=4,278)

平成13年末

(n=3,845)

平成14年末

(n=3,673)

平成15年末

(n=3,354)

平成16年末

(ｎ=3,695)

平成17年末

(ｎ=3,982)

平成18年末

(ｎ=4,999)

平成19年末

(ｎ=3,640)

平成20年末

(ｎ=4,515)

平成21年末

(ｎ=4,547)

平成22年末

(ｎ=22,271)

平成23年末

(ｎ=16,530)

平成24年末

(n=20,418)

平成25年末

(n=15,599)

平成26年

(n=16,529)

携帯電話またはＰＨＳ

パソコン

（再掲）スマートフォン

インターネットに接続できる家庭用テレビゲーム機

タブレット型端末

インターネットに接続できる携帯型音楽プレイヤー

３３３３．．．．ICTICTICTICT 化化化化の進展の進展の進展の進展    

((((１１１１))))    インターネットの普及インターネットの普及インターネットの普及インターネットの普及    

情報通信端末等の普及に伴い、インターネット利用は約 10 年で全年代的に浸透しています。ネッ 

トショッピングなどの BtoC市場はもちろん、BtoB市場も拡大を続けるなどＩＣＴの利活用は進展してい 

ます。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                              

  

 

 

 

 

 

 

 

 

    

        

        

 

 

 

 

 

 

 

    

[%] 

出所：総務省「平成 27 年版情報通信白書」 

※携帯電話・ＰＨＳの内数にスマートフォンを含む 

出所：総務省「平成 26 年通信利用動向調査」 

図表図表図表図表    情報通信端末の世帯保有率の推移情報通信端末の世帯保有率の推移情報通信端末の世帯保有率の推移情報通信端末の世帯保有率の推移    

図表図表図表図表    インターネット利用率の向上インターネット利用率の向上インターネット利用率の向上インターネット利用率の向上    

（年代別）（年代別）（年代別）（年代別）    

 

図表図表図表図表    ネットショッピング利用率ネットショッピング利用率ネットショッピング利用率ネットショッピング利用率    

（（（（世帯主年代別世帯主年代別世帯主年代別世帯主年代別））））    
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((((２２２２))))    電子商取引電子商取引電子商取引電子商取引（（（（ECECECEC））））市場の拡大市場の拡大市場の拡大市場の拡大 

ICT化の進展等に伴い、EC市場（BtoC：前年比 7.6％増、BtoB：3.0％増）は拡大を続けています。    

BtoC市場では、物販系・サービス系・デジタル系の３分野すべてにおいて、市場規模が拡大しまし 

た。中でもサービス分野が 9.4％と高い伸びを示しました。BtoB市場では、｢繊維・日用品・化学｣、｢卸 

売｣を除く全業種で市場規模の拡大が見られました。 
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5 

10 

15 

20 

25 

30 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

BtoC-EC市場規模[億円]

BtoB-EC市場規模[億円]

BtoC-EC化率[%]

BtoB-EC化率[%]

市場規模[億円] EC化率[%]

※EC 化率 

EC 以外にも電話、FAX、メール、相対（対面） 

等も含めた全ての商取引金額（商取引市場規模） 

に対する EC 市場規模の割合 

2014年 2015年 伸び率

A. 物販系分野 6兆8,042億円 7兆2,398億円 6.4%
（EC化率 4.37%） （EC化率 4.75%）

B. サービス系分野 4兆4,816億円 4兆9,014億円 9.4%

C. デジタル系分野 1兆5,111億円 1兆6,334億円 8.1%

総計 12兆7,970億円 13兆7,746億円 7.6%

図表図表図表図表    ECECECEC の市場規模の市場規模の市場規模の市場規模及び及び及び及び ECECECEC 化率の推移化率の推移化率の推移化率の推移    

出所：経済産業省「平成 27 年度 我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備報告書」 

図表図表図表図表    分野別分野別分野別分野別 BtoC BtoC BtoC BtoC ----    ECECECEC 市場規模及び構成比率の推移市場規模及び構成比率の推移市場規模及び構成比率の推移市場規模及び構成比率の推移    

大分類 中分類 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率

（億円） （%) （億円） （%) （億円） 対前年比(%) （%)

建設 建設・不動産業 109,410 8.4 129,360 9.1 141,390 9.3 9.6

製造 食品 209,210 46.4 204,200 47.1 205,120 0.5 49.0

繊維・日用品・化学 310,750 34.8 314,820 35.2 300,060 -4.7 36.3

鉄・非鉄金属 159,970 29.5 175,060 30.2 177,690 1.5 31.5

産業関連機器・精密機器 117,620 27.7 118,820 28.4 122,800 3.3 29.5

電気・情報関連機器 271,910 46.0 299,360 46.7 323,850 8.2 48.3

輸送用機械 359,790 53.8 374,680 54.6 409,300 9.2 56.4

情報通信 情報通信 96,620 15.9 91,350 16.4 104,470 14.4 17.0

運輸 運輸 76,420 13.6 84,470 14.0 88,270 4.5 14.5

卸売 卸売 789,750 24.2 845,400 24.6 835,940 -1.1 25.4

金融 金融 121,200 18.7 127,700 19.1 136,540 6.9 19.7

サービス 広告・物品賃貸 18,280 10.3 20,220 11.1 21,810 7.9 11.7

その他 小売 10,590 - 12,020 - 12,980 8.0 -

その他サービス業 2,230 - 2,450 - 2,730 11.4 -

2,653,750 - 2,799,910 - 2,882,950 3.0 -

2,640,930 26.1 2,785,440 26.5 2,867,240 2.9 27.3

2013年 2014年 2015年

合計

合計（その他を除く）

図表図表図表図表    業種別業種別業種別業種別 BtoB BtoB BtoB BtoB ----    ECECECEC 市場規模の推移市場規模の推移市場規模の推移市場規模の推移    

出所：経済産業省「平成 27 年度 我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備報告書」 

出所：経済産業省「平成 27 年度 我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備報告書」 
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GｌｏｂａｌWｉｎｄEnergyCouncil

「GlobalWｉｎｄEnergyOutlook2010」

2010年 2015年 2020年

2014年

約68兆

円

2010年

約123兆

円

2020年

約179兆円

2020年

約151兆円

IoT市場

自動車産業

100兆円

150兆円

50兆円

175兆円

出展：米国調査会社（ＩＤＣ社）調べ

    

    ((((３３３３))))    IoTIoTIoTIoT（（（（Internet of ThingsInternet of ThingsInternet of ThingsInternet of Things））））がもたらすがもたらすがもたらすがもたらす有望な成長市場有望な成長市場有望な成長市場有望な成長市場    

センサー等デバイスの低廉化・高機能化等を背景に、パソコンやスマートフォンといった従来型の ICT 

端末だけでなく、自動車、家電、ロボット、工場の製造装置など、あらゆるモノがイせ
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[億円]

増減額 増減率

1 東京都 948,286 931,283 -17,004 -1.8%
2 大阪府 389,266 373,150 -16,116 -4.1%
3 愛知県 337,742 354,475 16,733 5.0%
4 神奈川県 307,399 302,185 -5,214 -1.7%
5 埼玉県 199,107 206,782 7,675 3.9%
6 千葉県 195,922 198,112 2,190 1.1%
7 兵庫県 193,943 192,325 -1,617 -0.8%
8 北海道 198,058 182,688 -15,371 -7.8%

9 福岡県 177,773 ���������������������������� 4,126 ����������������

10 静岡県 164,082 158,763 -5,319 -3.2%
都道府県合計 5,166,634 5,086,456 -80,177 -1.6%

平成15年度 平成25年度都道府県
全国
順位

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

3.6 3.6 3.6 3.7 3.8 3.4 3.5 3.6 3.6 3.4 3.4 

13.9 14.0 14.2 14.1 14.3 
14.0 13.9 14.0 14.0 14.2 14.5 

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

（兆円）

年度

第１次産業 第２次産業 第３次産業 その他

���� ���� ���� ���� ����
���� ���� ���� ���� ���� ���	

    

第３第３第３第３章章章章    中小企業の中小企業の中小企業の中小企業の動向動向動向動向    

１．１．１．１．福岡県福岡県福岡県福岡県のののの産業構造産業構造産業構造産業構造    

((((１１１１))))    県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産（（（（名目名目名目名目））））及び就業者数及び就業者数及び就業者数及び就業者数からからからから見た見た見た見た福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業    

平成 25 年度の県内総生産は 18 兆 1,899 億円となり、10 年前と比べて 2.3％上昇しました。都道府 

県の合計が 1.6％減少する中で、上位 10都道府県で上昇したのは福岡県を含めて４県だけです。 

推移を産業別に見ると、第１次、第２次産業が停滞する中、平成 20 年のリーマンショックの落ち込み 

からの回復は、第３次産業の拡大が寄与していることが分かります。 

本県の産業を経済活動別に総生産と就業者数で見ると、サービス業、卸売・小売業、製造業の順に 

大きく※なっており、３分野を合わせたシェアは、50.7％、63.1％と半分を超えています。 

※不動産業の総生産額には、実際に市場で取引されていない「持ち家の家賃」が含まれているため、順位からはずしています。 

                        

 

  

    

 

 

 

 

 

 

    

    

    

 

    

    

                                 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

        

サービス業サービス業サービス業サービス業

708,397708,397708,397708,397

［［［［30.3%30.3%30.3%30.3%］］］］

卸売・卸売・卸売・卸売・

小売業小売業小売業小売業

482,047482,047482,047482,047

［［［［20.6%20.6%20.6%20.6%］］］］

製造業製造業製造業製造業

284,537284,537284,537284,537

［［［［12.2%12.2%12.2%12.2%］］］］

政府ｻｰﾋﾞｽ

生産者

111,869［4.8%］

運輸業

154,738［6.6%］

情報通信業

70,600［3.0%］

建設業

185,209［7.9%］

金融・保険業

61,232［2.6%］

対家計民間

非営利ｻｰﾋﾞｽ

生産者

160,891

［6.9%］

電気･ｶﾞｽ･水

道業

24,746［1.1%］

農林水産業

58,734［2.5%］

鉱業

923［0.0%］
不動産業

35,753［1.5%］

就業者数就業者数就業者数就業者数

2,339,6762,339,6762,339,6762,339,676人人人人

サービス業サービス業サービス業サービス業

42,33242,33242,33242,332

［［［［23.3%23.3%23.3%23.3%］］］］

卸売・卸売・卸売・卸売・

小売業小売業小売業小売業

25,96825,96825,96825,968

［［［［14.3%14.3%14.3%14.3%］］］］

製造業製造業製造業製造業

23,91223,91223,91223,912

［［［［13.1%13.1%13.1%13.1%］］］］

政府ｻｰﾋﾞｽ

生産者

14,677

［8.1%］

運輸業

10,684［5.9%］

情報通信業

10,673［5.9%］

建設業

10,261［5.6%］

金融・保険業

6,374［3.5%］

対家計民間非営利

ｻｰﾋﾞｽ生産者

4,957［2.7%］

電気･ｶﾞｽ･水道業

3,687［2.0%］

農林水産業

1,383［0.8%］

鉱業 192［0.1%］

不動産業

25,293

［13.9%］

県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産

18181818兆兆兆兆1,8991,8991,8991,899億円億円億円億円

出所：内閣府｢平成 25 年度県民経済計算(全国集計) 

経済活動別総生産(名目)｣より作成 出所：福岡県調査統計課「平成２５年度県民経済計算」より作成 

※その他は、輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費

図表図表図表図表    主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産                                    図表図表図表図表    産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移                        

図表図表図表図表    経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数                                    

出所：福岡県調査統計課「平成 25 年 県民経済計算」より作成 

［単位：人］ ［単位：億円］ 
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（単位：100万円、％）

移輸出額 構成比 中間投入額 構成比
移輸出額　+

中間投入額
構成比

3,622,789 27.52 1,418,876 8.91 5,041,664 17.33

2,222,925 16.89 2,148,118 13.49 4,371,043 15.03

1,068,889 8.12 757,351 4.75 1,826,239 6.28

1,043,514 7.93 1,473,839 9.25 2,517,353 8.65

886,856 6.74 856,140 5.37 1,742,996 5.99

8,844,973 67.20 6,654,323 41.78 15,499,295 53.28

13,161,983 100.00 15,928,273 100.00 29,090,256 100.00

対 個 人 サ ー ビ ス

上 記 ５ 部 門 の 小 計
３ ９ 部 門 の 合 計

商 業

輸 送 機 械

飲 食 料 品

鉄 鋼

((((２２２２))))    取引構造から取引構造から取引構造から取引構造から見た見た見た見た福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業    

本県の産業を域外からの外貨・利益の獲得（移輸出額）と域内への分配（中間投入額）の取引構造 

から見ると、商業（卸売・小売業）、輸送機械（製造業）、飲食料品（製造業）、鉄鋼（製造業）、対個人 

サービス（サービス業）の５つの産業が高い位置を占めています。取引構造の面から見ても、卸売・小 

売業、製造業、サービス業は地域経済の中心となっています。     

    

    

    

    

    

    

    

((((３３３３))))    本県製造業の特徴本県製造業の特徴本県製造業の特徴本県製造業の特徴    

本県製造業を産業別に見ると、付加価値額は、食料品製造業（3,364 億円）、輸送用機械器具製    

造業（2,861 億円）、鉄鋼業（2,158 億円）の順に大きく、また、従業者数は、食料品製造業（44 千人）、 

輸送用機械器具製造業（24 千人）、金属製品製造業（18 千人）の順に多くなっており、それぞれ合 

計すると全体の３割を超えています。 

食料品製造業は、豊富で良質な農水産物が調達出来ることや、物流環境に恵まれていること等 

を背景に集積が進み、出荷額は全国第 10位。また、本県は３つの自動車メーカーの最新鋭工場 

が立地し、年間生産能力 100 万台を超える自動車の一大生産拠点であり、輸送用機械器具製造 

業の出荷額は全国第６位となっています。 
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2.2 

1.6 

1.5 
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5.0

10.0

15.0

20.0
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5 

6 

7 
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愛

知

県

静

岡

県

神

奈

川

県

群

馬

県

広

島

県

福

岡

県

三

重

県

埼

玉

県

栃

木

県

東

京

都

1

2
3

4

5 6 7
8

9 10

24

22

食料品食料品食料品食料品

3,364 3,364 3,364 3,364 

[15.0%][15.0%][15.0%][15.0%]

輸送機械輸送機械輸送機械輸送機械

2,861 2,861 2,861 2,861 

[12.8%][12.8%][12.8%][12.8%]

鉄鋼鉄鋼鉄鋼鉄鋼

2,158 2,158 2,158 2,158 

[9.6%][9.6%][9.6%][9.6%]
化学

1,902 

[8.5%]

金属

1,656 

[7.4%]

窯業・

土石

1,403 

[6.3%]

生産用機械

1,149 

[5.1%]

ゴム

1,089 [4.9%]

飲料・たばこ

1,039 [4.6%]

印刷

936 [4.2%]

電子・デバイス

916 [4.1%]

その他

3,891 

[17.4%]

付加価値額付加価値額付加価値額付加価値額

2222兆兆兆兆2,3652,3652,3652,365億円億円億円億円

食料品食料品食料品食料品

43,876 43,876 43,876 43,876 

[20.9%][20.9%][20.9%][20.9%]

輸送機械輸送機械輸送機械輸送機械

24,406 24,406 24,406 24,406 

[11.6%][11.6%][11.6%][11.6%]

金属金属金属金属

18,439 18,439 18,439 18,439 

[8.8%][8.8%][8.8%][8.8%]生産用

機械

13,823 

[6.6%]

窯業・

土石

12,658 

[6.0%]

鉄鋼

10,440 

[5.0%]

印刷

10,222 

[4.9%]

化学

8,506 

[4.1%]
電子・デバイス

6,127 [2.9%]

ゴム

4,766 [2.3%]

飲料・たばこ

3,668 [1.7%]

その他

52,933 

[25.2%]

従業者数従業者数従業者数従業者数

209,864209,864209,864209,864人人人人

出所：福岡県調査統計課「福岡県産業連関表」より作成 

［兆円］ 

図表図表図表図表    基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比                                    

［兆円］ 

［単位：人］ ［単位：億円］ 

出所：福岡県調査統計課「平成 26 年工業統計」より作成 図表図表図表図表    本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数                                    

出所：経済産業省「平成 26 年工業統計調査」より作成 図表図表図表図表    食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の出荷額出荷額出荷額出荷額                                    

食料品製造業        輸送用機械製造業       
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((((４４４４))))    本県本県本県本県サービスサービスサービスサービス産業の産業の産業の産業の特徴特徴特徴特徴        

本県サービス産業を産業別に見ると、付加価値額は、卸売業，小売業（2 兆 153 億円）、医療，福祉 

サービス業（1 兆 1,15１億円）、金融，保険業（6,218 億円）の順に大きく、従業者数は、卸売業，小売業 

（427 千人）、医療，福祉サービス業（272 千人）、宿泊業，飲食サービス業（163 千人）の順に多くなって 

おり、それぞれ合計すると全体の５割を超えています。 

卸売業，小売業は、北九州市・福岡市の両大都市圏を中心に多くの商業施設が集積しており、事業 

所数は全国第５位、売上高は第４位と全国的にも高い位置にあります。 

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

    

                                        

    

               

                   

 

 

((((５５５５))))    本県産業の本県産業の本県産業の本県産業の労働労働労働労働生産性生産性生産性生産性    

本県産業の労働生産性は、情報通信業が最も高く、次いで不動産業，物品賃貸業、学術研究，専 

門・技術サービス業となっています。 

人口減少・少子高齢化の進展により、長期的には労働投入量の減少が予想される中、本県経済の成長 

を維持・発展するためには、労働生産性（従業者 1 人当たり付加価値額）の向上が求められています。そ 

のためには、収益力向上のための経営管理・マーケティング・販路開拓、高付加価値商品・サービス開発 

のための人材確保、効率化のための設備投資などの取り組みが必要です。 

                                                 

 

    

    

    

    

    

    

    

卸売業，卸売業，卸売業，卸売業，

小売業小売業小売業小売業

427,167 427,167 427,167 427,167 

[28.1%][28.1%][28.1%][28.1%]

医療，福祉医療，福祉医療，福祉医療，福祉

271,940 271,940 271,940 271,940 

[17.9%][17.9%][17.9%][17.9%]

宿泊業宿泊業宿泊業宿泊業

飲食飲食飲食飲食

サービス業サービス業サービス業サービス業

162,656 162,656 162,656 162,656 

[10.7%][10.7%][10.7%][10.7%]

運輸業，郵便業

128,564 [8.5%]

生活関連サービス業，

娯楽業

77,814 [5.1%]

教育，学習支援業

64,925[4.3%]

金融業，保険業

63,225[4.2%]

情報通信業

54,421{3.6%]

学術研究，専門・技術

ｻｰﾋﾞｽ業49,259[3.2%]

不動産業，物品賃貸業

47,958 [3.2%]

複合サービス事業

9,877[0.6%]

電気・ガス・熱供給・

水道業8,075[0.5%]

サービス業

(他に分類

されないもの)

153,713 

[10.1%]

卸売業，卸売業，卸売業，卸売業，

小売業小売業小売業小売業

20,15320,15320,15320,153

［［［［30.2%30.2%30.2%30.2%］］］］

医療，福祉医療，福祉医療，福祉医療，福祉

11,151 11,151 11,151 11,151 

［［［［16.7%16.7%16.7%16.7%］］］］

金融業，金融業，金融業，金融業，

保険業保険業保険業保険業

6,218 6,218 6,218 6,218 

［［［［9.3%9.3%9.3%9.3%］］］］

運輸業，郵便業

5,551 ［8.3%］

情報通信業

4,542［6.8%］

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯

楽業 2,995 ［4.5%］

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業

2,924［4.4%］

不動産業，物品賃貸業

2,762 ［4.1%］

学術研究， 専門・技術

ｻｰﾋﾞｽ業 2,683［4.0%］

教育，学習支援業

2,361［3.5%］

複合サービス事業

479 ［0.7%］

電気・ガス・熱供給・

水道業316 ［0.5%］

サービス業

(他に分類

されないもの)

4,538 

［6.8%］

出所：総務省統計局 「平成 24 年経済センサス-活動調査」より作成 

出所：総務省統計局「平成 24 年経済センサス‐活動調査」より作成 

出所：総務省統計局 「平成 26 年経済センサス-基礎調査」より作成 

［事業所］ 

［兆円］ 
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図表図表図表図表    サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数                                    

図表図表図表図表    卸売，卸売，卸売，卸売，小売小売小売小売業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高                                        

図表図表図表図表    産業別労働生産性産業別労働生産性産業別労働生産性産業別労働生産性                                    
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［単位：人］ ［単位：億円］ 

[万円/人] 

＜事業所数＞ ＜売上高＞ 



 

２．２．２．２．本県本県本県本県中小企業の中小企業の中小企業の中小企業の

((((１１１１)))) 中小企業の企業中小企業の企業中小企業の企業中小企業の企業

本県の中小企業

模企業数は

県内従業者数の

を占めています。

中小企業数は、長期にわたり減少傾向にあり、平成

中規模企業は

とが影響しています。

    

    

    

    

    

 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：中小企業庁「中小企業白書
 

注） 経済センサスでは、（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、（２）本社等の事業主が

支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、平成

純に比較することは適切ではない。

出所：中小企業庁「

図表図表図表図表    本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）

図表図表図表図表    全国の企業数の推移全国の企業数の推移全国の企業数の推移全国の企業数の推移
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（歳）

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 対90年
福岡県の
平均年齢

53.5 54.8 56.1 57.1 57.5 58.5 +5.0 44.5

((((２２２２))))    経営者の高齢化経営者の高齢化経営者の高齢化経営者の高齢化    

後継者難等の理由により県内企業経営者の高齢化は進んでいます。企業数が減少する中、「経営 

者の高齢化、健康の問題」は、廃業を決断する大きな理由となっている（中小企業白書アンケート）こと 

から、円滑な事業承継に向けた支援を適切に行っていくことが重要です。 

        

 

 

 

 

     

    

 

 

 

 

 

 

 

                              

 

�

�

((((３３３３))))    創創創創業業業業率率率率・廃業・廃業・廃業・廃業率率率率のののの推移推移推移推移    

企業数が減少する中、新たな創業は、雇用創出の効果に加え、既存企業との競争による生産性向上 

の効果が見込めます。 

平成 26 年の福岡県の創業率は 5.26％と全国平均よりも 1.09ポイント高く、また、廃業率は 3.58％ 

と全国よりわずかに高くなっています。産業別に見ると、情報通信業や宿泊業、飲食サービス業は開業 

率・廃業率ともに高く、新陳代謝が活発であることが伺えるほか、高齢化の影響により医療・福祉業の 

開業率は平均よりも高くなっています。 

今後、県内における創業をさらに促進するために、創業機運の醸成、ノウハウの習得等を支援する取 

り組みを行っていくことが重要です。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出所： 福岡県調査統計課「福岡県の創業率と廃業率」より作成 
※平成 19 年の廃業率及び 20 年の創業率は前年会社数として用いている平成 19 年の国税庁統計年報の申告法人数の集計期間が 

変更されたため、累年比較はできない。また同様の理由により、平成 20 年の廃業率は公表されていない。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2014 年版」 
 

図表図表図表図表    県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢                                    

図表図表図表図表    廃業を決断した理由廃業を決断した理由廃業を決断した理由廃業を決断した理由                                    

48.3%

12.5%
7.8%

4.9%

4.4%
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18.0%

経営者の高齢化、健康

（体力・気力）の問題

経営者の家族の問題
（介護、高齢化、教育等）

事業経営の更なる

悪化の回避

後継者（事業継承）の

見通しが立たない

主要な販売先との取引終了
（相手方の倒産、移転のケース含む）

事業の先行き

に対する不安

その他

（n=617）

図表図表図表図表    創業創業創業創業率の推移率の推移率の推移率の推移                                    

    創創創創業率業率業率業率            廃廃廃廃業率業率業率業率        

出所：㈱帝国データバンク「2016 年全国社長分析」 

図表図表図表図表    廃業廃業廃業廃業率の推移率の推移率の推移率の推移                                    
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100
101.4

107.8 

113.8 

118.4 

127.2 127.3 

114.6 

96.8 

112.5 

114.6 
112.8 

114.2 

99.6
100.6 

102.5 
103.7 

110.7 110.2 

104.3 

98.0 

102.8 

104.1 
104.5 

105.4 

90

95

100

105

110

115

120

125

130

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

（労働生産性

2001年度=100）

（年度）

2001年度から2013年度まで継続して輸出を行っている企業（輸出実施企業）

2001年度から2013年度まで一度も輸出をしていない企業（輸出非実施企業）

良かった�����

社�����

特にない��	


社�����

((((５５５５))))    中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦    

第２章で見てきたように、人口減少・少子高齢化に伴い域内需要が縮小していく中で、海外、特に 

アジア市場は拡大を続けており、また訪日外国人によるインバウンド消費も増加しています。 

中小企業を取り巻く困難な環境に打ち勝ち、さらなる発展を遂げていくためには、新たな商品・サー 

ビス・技術の開発や成長分野への進出、海外展開など新たな事業展開に向けた取り組みが必要です。 

現に経営革新計画の認定企業からは、「取引先・販路が拡大した」「売上が上がった」などの声が寄 

せられています。 

また、輸出実施企業と輸出非実施企業の労働生産性の推移を見ると、リーマンショックの影響による 

一時的な落ち込みを除き、輸出実施企業は高水準で推移しています。 

県内中小企業が新たな事業に挑戦し、事業展開を図っていくために、将来を見据えた計画的な経営、 

技術の高度化や新商品の開発、海外展開等を支援していくことが求められています。 

        

    

    

どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）    

○事業・経営計画を策定できた ○事業の見直しができた 

○ビジネスプランが明確化した ○売上の向上 

○様々な情報・支援が得られた ○金融機関からの融資 

○会社の信用が上がった ○取引先・販路の拡大 

○補助金の適用を受けた ○新商品開発・新規事業 

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 1.中小企業のみを集計。 

   2.労働生産性=国内の付加価値額/国内の従業員数で計算。 

   3.2001 年度から 2013 年度まで連続して回答している企業を集計。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2016 年版」 

出所：福岡県新事業支援課「平成２８年度経営革新計画フォローアップ調査結果集計」 

図表図表図表図表    平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度計画認計画認計画認計画認定企業の定企業の定企業の定企業の声声声声                                    

図表図表図表図表    輸出実輸出実輸出実輸出実施施施施企業と輸出非実企業と輸出非実企業と輸出非実企業と輸出非実施施施施企業の労働生産性企業の労働生産性企業の労働生産性企業の労働生産性                                    
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145
150

180
186

200
207

202

182

170

157
151

133 130

118

104

10269
73

83
88

93
101

108 110 112 111 108 105

107 109
103

107

22
26

37
40

45
50 53 55

59 56

56
52 51

55 49 48

53
57

68
71 73

76
76 73

65
58

54
48

46 45

41 40

12 15

19 22
26

29 32
36

37 36 40 38 38
44

41
41

16 16 17 19 20 22
23 22 20 20 18 18 17

20 18 19

6 7 7 8 9 10 11 12 12 12 14 13 14 17 15 14

1.5 1.5 1.2 1.0 0.9 0.9 0.7 0.6 0.6 0.5 0.5 0.4 0.4 0.5 0.4 0.5 0

50

100

150

200

250

63 66 72 75 78 81 86 91 96 99 01 04 06 09 12 14

（万事業所）

（年）

小売業(含む飲食店） サービス業

建設業 製造業

不動産業、金融保険業 卸売業

運輸・通信業 鉱業＋電気・ガス・熱供給・水道

３．３．３．３．小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題 

((((１１１１)))) 小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高 

小規模企業は、地域社会の重要な担い手であるにも関わらず、減少が続いており、特に小売業、製 

造業はピーク時から半減しています。 

業種別に見ると「卸売業，小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「建設業」、「製造業」、「生活関連 

サービス業，娯楽業」、「不動産業，物品賃貸業」の６分野が大きなシェアを占め、この６分野での企業 

数は 81.1％、従業者数 81.8％、売上高 84.4％となっています。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」  

(注) 1．1991 年までは「事業所統計調査」(1989 年は「事業所名簿整備」)、1994 年は「事業所名簿整備調査」として行われた。 

    2．事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない。 

    3．統計上の「事業所の従業者総数 19 人以下・または 4 人以下」の公表値を使用しており、中小企業基本法に定められた小規模 

企業者の基準（常用雇用者 20 人以下(一部の業種は 5 人以下))ではない。 

    4．「飲食店」は、2001 年まで「小売業」に分類されていた。比較を可能にするため、2004～2012 年においては「サービス業」に含ま 

れている「飲食店」を「小売業」に含めてカウントしている。 

図図図図表表表表    小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移((((業種別業種別業種別業種別))))                                    



 

        

                                

    

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

大企業

1.1 [0.3%]

中規模

55.7

[ 14.6%]

図図図図表表表表    企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                    

                                                        

 

                            

    

大企業

682.5 

[56.6%]

中規模企業

全売上高全売上高全売上高全売上高

1,205.91,205.91,205.91,205.9

中規模企業

55.7

[ 14.6%]

全企業数全企業数全企業数全企業数

382.0382.0382.0382.0

大企業

1,433

[29.9%]

中規模企業

2,234

[46.6%]

全従業者数全従業者数全従業者数全従業者数

4,7944,7944,7944,794

企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                            

                            

    

     

        

中規模企業

401.5

[33.3%]

全売上高全売上高全売上高全売上高

1,205.91,205.91,205.91,205.9兆円兆円兆円兆円

全企業数全企業数全企業数全企業数

382.0382.0382.0382.0万者万者万者万者

大企業

1,433

[29.9%]

小規模

全従業者数全従業者数全従業者数全従業者数

4,7944,7944,7944,794万人万人万人万人

出所：

企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                                        

                                                                

小規模企業

121.9

[10.1%]

小規模企業

325.2

[85.1%]

小規模企業

1,127

[23.5%]

出所：中小企業庁「小規模企業白書
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同一市町村

60.7%

近隣市町村

19.7%

同一都道府県

8.3%

近隣都道府県

6.4%

国内遠隔地

4.7%

海外

0.3%

n=4,857

69.8

66.7

66.5

56.3

52.0

47.8

41.4

35.3

35.1

30.9

29.9

26.8

2.3

3.1

2.2

2.8

3.5

2.4

5.6

6.2

3.8

5.6

2.7

3.0

6.0

8.7

4.7

5.6

10.6

6.2

9.6

9.6

8.1

8.2

8.6

4.7

5.9

4.9

7.7

9.4

7.0

7.5

10.3

11.8

12.1

15.5

10.4

10.9

16.0

16.6

18.9

25.8

26.9

36.1

33.0

37.1

40.9

39.7

48.5

54.7

訪問販売の実施

新しい顧客への直接訪問・売り込み

対面販売における顧客への説明・コミュニケーションの充実

現在の社員の営業能力の向上

現在の主要な販売地域外への宣伝・広告

営業能力の高い人材の新規採用

自社の技術・ノウハウを活かした新商品・サービスの開発・投入

顧客・市場ニーズを踏まえた新商品・サービスの開発・投入

ネット販売の実施

市場分析の結果に基づく商品の開発・提供

ホームページ、Eメールを活用した情報発信

自社の製品・商品の市場分析

((((２２２２)))) 販路の開拓販路の開拓販路の開拓販路の開拓 

小規模企業は、人材や資金といった経営資源に大きな制約があるほか、商圏は同一市町村、近隣 

市町村、同一都道府県内で約９割となっており、人口減少・少子高齢化による域内需要縮小の影響を 

大きく受ける構造となっています。 

需要縮小に対応するための「販路開拓」が小規模企業の最大の課題であり、アンケートでも｢自社の 

製品・商品の市場分析｣、｢ホームページ、Ｅメールを活用した情報発信｣、｢市場分析の結果に基づく 

商品の開発・提供｣、「ネット販売の実施」など、販路開拓のための ICTの活用や市場分析について、 

公的、または民間支援機関からの支援を求めています。 

県内の小規模企業の「成長発展」及び「事業の持続的発展」を図っていくために、地域や企業の実 

情に精通した商工会議所や商工会の経営指導員による巡回指導や経営計画の作成等を通じた支援 

をきめ細やかに行っていくことが必要です。 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

    

        

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」  

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2015 年版」 

図図図図表表表表    直直直直近近近近決決決決算算算算におけるにおけるにおけるにおける商圏商圏商圏商圏区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率                                

図図図図表表表表    販販販販路路路路開開開開拓拓拓拓に向けた取組につに向けた取組につに向けた取組につに向けた取組についていていていてのののの協力先協力先協力先協力先                                

注)1．小規模事業者＝小規模企業（以下同じ）である。 
注)2．「近隣市町村」とは、主たる事業所のある「同一市町村」の 

行政区域と接している(同一都道府県内の)市町村全部をいう。 
 注)3．「近隣都道府県とは」、「同一都道府県」の行政区域と接して 

いる都道府県全部をいう。 
 注)4．本図における構成比率は、4､857 者の小規模事業者毎の商圏 

区分別の売上高構成比率を単純平均したもの。 

■自社のみで対応可能  ■他の企業（大企業）との協力が必要  ■他の企業（中小企業）との協力が必要 

■民間の支援機関（コンサルタント、税理士、金融機関等）の支援が必要 

■公的支援機関（国、都道府県、市区町村、商工会、商工会議所等）の支援が必要 

他からの協力の必要性が高い取組 
0% 50% 100%



27 

 

19.2%

34.1%

27.5%

45.6%

43.3%

44.3%

35.2%

22.6%

28.1%

0% 50% 100%

活用していない(n=2,133)

活用している(n=2,724)

全体(n=4,857)

増加 横ばい 減少

60.0%

53.1%

44.1%

38.6%

42.2%

35.5%

25.0%

36.9%

40.0%

31.3%

35.3%

38.6%

40.5%

43.5%

33.3%

41.1%

0.0%

15.6%

20.6%

22.7%

17.2%

21.0%

41.7%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100％(n=5)

80％以上～100％未満(n=32)

60％以上～80％未満(n=34)

40％以上～60％未満(n=44)

20％以上～40％未満(n=116)

1％以上～20％未満(n=529)

0％(n=72)

全体(n=832)

増加 横ばい 減少

((((３３３３)))) ICTICTICTICT の活用の活用の活用の活用    

第２章３で見てきたように、インターネットの普及に代表される ICT化の進展は、小規模企業の事業 

活動にも大きな影響を及ぼしています。例えば、宣伝面において ICT 活用を行っている事業者とイン 

ターネットを使った受注を行っている事業者は増収傾向にあります。顧客を域内に依存しがちな小規模 

企業にとって、ICTの活用は販路拡大の重要なツールとなっており、積極的な取り組みが必要です。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」 

図図図図表表表表    宣伝面宣伝面宣伝面宣伝面におけるにおけるにおけるにおける ICTICTICTICT 活用の有活用の有活用の有活用の有無無無無と売上高のと売上高のと売上高のと売上高の傾傾傾傾向向向向                                

図図図図表表表表    インターネットインターネットインターネットインターネット受注受注受注受注比率と売上高の比率と売上高の比率と売上高の比率と売上高の傾傾傾傾向向向向                                

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」 
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第４第４第４第４章章章章    推進する施策と推進する施策と推進する施策と推進する施策と平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度のののの取組取組取組取組内容内容内容内容    

 

福岡県中小企業振興基本計画では、平成 30 年度までに推進する施策と主な取組を

示し、中小企業に関係するすべての者が連携、協力して計画を推進していくとしてい

ます。 

平成 27 年度は、基本計画に基づき推進する施策について、以下の取組を展開しま

した。 

    

＜＜＜＜基本計画の基本計画の基本計画の基本計画の施策体系施策体系施策体系施策体系＞＞＞＞    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策 

１．中小企業の創業の促進を図るための施策  

(3) 創業に必要な資金の円滑な供給   資金調達の支援 

(2) 創業者による事業計画策定の促進  事業計画の策定支援 

 事業計画の策定支援 (1) 経営基盤強化に係る計画策定の促進  

(3) 事業活動に必要な資金の円滑な供給   資金調達の支援 

(1) 創業希望者の確保及び育成   創業に関する意識の醸成 

 地域における創業支援の促進 

 首都圏等からの県内創業者の発掘 

(2) 事業活動を担う人材の確保及び育成   県内中小企業の魅力の発信 

 企業と人材のマッチング支援 

 UIJ ターン就職の促進 

 従業員の技能向上支援 

 安心して働ける労働環境整備の促進 

(4) 情報通信技術、商談会等を活用

した販路開拓の促進  
 商談会等の活用による販路開拓支援 

 ビジネスマッチングの促進 

 インターネット活用による販路開拓支援 

(5) 事業承継の円滑化の促進   事業承継に関する意識の醸成 

 円滑な事業承継等の実行支援 
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３．中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策 

 事業計画の策定支援 (1) 新たな事業展開に係る計画策定の促進 

(2) 新たな事業活動を担う人材の確

保及び育成  

 人材確保の支援 

 人材の育成支援 

(3) 技術の高度化の促進   研究機関等による技術支援 

 成長分野への参入促進 

 産学官連携等による研究開発の支援 

 知的財産の取得・活用支援 

(4) 新たな商品及び役務の開発の促進  デザイン活用の促進 

 異業種連携や６次産業化の支援 

 地域資源活用の促進 

 新サービスや技術の事業化支援 

(5) アジアをはじめとする海外展開

の促進  

 海外展開に関する意識の醸成 

 海外展開に係る情報の提供及び助言 

 海外企業との交流や商談の促進 

４．小規模企業者の事業の持続的な発展を図るための施策 

 事業計画の策定支援 (1) 事業の持続的な発展に係る計画

策定の促進  

(2) 生産性の向上の促進   生産性向上に係るノウハウ等の習得支援 

 ICT の活用による売上拡大の支援 
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１１１１．．．．中小企業の創業の促進を図るための施策中小企業の創業の促進を図るための施策中小企業の創業の促進を図るための施策中小企業の創業の促進を図るための施策    

    

県経済の活性化を図るためには、新たな需要を掘り起こす活力ある企業が数多

く生まれることが重要です。このため、本県では、潜在的な創業希望者の掘り起

こしや創業意欲を持った人材の育成、創業や創業後の安定した経営を実現するた

めの創業計画の策定、資金調達の支援など創業の促進を図るための施策を展開し

ています。 

平成 27 年度は、創業セミナーや創業塾を通じた創業希望者の支援、県内４か所

の中小企業振興事務所を中心に地域の支援機関などで構成する地域中小企業支援

協議会が核となった地域ぐるみでの創業支援、首都圏の移住創業希望者の掘り起

し、専門家を活用した創業計画の策定支援、制度融資による資金調達の支援など

に取り組みました。 

    

    

    

((((１１１１))))    創業希望者の確保及び育成創業希望者の確保及び育成創業希望者の確保及び育成創業希望者の確保及び育成    

    

①①①①    創業に関する意識の醸成創業に関する意識の醸成創業に関する意識の醸成創業に関する意識の醸成    

（創業セミナーや創業塾（創業セミナーや創業塾（創業セミナーや創業塾（創業セミナーや創業塾を開催し、を開催し、を開催し、を開催し、年間年間年間年間 1,8941,8941,8941,894 人が参加）人が参加）人が参加）人が参加）    

○ 県では、地域中小企業支援協議会、商工会

議所、商工会を通じ、創業希望者や創業して

間もない方を対象とした創業セミナー等を県

内各地域で延べ 124 回開催しました。 

 参加者からは、「客観的な意見や助言を聞く

ことができ、今後、創業を検討するうえで参

考になった。」などの声がありました。また、

参加者の中には、レストラン＆バー形式の飲

食店などの創業を実現した方もいました。 

○ 引き続き、県内各地域で創業セミナー等を

開催することで創業に向けた意識醸成に取り

組みます。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

起業の基礎を学ぶ起業塾 
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（創業を志す女性や創業間もない女性を対象に創業相談会等を開催）（創業を志す女性や創業間もない女性を対象に創業相談会等を開催）（創業を志す女性や創業間もない女性を対象に創業相談会等を開催）（創業を志す女性や創業間もない女性を対象に創業相談会等を開催）    

○ 創業を志す女性または創業して間もない女

性を対象とした女性起業家フォーラム（１回）、

女性起業家育成塾（７回）、創業相談会（20

回）を開催しました。 

 女性起業家に見られる「思いが先行し、採

算の取れる事業になっていない。」などの特徴

を踏まえた支援内容に対し、参加者からは、

「プレゼンやビジネスプランのブラッシュア

ップの参考になるきめ細かなアドバイスがも

らえた。」などの声がありました。 

○ ますます活躍が期待される女性の創業意欲

を高めるため、新たに、地域中小企業支援協

議会において県内４地域ごとに女性向け創業

相談会の開催などに取り組みます。 

    

    

②②②②    地域における創業支援の促進地域における創業支援の促進地域における創業支援の促進地域における創業支援の促進    

（４地域の地域（４地域の地域（４地域の地域（４地域の地域中小企業支援協議会中小企業支援協議会中小企業支援協議会中小企業支援協議会が、地域ぐるみの創業支援が、地域ぐるみの創業支援が、地域ぐるみの創業支援が、地域ぐるみの創業支援をををを始動）始動）始動）始動）    

○ 地域中小企業支援協議会の支援を通じ、県

内 14 の市町村が地域での創業の魅力を県内

外に発信する「創業支援プログラム」を作成

しました。 

○ 福岡県ベンチャービジネス支援協議会、地

域中小企業支援協議会、日本政策金融公庫と

連携しながら、地域での創業を促進するため、

創業希望者が地域の資源活用や地域の課題解

決をテーマにビジネスプランを競う「福岡よ

かとこビジネスプランコンテスト」を開催し

ました。県内外から 27 件の応募があり、応募

者は専門家や地域の支援機関からアドバイス

を受けビジネスプランのブラッシュアップを

図りました。 

○ 引き続き、市町村の「創業支援プログラム」

の作成を支援し、地域の魅力の情報発信を図

るとともに、今後は、地域での創業支援の主

体である市町村、商工会議所、商工会職員の

創業支援スキルの向上に取り組みます。 

 

 

 
女性起業家育成塾 

 

創業支援プログラム作成市町村（平成 27 年度）

 

福岡よかとこビジネスプランコンテスト 
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③③③③    首都圏等からの県内創業者の発掘首都圏等からの県内創業者の発掘首都圏等からの県内創業者の発掘首都圏等からの県内創業者の発掘    

（（（（地域資源をテーマにアイデアソンを実施し、首都圏の移住創業希望者地域資源をテーマにアイデアソンを実施し、首都圏の移住創業希望者地域資源をテーマにアイデアソンを実施し、首都圏の移住創業希望者地域資源をテーマにアイデアソンを実施し、首都圏の移住創業希望者 39393939 人が人が人が人が

参加参加参加参加））））    

○ 首都圏在住者に福岡県への移住創業の魅力

を PR するため、「地域発ビジネス」を展開す

る移住起業家によるトークセッションや柳川

市、みやま市、飯塚市の３市が地域の移住創

業の魅力を PR するイベントを開催しました。 

○ また、イベントに参加した創業希望者 39 人

が地域資源をテーマとしたビジネスについて

アイデアを出し合うアイデアソンを開催しま

した。 

○ 引き続き、首都圏等での PR イベントの開催

や SNS の活用等により、県内の移住及び創業

の魅力を発信し、首都圏等からの県内創業者

の発掘に取り組みます。 

 

 

 

((((２２２２))))    創業者による事業計画策定の促進創業者による事業計画策定の促進創業者による事業計画策定の促進創業者による事業計画策定の促進    

    

①①①①    事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援    

（創業セミナーやワークショップ（創業セミナーやワークショップ（創業セミナーやワークショップ（創業セミナーやワークショップ等等等等の開催を通じ、創業計画策定を支援）の開催を通じ、創業計画策定を支援）の開催を通じ、創業計画策定を支援）の開催を通じ、創業計画策定を支援）    

○ 商工会議所、商工会と連携し開催した創業

セミナーやワークショップを通じ、事業計画

策定の重要性の理解促進を図りました。 

○ 商工会議所、商工会の経営指導員による巡

回指導や窓口相談、税理士や中小企業診断士

などの専門家を通じ、創業計画策定を支援し

ました。 

○ 中小・ベンチャー企業がビジネスパートナ

ーに向けてビジネスプランを発表する「フク

オカベンチャーマーケット」を開催するとと

もに、登壇企業を対象にコーディネーターが

プランのブラッシュアップ支援を行いました。 

 

 

 

 

 

 

アイデアソンの様子  

 

創業セミナー 

 

 
フクオカベンチャーマーケット 
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○ 福岡県ベンチャービジネス支援協議会のビ

ジネスコーディネーターが「福岡よかとこビ

ジネスプランコンテスト」の一次審査通過者

11 人に対して、事業計画書の作成方法や効果

的なプレゼンテーションについてアドバイス

を行いました。 

○ 引き続き、創業セミナー等の開催を通じた

支援を行い、県内創業者に広く支援が行き渡

るよう取り組みます。 

    

    

((((３３３３))))    創業に必要な資金の円滑な供給創業に必要な資金の円滑な供給創業に必要な資金の円滑な供給創業に必要な資金の円滑な供給    

    

①①①①    資金調達の支援資金調達の支援資金調達の支援資金調達の支援    

（（（（「新規創業資金」で「新規創業資金」で「新規創業資金」で「新規創業資金」で 103103103103 件件件件、、、、約約約約４４４４億円の資金調達を支援億円の資金調達を支援億円の資金調達を支援億円の資金調達を支援））））    

○ 県内創業者の資金繰りを支援するため、制

度融資「新規創業資金」により、103 件、約

４億円の低利の資金調達を支援しました。 

○ また、「フクオカベンチャーマーケット」を

開催し、中小・ベンチャー企業と金融機関や

投資家とのマッチングの場を提供し、必要な

資金調達を支援しました。 

○ 引き続き、県制度融資や「フクオカベンチ

ャーマーケット」などにより、創業に必要な

資金の円滑な供給を支援します。 

    

    

((((４４４４))))    その他創業の促進を図るために必要な施策その他創業の促進を図るために必要な施策その他創業の促進を図るために必要な施策その他創業の促進を図るために必要な施策    

    

（（（（第第第第１１１１回九州・山口ベンチャーマーケットを開催し回九州・山口ベンチャーマーケットを開催し回九州・山口ベンチャーマーケットを開催し回九州・山口ベンチャーマーケットを開催し 57575757 社が出展社が出展社が出展社が出展））））    

○ 県では、九州・山口各県、経済団体と連携

し、各県イチオシのベンチャー企業と、国内

外の投資家やビジネスパートナーが集うビジ

ネスマッチングイベント「九州・山口ベンチ

ャーマーケット」を開催しました。 

 開催後５か月間で出展企業 57 社のうち、13

社の商談が成約しました。 

 今後は、経済界と連携した取組に加え、大

学の特許シーズの活用など産学官連携による

施策も実施します。 

 

第 1 回九州・山口ベンチャーマーケット 

新規創業資金概要(平成 27 年度)  

 

 

新規創業する個人又は会社（創業後1

年未満の者を含む）

55歳以上

の者

限度額

1,500万円以内

①創業前の個人は自己資金の範囲内

②上記カッコ内に該当する者は、必要

資金の2/3以内

500万円

以内

年率 1.60% 1.50%

期間

保証料率

運転7年以内、設備10年以内（据置2年以内）

使途 運転資金、設備資金

融

資

条

件

1.01%以内

制度名 新規創業資金

シニア創業型

融資対象

・勤務した企業と同一の業種の事

業を新たに開始しようとする者

・特許等の技術、法律に基づく資格

を生かし、創業する者

福岡よかとこビジネスプランコンテスト 
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（（（（スタートアップ支援のためのスタートアップ支援のためのスタートアップ支援のためのスタートアップ支援のためのインキュベーションルームインキュベーションルームインキュベーションルームインキュベーションルーム 81818181 室室室室をををを提供提供提供提供））））    

○ 県、（公財）福岡県産業・科学技術振興財団

において、バイオやロボット・システム分野

でのベンチャー創出、育成を図るため、研究

開発環境が整備されたインキュベーションル

ームを提供し、ベンチャー企業のスタートア

ップを支援しました。 

［入居状況］ 

・ ロボット・システム開発センター42 室/46 室 

・ 三次元半導体研究センター３室/３室 

・ バイオインキュベーションセンター16 室/17 室 

・ バイオファクトリー12 室/15 室 

 引き続き、インキュベーションルームを提

供することで、ベンチャー企業の創出、育成

に取り組みます。 

 

（（（（創業間もない企業の優れた新商品を６件認定し創業間もない企業の優れた新商品を６件認定し創業間もない企業の優れた新商品を６件認定し創業間もない企業の優れた新商品を６件認定し、、、、PRPRPRPR 等の支援を実施等の支援を実施等の支援を実施等の支援を実施））））    

○ 「福岡県新商品生産による新事業分野開拓

者認定制度」により創業間もない企業（フク

オカベンチャーマーケット登壇企業）等が生

産する優れた新商品を認定（６件）し、県ホ

ームページ等で広く PR するなど販路の開拓

を支援しました。 

 引き続き、事業者、県民に対しパンフレッ

ト、ホームページ等での PR を行うとともに、

認定回数を増やすことで認定商品の拡大を図

り、創業者の販路開拓を支援します。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

「福岡県新商品生産による新事業分野

開拓者認定制度」認定商品の例 

 
ロボット・システム開発センター 

 

 

福岡バイオインキュベーションセンター 
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【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】    

���
����

(平成 30 年度) 
����

�	 
� �


���
�����

創 業 セミナー、創 業

塾の参加人数 

2,200 人

(単 年 度 実 績 ) 

1,564 人

(平成 26 年度)
1,894 人

県内全市町村にお

いて、平成 27 年５月ま

でに産業競争力強化

法に基づく創業支援事

業計画が策定され、多

くの市町村が創業セミ

ナー等を開催したこと

により、330 人増と順調

に進捗。 

開業数 
7,500 件

(単 年 度 実 績 )

4,793 件

(平成 25 年度)
5,216 件

創業までには、一定

の時間を要することか

ら、当初値から 423 件

の増加となっている。 

県内４地域に設置し

た地域中小企業支援

協議会において、女性

向け創業相談会を開

催するなど、きめ細かく

支援を行っていくことに

より開業数のさらなる増

加を図る。 
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２２２２．．．．中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策    

    

本県では、中小企業の経営の改善、安定を図っていくため、経営状況やマーケ

ット等の変化を見据えた事業計画策定の支援、事業活動に必要な人材確保の支援、

企業ニーズに応じた職業能力開発などの人材育成支援、事業活動に必要な資金調

達の支援、新たな販路開拓の支援、地域において雇用や技術・ノウハウが維持さ

れるよう後継者の確保及び円滑な事業承継の支援など経営基盤の強化の促進を図

るための施策を展開しています。 

平成 27 年度は、地域中小企業支援協議会による計画策定の支援、学校に対する

中小企業の魅力発信の支援、九州・山口８県共同での UIJ ターン就職の促進、求

職者等が中小企業の即戦力となる技能を取得する支援、正規雇用の促進、資金調

達の支援、４地域の地域中小企業支援協議会合同の商談会開催、事業承継の早期

取り組みを促すセミナー実施などに取り組みました。 

    

    

    

((((１１１１))))    経営基盤強化に係る計画策定の促進経営基盤強化に係る計画策定の促進経営基盤強化に係る計画策定の促進経営基盤強化に係る計画策定の促進    

    

①①①①    事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援    

（（（（専門家専門家専門家専門家を活用し、を活用し、を活用し、を活用し、206206206206 社の社の社の社の計画策定計画策定計画策定計画策定を支援）を支援）を支援）を支援）    

○ 県では、金融機関と信用保証協会で構成す

る中小企業経営改善・金融サポート会議（ふ

くおかサポート会議）を通じ、経営改善が必

要な中小企業に対し、税理士や中小企業診断

士等の専門家を活用して延べ 371 社の経営改

善計画の策定・実行を支援しました。 

○ 商工会議所、商工会では、経営指導員によ

る巡回指導や窓口相談、税理士や中小企業診

断士などの専門家の派遣（109 回）により、

事業計画策定を支援しました。 

○ 引き続き、商工会議所、商工会の経営指導

員やふくおかサポート会議などを通じて事業

計画の策定を支援します。 

    

    

    

    

    

    

    

 
経営指導員による窓口相談 
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（地域中小企業支援協議会による（地域中小企業支援協議会による（地域中小企業支援協議会による（地域中小企業支援協議会によるセセセセミナー等ミナー等ミナー等ミナー等により計画策定を支援により計画策定を支援により計画策定を支援により計画策定を支援））））    

○ 地域中小企業支援協議会、商工会議所、商

工会を通じ、事業計画作成の重要性を理解し、

習得できる経営計画作成セミナー等を 59 回

開催し、延べ 764 人を支援しました。 

 参加者からは、「事業計画の作成により、客

観的に事業を見つめ直すことができた。」など

の声がありました。また、参加者の中には、

事業計画を作成する過程で経営課題を発見し、

飲食店の改装を行うことで新規顧客を獲得し

た方もいました。 

○ 地域中小企業支援協議会の構成機関が連携

し、中小企業が売上の向上や収益改善を図れ

るよう、事業計画の策定とその着実な実行を

支援しました。 

○ 引き続き、地域中小企業支援協議会や商工

会議所、商工会などを通じて事業計画の重要

性について中小企業経営者の理解促進を図る

とともに、その策定を支援します。 

    

    

    

((((２２２２))))    事業活動を担う人材の確保及び育成事業活動を担う人材の確保及び育成事業活動を担う人材の確保及び育成事業活動を担う人材の確保及び育成    

    

①①①①    県内中小企業の魅力の発信県内中小企業の魅力の発信県内中小企業の魅力の発信県内中小企業の魅力の発信    

（（（（交流会やセミナーで学校、生徒に県内企業の魅力を発信交流会やセミナーで学校、生徒に県内企業の魅力を発信交流会やセミナーで学校、生徒に県内企業の魅力を発信交流会やセミナーで学校、生徒に県内企業の魅力を発信））））    

○ 県では、若者しごとサポートセンターを通

じ、大学生、短大生、専修学校生や高校１・

２年生を対象に地元企業の経営者が講師とし

て学校に出向いて地元企業の魅力を伝える出

張授業を実施しました。 

○ また、県内の大学・短期大学・専修学校等

の就職指導担当者や高校教員を対象に、学

生・生徒と地元企業のマッチングの促進を目

的とした情報交換会を開催しました。 

 

 

 

 

 

高校生、大学生等と企業の交流 

 
参加 

企業数 

参加生徒 

学校数 

高校生への地元

企業 PR 
43 社 1,341 人 

大学生等への地

元企業 PR 
15 社 253 人 

高校教員と地元

企業の情報交換 
145 社 153 校 

大学等と地元企

業の情報交換 
60 社 56 校 

ものづくりフェア 
 

 
160 人 

計 263 社 
1,754 人 

209 校 

 

 

地域中小企業支援協議会による 

事業計画作成支援 

 

 

経営計画作成セミナー 
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○ 県内の中学校において、生徒の職業観や就

労観の育成を図るために、職場体験を実施し

ました。 

○ 「ものづくりフェア２０１５」において、

北部九州の自動車メーカーから講師を招き、

学生を対象にものづくり魅力発信セミナーを

開催し、自動車業界の魅力を伝えました。 

○ 学校と地元企業の交流会の参加者からは、

「一つの会場で多くの企業と話すことができ

てよかった。」などの声がありました。引き続

き、幅広い年代に対して県内中小企業の魅力

を発信するとともに、県内企業の魅力を体験

してもらうため、ものづくり企業へのインタ

ーンシップにも取り組みます。    

    

    

②②②②    企業と人材のマッチング支援企業と人材のマッチング支援企業と人材のマッチング支援企業と人材のマッチング支援    

（若者しごとサポートセンター等の支（若者しごとサポートセンター等の支（若者しごとサポートセンター等の支（若者しごとサポートセンター等の支援で援で援で援で 9,9989,9989,9989,998 人が就人が就人が就人が就職）職）職）職）    

○ 若者しごとサポートセンターでは、大学、

短大、高専、専修学校等の卒業予定者及び３

年以内の既卒者等を対象に、個別就職相談に

加え、合同会社説明会、就職応援フェア、学

内での会社説明会を開催しました。 

○ また、30 代チャレンジ応援センターでも、

おおむね 30 歳～39 歳までの求職者を対象に、

個別就職相談に加え、合同会社説明会等を開

催しました。 

○ さらに、中高年就職支援センターにおいて

も、おおむね 40 歳からの中高年求職者を対象

とした個別就職相談や出前相談に加え、個別

企業面接会や、事業主向け個別相談を実施し

ました。 

○ 企業からは、「興味を持ち選考を受けたいと

いう学生に会えたことは、大変有意義な機会

だった。」などの声がありました。引き続き、

就職希望者と県内中小企業のマッチングに取

り組みます。 

 

 

 

中学校における職場体験の実施率 

年度 実施率 

平成 25 年度 96.7％ 

平成 26 年度 97.1％ 

平成 27 年度 95.6％ 

 

若者しごとサポートセンター等の実績 

 就職者数 

(平成 27 年度) 

若 者しごとサポート

センター 
6,015 人 

30 代チャレンジ 

応援センター 
913 人 

中高年就職支援 

センター 
3,070 人 

計 9,998 人 

 



39 

 

（子育て女（子育て女（子育て女（子育て女性就職支援センターの支援で性就職支援センターの支援で性就職支援センターの支援で性就職支援センターの支援で 624624624624 人が就職）人が就職）人が就職）人が就職）    

○ 県内４か所の子育て女性就職支援センター

において、個別相談から求人情報・保育情報

の提供、就職支援セミナーの実施、求人開拓・

就職斡旋などきめ細かな支援を実施しました。 

 また、時間的制約の多い子育て女性の就職

をより身近な地域で支援するため、県内８か

所で合同会社説明会を開催するとともに、出

張相談窓口を 16 か所から 18 か所に拡大しま

した。 

○ 引き続き、子育て女性に対するきめ細かな

就職支援に取り組むとともに、平成 28 年５月

に開所したウーマンワークカフェ北九州にお

いて、国や北九州市と連携しながら再就職や

キャリアアップ、創業など女性の幅広いニー

ズに対応し、女性活躍応援の成功モデルの構

築を目指します。 

    

（（（（仕事と子育ての両立を応援する企業と求職者のマッチング仕事と子育ての両立を応援する企業と求職者のマッチング仕事と子育ての両立を応援する企業と求職者のマッチング仕事と子育ての両立を応援する企業と求職者のマッチングを支援を支援を支援を支援））））    

○ 仕事と子育ての両立を応援する企業と求職

者のマッチングの場として、「子育て応援宣言

企業合同会社説明会」を開催しました。説明

会では、参加企業が自社の両立支援の取組等

について説明した他、就職支援セミナーや子

育て女性就職支援センターの就職準備相談コ

ーナーの設置などにより、学生や子育て女性

など求職者の就職を支援しました。 

○ 今後も、「子育て応援宣言企業」の拡大に努

めるとともに、両立支援に積極的な宣言企業

への就職促進、人材確保支援に取り組みます。 

 

（障害者就業・生活支援センター（障害者就業・生活支援センター（障害者就業・生活支援センター（障害者就業・生活支援センター等の支援で等の支援で等の支援で等の支援で 756756756756 人が就職）人が就職）人が就職）人が就職）    

○ 求職障害者と障害者を雇用しようとする企

業の面談会を開催しました。また、求職、雇

用の検討・準備の段階から採用後の定着まで

を一連で支援するため、ノウハウを持つ民間

職業紹介事業者を活用したマッチングによる

職業紹介などを実施しました。 

 

 

子育て女性就職支援センターの実績 

年度 就職者数 

平成 23 年度 545 人 

平成 24 年度 468 人 

平成 25 年度 605 人 

平成 26 年度 619 人 

平成 27 年度 624 人 

 

 

ウーマンワークカフェ北九州開所式 

 

子育て応援宣言企業合同会社説明会 

障害者就業・生活支援センター等 

の支援実績 

 就職者数 

障害者就業・ 

生活支援センター 
535 人 

障害者雇用促進 

面談会 
132 人 

マッチングによる 

職業紹介 
89 人 

計 756 人 
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○ 県内 13 か所に設置している障害者就業・生

活支援センターにおいて、求職中及び在職中

の障害者を対象に、就業面及び生活面におけ

る一体的な支援を実施しました。 

○ 県では、県内で障害者の雇用促進に貢献し

ている障害者雇用優良事業所４社及び模範的

な職業人として業績をあげている優秀勤労障

害者３人に対して知事表彰を行いました。 

○ 県では、障害者の雇用を促進するため、県

内４か所で障害者の雇用を促進するためのセ

ミナー（４回）、県内特別支援学校生徒が企業

人事担当者に向けて就職意欲や技能をアピー

ルする「合同技能発表会」、企業と教職員の意

見交換、ネットワークづくりのための交流会

を開催し、延べ 546 団体・企業が参加しまし

た。 

○ 企業の立場も踏まえた情報提供、障害に応

じた仕事の切出しや環境整備等の準備の支援

により、初めて障害者を雇用し、定着、雇用

の拡大につながった企業もありました。引き

続き、障害者就業・生活支援センターにおけ

る在職中及び求職中の障害者に対する就業面

及び生活面の一体的な支援等に取り組みます。 

    

（（（（70707070 歳現役応援センターの支援で歳現役応援センターの支援で歳現役応援センターの支援で歳現役応援センターの支援で 1,3421,3421,3421,342 人の就職等が実現人の就職等が実現人の就職等が実現人の就職等が実現））））    

○ 70 歳現役応援センターに７人のコーディネ

ーターを配置し、企業訪問による 462 社 1,135

件の求人開拓、高齢者の相談に対応した多様

な選択肢の提案、就業や社会参加のマッチン

グ支援を実施しました。 

○ マッチング支援により、地元靴メーカーで

定年・再雇用を経て 35 年勤務した方が、製造

機械の保守・メンテナンスのキャリアを企業

側に高く評価され採用に至る例などもあり、

引き続き、70 歳現役応援センターのコーディ

ネーターを中心に高齢者の求人の開拓や就業

の支援に取り組みます。 

 

 

 

70 歳現役応援センター 

 

就職準備支援  

 

 

 

知事表彰 

 

 

障害者の雇用促進の取組 

 参加団体数 

雇用促進セミナー 

（県内４地区 各１回） 
447 団体 

「合同技能発表会」・企

業と教職員の交流会 
99 団体 
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○ 造園業等から林業への参入を促進し雇用の

安定が図られるよう、新規参入希望業者と高

度な技術を持つ森林組合のマッチングを行い、

木材生産現場でのノウハウ取得について支援

しました。 

○ 引き続き、事業主のニーズに応じた人材確

保や定着、採用ノウハウの研修会の回数を増

加させるなど、人材の定着、雇用の安定に取

り組みます。 

 

（女性の（女性の（女性の（女性の登登登登用、用、用、用、男男男男性の育性の育性の育性の育児児児児参加を促進）参加を促進）参加を促進）参加を促進）    

○ 企業や団体が女性従業員の活躍を進めるた

めに実施する研修会に、アドバイザーとして

福岡県男女共同参画センターあすばるのホー

ムページに掲載しているロールモデルを９回

延べ 10 人派遣しました。 

○ ダイバーシティーと女性活躍推進の意義・

重要性への理解を促進するため、男性管理職

等を対象としたセミナー（３回）を開催し、

延べ 131 人が参加しました。 

 また、女性リーダーを育成するための講座

「ふくおか女性いきいき塾」（10 回）を開催

し、30 人が卒塾しました。 

○ 企業自らが女性の管理職比率等の将来目標

を定め、積極的に取り組むことを評価し、県

の競争入札参加資格審査の地域貢献活動とし

て加点の対象としています。 

○ 「子育て応援宣言企業」のホームページで

の紹介、経済団体等と連携した登録への働き

かけ、未宣言企業に対する直接訪問による登

録推奨などにより、「子育て応援宣言企業」の

登録を 5,050社から 5,545 社に拡大しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
男性管理職向けセミナー 

 

 

ふくおか女性いきいき塾 

 

子育て応援宣言企業登録数実績（累計） [社] 

H23 H24 H25 H26 H27 

3,780 4,338 4,748 5,050 5,545 

 

異業種から林業への参入状況(平成 27 年度) 

 事業者数 

北九州地域 0 

福岡地域 3 

筑後地域 1 

筑豊地域 3 

計 7 

 



 

○ 仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

業５

企業」として表彰しました。

○ 「仕事と子育ての両立応援企業

を

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

ス・イクメン

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。

○ 引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

な機会を捉え、

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

る企業の拡大に努めます。

 

 

 

（（（（企業の企業の企業の企業の健康づく健康づく健康づく健康づくりのりのりのりの取取取取りりりり組組組組みを促進みを促進みを促進みを促進

○ 健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

た。

 23

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

づくりの取組の継続割合が

ます。

 

 

 

 

 

 

 

仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

５社のうち、

企業」として表彰しました。

「仕事と子育ての両立応援企業

を 20,000 部作成し、県内外の大学生に配布す

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

ス・イクメン

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。

引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

な機会を捉え、

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

る企業の拡大に努めます。

企業の企業の企業の企業の健康づく健康づく健康づく健康づくりのりのりのりの取取取取りりりり組組組組みを促進みを促進みを促進みを促進

健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

た。 

23 事業所に

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

づくりの取組の継続割合が

ます。 

仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

社のうち、１社を「男性の育児参加促進

企業」として表彰しました。

「仕事と子育ての両立応援企業

部作成し、県内外の大学生に配布す

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

ス・イクメン Hand Book

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。

引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

な機会を捉え、男性の育児参加の優れた取組

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

る企業の拡大に努めます。

企業の企業の企業の企業の健康づく健康づく健康づく健康づくりのりのりのりの取取取取りりりり組組組組みを促進みを促進みを促進みを促進

健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

事業所に 31 回派遣し、支援事業所では、

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

づくりの取組の継続割合が

仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

社を「男性の育児参加促進

企業」として表彰しました。 

「仕事と子育ての両立応援企業

部作成し、県内外の大学生に配布す

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

Hand Book」を 7,

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。

引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

男性の育児参加の優れた取組

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

る企業の拡大に努めます。 

企業の企業の企業の企業の健康づく健康づく健康づく健康づくりのりのりのりの取取取取りりりり組組組組みを促進みを促進みを促進みを促進

健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

回派遣し、支援事業所では、

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

づくりの取組の継続割合が 82.
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仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

社を「男性の育児参加促進

 

「仕事と子育ての両立応援企業 就活ガイド」

部作成し、県内外の大学生に配布す

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

,000 部作成し、

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。

引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

男性の育児参加の優れた取組

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

企業の企業の企業の企業の健康づく健康づく健康づく健康づくりのりのりのりの取取取取りりりり組組組組みを促進みを促進みを促進みを促進））））    

健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

回派遣し、支援事業所では、

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

82.8％になってい

仕事と子育ての両立支援の取組が特に優秀

な企業に対して行う「子育て応援宣言企業・

事業所知事表彰」の表彰基準に、新たに「男

性の育児参加促進の取組」を追加し、受賞企

社を「男性の育児参加促進

就活ガイド」

部作成し、県内外の大学生に配布す

ることで、学生の本県への還流・定着、宣言

企業への就職を促進するとともに、「イクボ

部作成し、

県内企業等へ配布することで、男性の育児参

加を促進する企業の拡大に努めました。 

引き続き、企業のニーズを把握し、経済団

体や業界団体と連携して、個々の中小企業の

課題に応じ、女性の登用や職域拡大、働きや

すい環境整備等の支援を行います。また、様々

男性の育児参加の優れた取組

を周知、普及させ、男性の育児参加を促進す

健康職場づくりアドバイザーを中小事業所

に派遣し、健診受診勧奨や生活習慣改善等の

課題抽出、健康教育等を実施し、自主的健康

づくりを継続的に取り組めるよう支援しまし

回派遣し、支援事業所では、

健診受診率や保健指導実施率が向上し、健康

になってい 健康職場づくりアドバイザー

仕事と子育ての両立応援企業就活ガイ

イクボス・イクメン

健康職場づくりアドバイザー

仕事と子育ての両立応援企業就活ガイ

 

イクボス・イクメン Hand Book

 
健康職場づくりアドバイザー派遣 

 

仕事と子育ての両立応援企業就活ガイド

 

Hand Book 

ド 
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○ また、従業員やその家庭に対するがん検診

の普及啓発や受診勧奨に取り組む事業所を募

集・登録し、登録事業所名を県のホームペー

ジに掲載するとともに、がんに関する情報や

啓発グッズの提供などがん検診の啓発を行い

ました。 

○ さらに、事業所の経営者等が集まる場にお

いて、職場における健康づくりの必要性につ

いての講話（27 回）や「働く世代をがんから

守る事業所フォーラム」を開催し、フォーラ

ムにおいて、がん検診の受診率向上に顕著な

取り組みを行った事業所に対する知事表彰を

行いました。 

 講話やフォーラムには 2,573 人が参加し、

フォーラム参加者からは、「がんになった時の

会社としての支援を日頃から用意しておきた

いと思った。」などの声がありました。 

○ 今後は、健康職場づくりアドバイザー派遣

事業所数や、がん検診の普及啓発に取り組む

事業所数の更なる拡大等により、事業所にお

ける健康づくりの推進を図ります。 

    

    

    

((((３３３３))))    事業活動に必要な資金の円滑な供給事業活動に必要な資金の円滑な供給事業活動に必要な資金の円滑な供給事業活動に必要な資金の円滑な供給    

    

①①①①    資金調達の支援資金調達の支援資金調達の支援資金調達の支援    

（（（（「「「「長期長期長期長期経営経営経営経営安安安安定資金」で定資金」で定資金」で定資金」で 4,2904,2904,2904,290 件、約件、約件、約件、約 452452452452 億円の資金調達億円の資金調達億円の資金調達億円の資金調達をををを支援）支援）支援）支援）    

○ 県内中小企業者の一般的な事業運営や設備

投資における資金繰りを支援するため、制度

融資「長期経営安定資金」により 4,290 件、

約 452 億円の低利の資金調達を支援しました。 

○ 再生可能エネルギーや省エネルギー設備を

導入・整備する県内中小企業者を対象に、18

件約３億円の低利融資を実行しました。 

○ 企業がグリーンアジア国際戦略総合特区事

業の実施に必要な設備投資を行うにあたり、

国が行う利子補給制度を活用した低利融資に

よる支援を行いました。 

 

 

がん検診の普及啓発や受診勧奨 

に取り組む事業所の募集  

長期経営安定資金概要(平成 27 年度) 

 

 

限度額

年率

期間

保証料率

融

資

条

件

1億円以内

5年以内:1.70%、5年超:1.90%(設備5年超:1.80%)

10年以内（据置2年以内）

0.25%～1.77%

制度名 長期経営安定資金

融資対象

県内に事業所を有し、現に事業を営む中小企業者等

使途 運転資金、設備資金
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○ グリーンイノベーション人材育成・雇用創

造プロジェクト参加企業が実施する雇用を伴

う設備投資に対し、国が行う利子補給制度を

活用した低利融資による支援を行いました。 

○ 今後も、県制度融資により、中小企業の一

般的な事業活動に必要な資金の円滑な供給を

支援するとともに、エネルギー関連、環境関

連等の融資制度についても中小企業が利用し

やすいよう取り組みます。 

    

    

    

((((４４４４))))    情報通情報通情報通情報通信技信技信技信技術術術術、商談会等を活用した、商談会等を活用した、商談会等を活用した、商談会等を活用した販路販路販路販路開開開開拓拓拓拓の促進の促進の促進の促進    

    

①①①①    インターインターインターインターネネネネット活用によるット活用によるット活用によるット活用による販路販路販路販路開開開開拓拓拓拓支援支援支援支援 

（「（「（「（「フクオカビジネフクオカビジネフクオカビジネフクオカビジネスマッチングサイト」で企業とのマッチングをスマッチングサイト」で企業とのマッチングをスマッチングサイト」で企業とのマッチングをスマッチングサイト」で企業とのマッチングを支援支援支援支援））））    

○ （公財）福岡県中小企業振興センターにお

いて、受発注企業情報を掲載したＢtoＢサイ

ト「フクオカビジネスマッチングサイト」に

より、インターネットを活用した企業間取引

を促進しました。 

 登録企業 2,787 社（平成 27 年度末現在）の

データを日々更新し、検索機能向上を行い、

企業とのマッチングを実現しました。 

○ また、SNS を中心とするインターネットの

効率的な活用につなげるため、自社の強みや

顧客ターゲッティング等の分析とその手法を

学び実践するセミナー・研修会を実施しまし

た。 

○ さらに、安全・安心、低コストで出店でき

るインターネット通販サイト「よかもん市場」

の運営により、中小企業の販路開拓を支援し

ました。 

○ 引き続き、「フクオカビジネスマッチングサ

イト」や「よかもん市場」の利用の拡大に努

めます。 

○ 県では、新たに、県内 IT 企業と連携したワ

ークショップの開催や個別訪問指導により、

中小企業者のニーズに応じたネット通販の導

入の支援に取り組みます。 

 

フクオカビジネスマッチングサイト 

 

 

 

よかもん市場 
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②②②②    商談会等の活用による商談会等の活用による商談会等の活用による商談会等の活用による販路販路販路販路開開開開拓拓拓拓支援支援支援支援    

（４地域の（４地域の（４地域の（４地域の地域地域地域地域中小企業支援協議中小企業支援協議中小企業支援協議中小企業支援協議がががが合同合同合同合同でででで商談会商談会商談会商談会を開催し、を開催し、を開催し、を開催し、33333333 件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）    

○ 地域中小企業支援協議会を通じ、県内４地

域の事業者の販路開拓のため、合同で物産

展・商談会を県内２か所で開催し、商談会で

は 33 件の商談が成約しました。 

○ 商工会議所、商工会、（公財）福岡県中小企

業振興センター、福岡県 Ruby・コンテンツビ

ジネス振興会議と連携し、県内外のメーカー

や商社等の発注企業を招聘した商談会、関連

産業のメーカーや一次部品メーカーとの商談

会、企業集積地での商談会など、県内中小企

業の受注機会を提供するための展示会・商談

会を開催しました。 

○ また、県内中小企業の技術・製品の PR、ビ

ジネスマッチングの支援のため、展示会や商

談会への出展費用の一部助成など出展支援を

行いました。 

○ 「福岡県新商品生産による新事業分野開拓

者認定制度」により県内の中小企業事業者が

生産する優れた新商品６件を認定し、県ホー

ムページ等で紹介し、官公庁や事業者等へ PR

を行いました。 

○ 県が発注する公共工事及び県の物品調達に

おいて、認定されたリサイクル製品を全庁的

に率先して利用、調達するよう取り組みまし

た。また、県ホームページやパンフレット等

で認定したリサイクル製品を紹介し、市町村

や事業者等における利用を促進しました。 

○ 引き続き、県内中小企業の受注機会を増加

させるため、物産展等の PR や新たな商談先の

開拓、出展者とバイヤーの事前マッチングに

よる成約率の向上などに取り組みます。 

    

    

    

    

    

    

    

地域中小企業支援協議合同商談会 

会場 参加事業者数 

福岡 89 業者 

北九州 55 業者 

 

 

 

開催した主な展示会・商談会 

 参加 

企業数 

Ruby 東京 

プレゼンテーション 
８社 

九州自動車部品現調化 

促進商談会 
56 社 

九州新技術・新工法 

展示商談会 
53 社 

九州カーエレクトロニクス 

展示商談会 
39 社 

エコテクノ 2015 

エネルギー先端技術展 
99 社 

 
 
 

 
食品開発展 2015(出展支援) 

 

 

 

 
福岡県県産認定リサイクル製品 
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③③③③    ビジネビジネビジネビジネスマッチングの促進スマッチングの促進スマッチングの促進スマッチングの促進    

（（（（取引条取引条取引条取引条件の合う企業を相件の合う企業を相件の合う企業を相件の合う企業を相互互互互にににに紹介紹介紹介紹介し、し、し、し、78787878 件、件、件、件、226,163226,163226,163226,163 千千千千円の円の円の円の取引取引取引取引が成立）が成立）が成立）が成立）    

○ （公財）福岡県中小企業振興センターを通

じ、県内外の企業 330 社を訪問するなどして

発注開拓を行い、取引条件の合う発注企業と

受注企業相互の紹介と 1,245 件の取引あっせ

んを行い 78 件の取引が成立しました。 

○ 地元自動車関連企業の取引拡大を図るため、

生産技術アドバイザーによる現場改善支援や、

取引推進アドバイザーによるマッチング支援

を行い、支援企業の取引が 36 件成立しました。 

○ また、自動車部品に占める割合が高まって

いる電子・電装系分野への地元企業の参入促

進や取引拡大のため、中京地区と福岡地区に

カーエレプロモーターを各１人配置し、中京

地区では大手電子・電装系企業の動向や発注

情報の収集、福岡地区では電子・電装系分野

への参入企業の発掘や新規参入、取引拡大の

ための助言を行いました。 

○ 引き続き、発注企業、受注企業の発掘、取

引あっせんに必要な情報収集に努め、県内企

業の取引拡大に取り組みます。 

    

    

    

((((５５５５))))    事業事業事業事業承継承継承継承継の円滑化の促進の円滑化の促進の円滑化の促進の円滑化の促進    

    

①①①①    事業事業事業事業承継承継承継承継に関する意識の醸成に関する意識の醸成に関する意識の醸成に関する意識の醸成     

（事業（事業（事業（事業承継承継承継承継のののの早期取早期取早期取早期取りりりり組組組組みを促すセミナー等みを促すセミナー等みを促すセミナー等みを促すセミナー等を開催し、を開催し、を開催し、を開催し、193193193193 人が参加）人が参加）人が参加）人が参加）    

○ 県では、商工会議所、商工会を通じ、経営

指導員の巡回指導や窓口相談により、経営者

の事業承継に対する意識の醸成を図りました。 

○ また、事業承継の重要性などの理解を促す

後継者育成セミナー等を 11 回開催し、延べ

193 人を支援しました。 

 参加者からは、「講習会の最初に体験談を聞

かせてもらえたことで、具体的なイメージを

つかむことができた。」などの声がありました。 

○ 引き続き、商工会議所、商工会の経営指導

員等による巡回指導や窓口相談、講習会等に

より、経営者の事業承継に対する意識の醸成

や早期対策の促進に取り組みます。 

 

久留米広域商談会 

 

 

 

生産技術アドバイザーによる 

現場改善支援 

 

後継者育成セミナー 
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②②②②    円滑な事業円滑な事業円滑な事業円滑な事業承継承継承継承継等の実等の実等の実等の実行行行行支援支援支援支援  

（事業（事業（事業（事業承継承継承継承継のののの課題解決課題解決課題解決課題解決に向けた指に向けた指に向けた指に向けた指導導導導を実施）を実施）を実施）を実施）    

○ 商工会議所、商工会の経営指導員による巡

回指導、税理士や中小企業診断士などの専門

家の派遣により、中小企業の事業承継の課題

解決に向けて指導を行うとともに、福岡商工

会議所が国から受託して設置している「福岡

県事業引継ぎ支援センター」へ必要に応じて

つなぐなど連携を図り、円滑な事業承継を支

援しました。 

○ 引き続き、商工会議所、商工会、（公財）福

岡県中小企業振興センターにおいて専門家や

福岡県事業引継ぎ支援センターと連携し、事

業承継や廃業が円滑に進むよう支援します。 

    

    

    

((((６６６６))))    その他経営基盤の強化の促進を図るために必要な施策その他経営基盤の強化の促進を図るために必要な施策その他経営基盤の強化の促進を図るために必要な施策その他経営基盤の強化の促進を図るために必要な施策    

    

（（（（経営指経営指経営指経営指導導導導員員員員によるによるによるによる巡巡巡巡回指回指回指回指導導導導や専門家や専門家や専門家や専門家のののの派遣派遣派遣派遣によによによによりりりり経営経営経営経営全般全般全般全般ににににわわわわたたたたりりりり支援支援支援支援））））    

○ 県では、商工会議所、商工会を通じ、経営

指導員による巡回指導や窓口相談、専門家派

遣による、金融、税務、労務、社会保険、経

営・技術の改善、事業承継等の経営全般にわ

たる支援を行いました。 

 商品券発行に関する法律上の問題に関する

相談や、飲食店のレイアウトについての相談

に対し、制度の調査や、現場での課題洗い出

しを行い、アドバイスを実施するなどの支援

を行いました。 

 引き続き、経営指導員や専門家による専門

的な助言、指導による支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県事業引継ぎ支援センターの 

相談実績 
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専門家派遣による経営相談 
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（（（（中小企業の中小企業の中小企業の中小企業の組織組織組織組織化及びその化及びその化及びその化及びその組織組織組織組織の相談指の相談指の相談指の相談指導導導導等を支援等を支援等を支援等を支援）））） 

○ 福岡県中小企業団体中央会を通じ、中小企

業等協同組合の設立等、中小企業の組織化及

びその組織の相談指導等の支援（6,879 件）

を行い、15 件の組合が県知事認可により新規

設立しました。 

 引き続き、中小企業等協同組合の設立等、

中小企業の組織化及びその組織の相談指導等

の支援を行うことにより、中小企業の経営環

境の改善・強化の推進に取り組みます。 

 

（（（（工場工場工場工場やややや店舗店舗店舗店舗等の等の等の等の集団集団集団集団化、共同化事業な化、共同化事業な化、共同化事業な化、共同化事業などどどどをををを行行行行うううう組組組組合等を支援合等を支援合等を支援合等を支援）））） 

○ 工場や店舗等の集団化、共同化事業などを

行う組合等に対して中小企業基盤整備機構と

一体となって助言及び資金面から支援を行っ

ており、商店街の集客増加のためのアーケー

ド改修事業等へ３件の資金貸付及び 13 件の

経営診断業務を実施しました。 

 引き続き、中小企業者の経営基盤の強化を

図るため、集団化、共同化事業等の支援に取

り組みます。 

 

（（（（売売売売上の向上や上の向上や上の向上や上の向上や収益改善収益改善収益改善収益改善を図れるよう、事業計画を図れるよう、事業計画を図れるよう、事業計画を図れるよう、事業計画のののの着着着着実な実な実な実な実実実実行行行行を支援）を支援）を支援）を支援）    

○ 中小企業が売上の向上や収益改善を図れる

よう、商工会議所、商工会の経営指導員が中

心となって事業計画の着実な実行を支援しま

した。また、地域中小企業支援協議会では、

構成員が連携して、販路開拓、技術開発など

を総合的に支援しました。 

 引き続き、地域中小企業支援協議会や商工

会議所、商工会などを通じて経営改善に意欲

的な中小企業に対し、事業計画に基づいて実

施する、売上や収益の一層の向上に資する取

組を支援します。 

 

 

 

 

 

 

  

[変更前]      [変更後] 

共同施設事業（リニューアル事業） 

 

福岡県中小企業団体中央会による 

相談・指導件数の事項別割合  
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（（（（ググググリリリリーンイーンイーンイーンイノノノノベーション人材育成・ベーション人材育成・ベーション人材育成・ベーション人材育成・雇雇雇雇用創用創用創用創造造造造地域協議会において、人材育成・地域協議会において、人材育成・地域協議会において、人材育成・地域協議会において、人材育成・

人材確保を支援人材確保を支援人材確保を支援人材確保を支援））））    

○ 県では、グリーンイノベーション人材育

成・雇用創造地域協議会を通じ、グリーンイ

ノベーション人材育成・雇用創造プロジェク

ト参加企業における従業員の人材育成を支援

しました。 

 企業が自ら実施する研修等の人材育成の取

組に対する助成や、従業員をメーカー等に派

遣して行う研修経費の支援などを実施し、32

社、134 人の人材育成を支援しました。 

○ また、プロジェクト参加企業が求職者を新

規に雇用し、OJT 等により実施する人材育成

を支援し、84 社、131 人の人材育成を支援し

ました。 

○ さらに、北九州市、福岡市で合同会社説明

会・面談会を開催し、55 社、154 人の求職者

が参加し、18 人の就職が決定しました。 

 参加企業からは、「人材の確保が困難になっ

てきており、合同会社説明会は中小企業の人

材確保に有効だと思う。」などの声がありまし

た。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

グリーンイノベーション 

人材育成・雇用創造地域協議会 

合同会社説明会・面談会 

 北九州 

会場 

福岡 

会場 
計 

参加 

企業数 
27 社 28 社 55 社 

来場 

者数 
76 人 78 人 154 人 

面接 

者数 
73 人 66 人 139 人 

就職決

定者数 
9 人 9 人 18 人 
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【【【【目標指標の進捗】目標指標の進捗】目標指標の進捗】目標指標の進捗】    

���
����

(平成 30 年度) 

����

(平成 26 年度) 

平成 27 年度

���
�����

経 営 改 善 ・金 融 サ

ポート会 議 の支 援

により経 営 改 善 計

画を策定した企業

数 

700 社 

(累計値) 
274 社 371 社 

当初値から 97 社増

と順調に進捗。 

今後もサポート会

議の周知に努め、経

営改善が必要な企業

の支援を行っていく。 

県 の支 援 により域

外への販路開拓の

ための展示会や商

談会に出展する企

業数 

1,000 社 

(単 年 度 実 績 ) 
742 社 1,023 社 

県内４地域に設置

した地域中小企業支

援協議会において、

販路開拓に意欲的な

企業の掘り起こしを行

ったことににより、

1,023 社と目標値

1,000 社を上回る。 

若者しごとサポート

センター、３０代 チ

ャレンジ応援センタ

ーによる就 職 者 数

の う ち 、 正 規 雇 用

者の割合 

80％ 

(単 年 度 実 績 ) 
74％ 73.4％ 

目標値 80％に対

し、73.4％とほぼ前年

並み。 

H27 年 10 月に開

設した正規雇用促進

企業支援センターな

どを通じ、企業に正

規雇用の求人拡大を

働きかけるとともに、

求職者に対し、就職

相談や新たに正社員

限定の会社説明会を

行うことにより、正規

雇用者の割合を高め

る。 

公 共 職 業 訓 練 受

講者の就職率 

(施設内訓練） 

(※ 修了３か月後） 

90％ 

(単 年 度 実 績 ) 
87％ 88.8％ 

雇用情勢の回復や

各高等技術専門校の

指導員及び向上訓

練等推進員による就

職先企業の開拓など

により、目標値 90％

に対し 88.8％と順調

に進捗。 
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３３３３．．．．中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策    

    

本県では、中小企業の成長発展に向けた新たな挑戦を支援するため、市場ニー

ズや収益の見通しなど客観的な分析に基づいた事業計画策定の支援、事業展開を

支える人材の確保・育成の支援、中小企業単独では困難な技術の開発や研究等の

支援、新規性に富んだアイデアや技術の事業化に向けた取組の支援、海外進出や

海外販路の開拓の支援など新たな事業展開の促進を図るための施策を展開してい

ます。 

平成 27 年度は、経営革新計画の立案から計画承認後のフォローアップまで一貫

した指導、福岡県プロフェッショナル人材戦略拠点の設置、工業技術センターに

おける受託・共同研究、首都圏におけるテスト販売等による販路開拓、福岡アジ

アビジネスセンターによる海外展開支援などに取り組みました。 

    

    

((((１１１１))))    新たな事業展開に係る計画策定の促進新たな事業展開に係る計画策定の促進新たな事業展開に係る計画策定の促進新たな事業展開に係る計画策定の促進    

    

①①①①    事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援    

（（（（経営経営経営経営革革革革新計画の立新計画の立新計画の立新計画の立案案案案から計画から計画から計画から計画承承承承認認認認後後後後ののののフォロフォロフォロフォローアップーアップーアップーアップままままでででで一貫一貫一貫一貫支援し、支援し、支援し、支援し、計画策計画策計画策計画策

定企業の定企業の定企業の定企業の 52525252％％％％のののの売売売売上が向上）上が向上）上が向上）上が向上）    

○ 県は、（公財）福岡県中小企業振興センター

と連携し、経営革新アドバイザーにより、県

内中小企業者に対し、経営革新計画の承認申

請書受付や補正指示など、計画策定支援を行

いました。 

 平成 27 年度に経営革新計画が終了した企

業 278 社のうち 146 社の売上が向上しました。 

○ また、福岡県中小企業団体中央会、（公財）

福岡県中小企業振興センターを通じ、農商工

連携や地域資源活用、異分野の中小企業が互

いの強みを活かした連携について、事業計画

の作成や商品開発、販路開拓など総合的に支

援しました。 

 農商工連携アドバイザーにより 85 社を支

援し、また、地域産業資源活用事業計画等 14

件が新たに国から認定されました。 

○ 今後は、経営革新アドバイザーに代わり県

内４地域の中小企業支援協議会に経営革新計

画策定指導員を配置することで、申請書の作

成を商工会議所・商工会の経営指導員と一緒

にきめ細かく支援します。    

計画終了時の売上状況（内訳） 

地 域  
上 がっ

た 

変 わら 

ない 

下 がっ

た 
計  

上 がった 

割 合 (％) 

北九州 10 5 6 21 47.6 

福岡 83 37 25 145 57.2 

筑後 38 30 17 85 44.7 

筑豊 15 5 7 27 55.6 

計 146 77 55 278 52.5 

 

 

 

 

国による事業計画認定件数（平成 27 年度） 

計画名  認定数 

地域産業資源活用事業 4 

新連携 10 

計 14 
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((((２２２２))))    新たな事業活動を担う人材の確保及び育成新たな事業活動を担う人材の確保及び育成新たな事業活動を担う人材の確保及び育成新たな事業活動を担う人材の確保及び育成    

    

①①①①    人材確保の支援人材確保の支援人材確保の支援人材確保の支援    

（（（（福岡福岡福岡福岡県プ県プ県プ県プロフェロフェロフェロフェッショナル人材戦ッショナル人材戦ッショナル人材戦ッショナル人材戦略拠点略拠点略拠点略拠点をををを設置設置設置設置））））    

○ 県では、企業の成長を支える専門人材（プ

ロフェッショナル人材）の活用意欲を喚起し、

大都市圏等に集中している経験豊富な人材を

呼び込むため、福岡県プロフェッショナル人

材戦略拠点を設置し、運営を開始しました。 

 拠点における支援内容を広く紹介し、プロ

フェッショナル人材活用による事業展開への

機運を醸成するシンポジウムを開催しました。 

 シンポジウムには 337 人が参加し、「経営者

の立場、入社した人材の立場の両方の話が聞

け、参考になった。」などの声がありました。 

○ 今後は、企業訪問やセミナーの開催による

プロフェッショナル人材ニーズの掘り起こし、

企業と人材のマッチングサポート、人材採用

後の企業と人材双方に対するフォローアップ

などに取り組みます。 

    

（（（（県内中小企業と県内中小企業と県内中小企業と県内中小企業と留留留留学生が学生が学生が学生が互互互互いのいのいのいの理解理解理解理解をををを深深深深める小規める小規める小規める小規模ワ模ワ模ワ模ワーーーーククククショップを開催ショップを開催ショップを開催ショップを開催））））    

○ 福岡アジアビジネスセンターにおいて、県

内中小企業と留学生が互いの理解を深めるた

め、企業と留学生が一堂に会する小規模ワー

クショップを３回開催しました。 

 参加した企業からは、「留学生と企業が直接

出会い交流する場は有意義だった。」などの声

がありました。 

○ 引き続き、県内中小企業と留学生の交流の場

を設定し、中小企業のグローバル展開を支え

る人材の確保に取り組みます。 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

県内中小企業と留学生との 

小規模ワークショップ 

 
福岡県プロフェッショナル人材 

戦略拠点シンポジウム 
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②②②②    人材の育成支援人材の育成支援人材の育成支援人材の育成支援    

（企業の新たな（企業の新たな（企業の新たな（企業の新たな取組取組取組取組を支を支を支を支ええええる人材を育成）る人材を育成）る人材を育成）る人材を育成）    

○ 県、（公財）福岡県産業・科学技術振興財団

において、成長産業分野である水素、半導体、

Ruby、バイオ関連産業の技術者を育成するた

めの講習会や研究会などを開催しました。 

 延べ 1,676 人が受講し、バイオ関連セミナ

ーでは、「機能性表示食品の届出までの流れが

理解しやすく勉強になった。」などの声があり

ました。 

○ 航空機産業認証をテーマにした航空機産業

参入研究会の実施、航空機分野のアドバイザ

ーによる県内企業７社への個別指導による支

援を行いました。 

○ ３次元 CAD 等による部品設計や強度評価等

に関する「デジタルエンジニアリング講座」

を５講座、金型等の製造基盤技術や生産効率

に関する「ものづくり技術講座」を４講座実

施しました。 

 延べ 190 人が受講し、「客先の図面を３Ｄ化

できるようになった。」などの声がありました。 

○ 工業技術センター、福岡ものづくり人材育

成センター、（公財）飯塚研究開発機構、（株）

久留米リサーチ・パーク等の産業支援機関に

おいて、プレス成型、最先端加工技術、高精

度加工技術、ゴム技術等の講座を実施しまし

た。 

○ 福岡アジアビジネスセンターにおいて、企

業経営者等を対象に、海外の商習慣に関する

知識・思考法の習得やケーススタディ、グル

ープディスカッションを行う講座を実施しま

した。 

 参加者からは、「即活用できるものだった。」

などの声がありました。 

○ 引き続き、バイオ、半導体、水素エネルギ

ー、Ruby・コンテンツ、航空機産業などの成

長産業分野への県内企業の参入を支える人材

や、企業の事業拡大を担う専門人材等の育成

支援に取り組みます。 

    

成長産業の人材育成 

分野 受講人数 

水素エネルギー関連 86 人 

ロボット・システム関連 1,203 人 

軽量 Ruby 関連 21 人 

バイオ関連 366 人 

計 1,676 人 

 

 

 

 

デジタルエンジニアリングによる 

部品設計や強度評価  

 

 

 

グローバル経営者養成塾 

 

 

 

 
航空機人材育成講座  
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((((３３３３))))    技技技技術術術術のののの高度高度高度高度化の促進化の促進化の促進化の促進    

    

①①①①    研究機研究機研究機研究機関等による技関等による技関等による技関等による技術術術術支援支援支援支援    

（（（（60606060 件の件の件の件の受託受託受託受託・共同・共同・共同・共同研究研究研究研究、、、、10,48410,48410,48410,484 件の技件の技件の技件の技術術術術相談、相談、相談、相談、11,65311,65311,65311,653 件の件の件の件の試験分析試験分析試験分析試験分析ななななどどどどによによによによ

り中小企業の技り中小企業の技り中小企業の技り中小企業の技術術術術のののの高度高度高度高度化を支援化を支援化を支援化を支援））））    

○ 県では、工業技術センターにおいて、「地域

企業の発展を支援する実践的研究開発機関」

として、県内企業の競争力向上と自立的な発

展を目指して、県内中小企業からの 60 件の受

託及び共同研究、10,484 件の技術相談、11,653

件の試験分析を実施しました。  

○ 工業技術センター機械電子研究所に CAE（コ

ンピュータを利用したシミュレーション解析）

を活用したものづくりを支援する CAE 支援ラ

ボを設置し、60 件の県内企業の製品開発を支

援しました。 

○ ふくおか食品開発支援センター（工業技術

センター生物食品研究所内）に試作加工機や

成分分析機器を導入するとともに、県内食品

製造業の商品企画等に対する助言・指導を行

う食品開発プロモータを配置し、延べ 158 件

の来所相談、延べ 89 件の企業訪問による支援

を行い、34 件の試作品作成、21 件の事業化を

行いました。 

○ 技術指導や共同研究等の技術支援を必要と

する企業を掘り起こすため、工業技術センタ

ーの職員が県内企業 130 社を訪問し、70 社の

技術支援を行いました。 

○ （公財）水素エネルギー製品研究試験セン

ターにおいて、企業等が開発した水素エネル

ギー製品の試験を 295 件実施し、製品化を支

援しました。 

 利用者からは、「水素関連製品の試験をする

のに国外に行く必要があったが、国内の水素

エネルギー製品研究試験センターで試験がで

き、大変ありがたい。」などの声がありました。 

○ 今後は、CAE 支援ラボの周知、高齢者向け

食品研究会の立ち上げなどに取り組むととも

に、引き続き、中小企業の技術力の向上を促

すため、工業技術センターや（公財）水素エ

ネルギー製品研究試験センター等による技術

支援を行います。 

 
CAE 支援ラボで実施された 

CAE 関連人材育成講座 

 

 

 

 

 

ふくおか食品開発支援センター事業化例  

柿酢を使ったポン酢「庄分酢」 

 

 

 

 

 

(公財)水素エネルギー製品研究試験センター 



57 

 

②②②②    成成成成長分野へ長分野へ長分野へ長分野への参の参の参の参入入入入促進促進促進促進    

（（（（水素水素水素水素・・・・燃料電池燃料電池燃料電池燃料電池、、、、環境環境環境環境対応対応対応対応車車車車分野分野分野分野のののの研究研究研究研究会を開催し、会を開催し、会を開催し、会を開催し、209209209209 社の社の社の社の参参参参入入入入をををを促進促進促進促進））））    

○ 福岡水素エネルギー戦略会議を通じ、水

素・燃料電池分野への参入を考える企業に対

し、技術や部品に詳しいアドバイザー２名に

よる支援を実施し、技術指導のほか水素・燃

料電池分野の企業とのマッチングを支援しま

した。 

○ 北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会

議を通じ、カーメーカーの部品軽量化の取組

について、地元企業が理解を深め今後の部品

開発に活かせるよう、軽量化部品研究会を開

催しました。 

○ また、近年、自動車に環境対応・安全性・

快適性・利便性などが求められていることに

伴って高機能化している部品について、地元

企業が理解を深め今後の部品開発に活かせる

よう、高機能部品研究会を開催しました。 

○ さらに、水素エネルギーの利活用を通じた

自動車産業の拡大にいち早く対応するため、

FCV 関連部品に関する情報を提供する研究会

を開催しました。 

○ 今後も、自動車部品の機能や構造及び加工

技術にかかる研究会を開催するなど、環境対

応車関連分野や水素・燃料電池分野などへの

参入促進に取り組みます。 

 

（（（（医工連携による医工連携による医工連携による医工連携による機器開発、法規制への対応機器開発、法規制への対応機器開発、法規制への対応機器開発、法規制への対応等の等の等の等の支援により、支援により、支援により、支援により、医療福祉機器分野へ医療福祉機器分野へ医療福祉機器分野へ医療福祉機器分野へ

の参入の参入の参入の参入をををを促進促進促進促進））））    

○ 医療福祉機器分野への県内企業の参入や機

器開発を促進するため、「ふくおか医療福祉関

連機器開発・実証ネットワーク」を設置し、

コーディネーターによるアドバイス、医工連

携による機器開発支援、法規制への対応支援

などを行い県内企業による医療福祉機器の製

品化を実現しました。 

○ 引き続き、医療福祉機器分野への参入や機

器開発、製品化を目指す県内企業に対する支

援に取り組みます。 

 

製品化の事例 

  

内視鏡手術用器具  

「ウンドリフター」 

歩行分析計 

「PiT」 

 

水素 ・燃料電池、環境対応車分 野へ

の参入促進を図る研究会 

研究会 参加者数 

軽量化部品研究会 25 社 46 人 

高機能部品研究会 56 社 92 人 

FCV 部品研究会 128 社 139 人 

 

 

 

 

 

部品研究会 
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（新規（新規（新規（新規有機有機有機有機 ELELELEL 材材材材料料料料の実用化の実用化の実用化の実用化を支援するとともにを支援するとともにを支援するとともにを支援するとともに有機光エレク有機光エレク有機光エレク有機光エレクトトトトロニクロニクロニクロニクスススス分野へ分野へ分野へ分野へ

の県内企業の参の県内企業の参の県内企業の参の県内企業の参入入入入を促進）を促進）を促進）を促進）    

○ 有機光エレクトロニクス分野の産業化のた

めに開設した「有機光エレクトロニクス実用

化開発センター」において、九州大学安達千

波矢主幹教授が開発し世界から注目を集める

第３世代の有機 EL 材料の実用化を支援しま

した。 

○ 有機光エレクトロニクス実用化開発センタ

ーにおいて、有機光エレクトロニクス分野へ

の県内企業の参入に向けて、有機光エレクト

ロニクス産業化研究会を開催し、94 人が参加

しました。 

○ 引き続き、新規有機 EL 材料の早期実用化や

県内企業の参入促進に取り組みます。 

 

（（（（フォーラムや技術勉強会、コミュニティ活動の支援等によりフォーラムや技術勉強会、コミュニティ活動の支援等によりフォーラムや技術勉強会、コミュニティ活動の支援等によりフォーラムや技術勉強会、コミュニティ活動の支援等により RubyRubyRubyRuby・コンテンツ産業への・コンテンツ産業への・コンテンツ産業への・コンテンツ産業への

参入を参入を参入を参入を促進促進促進促進））））    

○ 軽量 Ruby 普及・実用化促進ネットワークを

通じ、軽量 Ruby の活用に関心を示す企業を幅

広く集め、フォーラムや技術勉強会を開催し、

軽量 Ruby の普及や実用化を促進しました。 

 技術勉強会に延べ 45 名が参加し、本勉強会

をきっかけに県内企業１社が試作品を開発し

ました。 

○ 産学官が連携して行う軽量 Ruby プロジェ

クトや、Ruby・コンテンツの新技術・新製品

開発などの拠点施設である、福岡県 Ruby・コ

ンテンツ産業振興センターにおいて、58 件の

コミュニティ活動を支援しました。 

○ また、県内企業の Ruby／軽量 Ruby を使っ

た革新的な製品・ソフトウェア開発を支援し、

県内企業２社が軽量 Ruby 関連製品を新規に

開発しました。 

○ 福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議

において、製品や作品の製品化を支援するた

め、Ruby による優れた取組を表彰する「フク

オカ Ruby 大賞」、優れたコンテンツ製品を表

彰する「福岡ビジネス・デジタル・コンテン

ツ賞」を実施しました。 

 

有機光エレクトロニクス実用化開発センター 

 
軽量 Ruby 普及・実用化促進ネットワーク

設立記念講演会・交流会 

 

平成 27 年度先導的 Ruby ソフトウェア 

開発支援事業採択製品 

製品名  企業 

デ ジ タ ル サ イ ネ ー ジ

専用 CMS および可

動 監 視 ユニ ッ トの 開

発 

ク ロ ス ・ メ デ ィ

ア・ネットワーク

ス株式会社 

（福岡市） 

状 態 遷 移 設 計 ツ ー

ル「ZIPC」から mruby

のソースコードを自動

生成「ZIPC Designer 

for mruby」 

キ ャ ッ ツ 株 式

会社 

(福岡市) 

 

 

フクオカ Ruby 大賞  

 大賞受賞作品「Siren」 

 



59 

 

○ また、「福岡ビジネス・デジタル・コンテン

ツ賞」の受賞者など県内 14 企業・団体を対象

に、経営全般に精通し、国内外の市場に豊富

なネットワークを持つビジネスプロデューサ

ーによる事業戦略、マーケティング全般、資

金調達などの指導・助言を行いました。 

○ 今後は、軽量 Ruby を活用した IoT 製品・サ

ービスの試作・検証を支援する実践形式の研

修会の開催など、Ruby・コンテンツ産業への

参入促進に取り組みます。 

 

（（（（航空機産業認証をテーマにした研究会などを開催し、航空機産業への参入を促進航空機産業認証をテーマにした研究会などを開催し、航空機産業への参入を促進航空機産業認証をテーマにした研究会などを開催し、航空機産業への参入を促進航空機産業認証をテーマにした研究会などを開催し、航空機産業への参入を促進))))    

○ 福岡県航空機産業振興会議において、航空

展示会への出展や航空機産業認証をテーマに

した研究会の開催などを行いました。 

○ また、航空機分野への参入を考える７社に

対し、アドバイザーによる個別指導を実施し

ました。 

○ 引き続き、航空機産業参入に向けた研究会

およびアドバイザーによる個別企業指導や人

材の育成に取り組むとともに、今後は、地元

企業の航空機産業認証の取得の促進やビジネ

スマッチングなどに取り組み、航空機産業へ

の参入を支援します。 

        

 

福岡県航空機産業振興会議総会 

 

福岡ビジネス・デジタル・コンテンツ賞  

 大賞受賞作品「Payming」 
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③③③③    産産産産学学学学官連携官連携官連携官連携等による等による等による等による研究研究研究研究開発の支援開発の支援開発の支援開発の支援    

（（（（ババババイイイイオオオオテテテテクノロジクノロジクノロジクノロジーーーー関関関関連分野連分野連分野連分野のののの製製製製品開発等品開発等品開発等品開発等 18181818 課題課題課題課題を支援を支援を支援を支援））））    

○ 福岡県バイオ産業拠点推進会議を通じ、「核

酸医薬」等の次世代医薬品や、バイオテクノ

ロジー関連分野で新製品・新技術の研究開発

等を行う県内企業、大学等の共同研究開発チ

ームに対し支援しました。 

 引き続き、実用化・事業化を推進するため

の支援に取り組み、新たに、線虫を用いた簡

便で高精度な革新的がん超早期診断技術の実

証試験を支援します。 

 

（（（（福岡福岡福岡福岡県県県県ババババイイイイオ産オ産オ産オ産業業業業拠点推拠点推拠点推拠点推進会議の支援により、進会議の支援により、進会議の支援により、進会議の支援により、機機機機能性能性能性能性表示食表示食表示食表示食品な品な品な品など５ど５ど５ど５件の件の件の件の製製製製品品品品

化を実現）化を実現）化を実現）化を実現）    

○ また、「機能性表示食品」の開発を目指して

いる企業に対し、専門家による開発相談や、

消費者庁への届出に必要な科学的根拠の収集

を支援する「目利き調査事業」を実施しまし

た。引き続き、機能性表示食品の研究開発を

支援し、新たに、機能性表示食品届出のため

の臨床試験などの支援に取り組みます。 

 そのほか、バイオ関連分野の「製品開発プ

ロジェクト」を実施し、18 テーマについて支

援しました。 

 これらの支援により、５件の製品化を実現

しました。 

 

（（（（ロボロボロボロボットやシステム開発のットやシステム開発のットやシステム開発のットやシステム開発の研究研究研究研究テーマのテーマのテーマのテーマの選選選選定から事業化に定から事業化に定から事業化に定から事業化に至至至至るるるるままままででででききききめめめめ細細細細かかかか

な支援を実施）な支援を実施）な支援を実施）な支援を実施） 

○ （公財）福岡県産業・科学技術振興財団に

おいて、ロボットやシステムを開発する企業

に対し、産学共同研究開発のコーディネート

や国の補助金等の活用による 24 件の外部資

金の獲得など、企業の製品開発を支援しまし

た。 

 引き続き、ロボットやシステムを開発する

企業の製品開発を支援します。 

    

    

    

バイオ関連の製品開発・技術創出支援  

・ ボナック核酸を用いた核酸創薬に

おける新規支援技術の開発 

・ ヒトキマーゼ阻害作用を介した降

圧作用を示す機能性食品の研究

開発 

・ 小型ＭＥＭＳ血流量センサの高機

能化と試作機の開発 

など 18 課題  

 

機能性表示食品関連の支援 

専門家による開発相談 45 件  

消費者庁への届出に必要な

科学的根拠の収集支援 
30 件  

 

製品開発支援実績 

・ 微小立体構造からなるセンサー

の試作 開 発期間の短縮と多品種

少量生産を可 能とする、世界初の

両面 アライメント機 能付きミニマル

マスクレス露光装置の研究開発 

・ 極小マーキングのためのレーザー

加工技術の開発と装置化 

など 
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（（（（工工工工業技業技業技業技術術術術センターが共同センターが共同センターが共同センターが共同研究研究研究研究開発体開発体開発体開発体制制制制をををを構築構築構築構築し、シールし、シールし、シールし、シールリリリリングのングのングのングの製製製製品化に向け品化に向け品化に向け品化に向け

た支援を実施た支援を実施た支援を実施た支援を実施）））） 

○ ゴムの配合技術を有する工業技術センター

を通じ、水素脆化メカニズムに関する知見を

有する九州大学と県内ゴム製造中小企業７社

と共同研究開発体制を構築し、水素ステーシ

ョン用、燃料電池自動車用のシールリングの

製品化に向けた支援を行いました。 

 引き続き、県内ゴム製造中小企業、九州大

学、工業技術センターが連携し、水素エネル

ギー製品研究試験センターを活用しながら製

品開発を進めます。 

 

（（（（産産産産学学学学官民官民官民官民ででででリリリリサイサイサイサイククククル技ル技ル技ル技術術術術等の等の等の等の基本基本基本基本的課題解決的課題解決的課題解決的課題解決や実用化に向けた共同や実用化に向けた共同や実用化に向けた共同や実用化に向けた共同研究研究研究研究ププププ

ロジェクロジェクロジェクロジェクトをトをトをトを推推推推進進進進））））    

○ リサイクル技術及び社会システムの開発に

関し、実用化の可能性を含めた基本的課題解

決のために、産学官民で構成される研究会を

設立し、研究を進めました（研究件数９件）。 

○ リサイクル技術及び社会システムの開発に

関し、基本的課題の解決がなされた研究テー

マについて、実用化に向けた実証試験及び個

別課題解決のため、産学官民で構成される共

同研究プロジェクトを推進しました（共同研

究プロジェクト４件）。 

○ 引き続き、リサイクル総合研究事業化セン

ターと協力し、産学官民が共同で行う研究開

発を支援します。 

 

    

④④④④    知的財産知的財産知的財産知的財産のののの取取取取得・活用支援得・活用支援得・活用支援得・活用支援    

（（（（知的所有権知的所有権知的所有権知的所有権センターにおいて、開センターにおいて、開センターにおいて、開センターにおいて、開放特許放特許放特許放特許をををを活用活用活用活用した新した新した新した新製製製製品開発を促進）品開発を促進）品開発を促進）品開発を促進）    

○ 中小企業の知的財産に関する悩みや課題の

解決支援を目的に県内３か所設置している知

的所有権センターにおいて、自治体特許流通

コーディネーターを配置し、県内の中小企業

の特許ニーズ等を掘り起こすことで、開放特

許を活用した新製品開発を促しました。 

 

シールリングの製品化に向けた支援 

・ ゴムの配合検討  

・ シールリングの試作 

・ 水素特性評価  

・ 最新技術や情報提供を行う研究

会（３回開催、延べ 65 人参加） 

 シールリング

研究会 

・ 廃棄きのこを活用した天然ヒト型セ

ラミド生産技術研究会 

・ 紙おむつ由来廃プラスチックのマテ

リアルリサイクル研究会 

・ 食品ロス削減研究会 

・ 使用済みサーメットチップリサイクル

研究会 

・ 『マテリアルファンド』を活用したリサ

イクルシステム構築に関する研究会 

など 

 

共同研究プロジェクト 

・ BDF グリセリン廃液から製造した脱

窒剤の実用化 

・ 有機性廃液を活用したバイオマス

エネルギー売電事業化 

・ 炭素繊維リサイクルの事業化 

・ 新ごみ処理施設の排熱を利用した

有明海はたき海苔資源化 

 





 

○ また

経験者やデザイナーを交えた議論を行う、デ

ザイン開発ワークショップを県内４地域で計

44

 参加した

デザイン活用についての理解が進んだ

声が多数ありました。

○ 県と

付加価値の高い自社製品の開発を促すため、

市場性を有しオリジナリティが高いデザイン

性の優れた商品を表彰するデザインアワード

を開催しました。

○ 今後は、支援情報をより分かりやすく県内

のものづくり企業やデザイナーに届けるため、

産業デザイン協議会のホームページの利便性

向上を図るとともに、デザインアワード受賞

商品の販路拡大及び新規取引促進のため、展

示会や商談会への出展支援に取り組みます。

    

②②②②    異異異異業業業業種連携種連携種連携種連携や６や６や６や６次産次産次産次産業化の支援業化の支援業化の支援業化の支援

（（（（商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、

件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）

○ 福岡県商工会連合会と連携し、農商工連携

や６次産業化の取り組みにより開発された商

品をバイヤーに販売拡大するため、商談会を

開催しました。

 商工事業者、農林漁業者が

が

○ （

くおか６次産業化・農商工連携サポートセン

ターを設置し、農林漁業者及び食品加工・流

通・販売事業者等の６次産業化の相談に対し、

農商工連携アドバイザーによる商品開発等の

支援

交流会

業化プランナーの派遣（

ました。

 利用者からは、「商品開発の手順が理解でき

た。」「販路や仕入れ先の範囲を拡大すること

ができた。」などの声がありました。

また、商品開発の課題を抱える企業と学識

経験者やデザイナーを交えた議論を行う、デ

ザイン開発ワークショップを県内４地域で計

44 回開催しました。

参加した

デザイン活用についての理解が進んだ

声が多数ありました。

県と福岡県産業デザイン協議会

付加価値の高い自社製品の開発を促すため、

市場性を有しオリジナリティが高いデザイン

性の優れた商品を表彰するデザインアワード

を開催しました。

今後は、支援情報をより分かりやすく県内

のものづくり企業やデザイナーに届けるため、

産業デザイン協議会のホームページの利便性

向上を図るとともに、デザインアワード受賞

商品の販路拡大及び新規取引促進のため、展

示会や商談会への出展支援に取り組みます。

異異異異業業業業種連携種連携種連携種連携や６や６や６や６次産次産次産次産業化の支援業化の支援業化の支援業化の支援

商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、

件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）

福岡県商工会連合会と連携し、農商工連携

や６次産業化の取り組みにより開発された商

品をバイヤーに販売拡大するため、商談会を

開催しました。

商工事業者、農林漁業者が

が 29 社参加し、商談が

（公財）福岡県中小企業振興センター

くおか６次産業化・農商工連携サポートセン

ターを設置し、農林漁業者及び食品加工・流

通・販売事業者等の６次産業化の相談に対し、

農商工連携アドバイザーによる商品開発等の

支援（85 社）、

交流会等の開催（９回）、

業化プランナーの派遣（

ました。 

利用者からは、「商品開発の手順が理解でき

た。」「販路や仕入れ先の範囲を拡大すること

ができた。」などの声がありました。

、商品開発の課題を抱える企業と学識

経験者やデザイナーを交えた議論を行う、デ

ザイン開発ワークショップを県内４地域で計

回開催しました。 

参加した 45 社からは、「参加してよかった

デザイン活用についての理解が進んだ

声が多数ありました。

福岡県産業デザイン協議会

付加価値の高い自社製品の開発を促すため、

市場性を有しオリジナリティが高いデザイン

性の優れた商品を表彰するデザインアワード

を開催しました。 

今後は、支援情報をより分かりやすく県内

のものづくり企業やデザイナーに届けるため、

産業デザイン協議会のホームページの利便性

向上を図るとともに、デザインアワード受賞

商品の販路拡大及び新規取引促進のため、展

示会や商談会への出展支援に取り組みます。

異異異異業業業業種連携種連携種連携種連携や６や６や６や６次産次産次産次産業化の支援業化の支援業化の支援業化の支援

商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、商談会を開催し、農農農農商商商商工連携工連携工連携工連携や６や６や６や６次産次産次産次産業化により開発業化により開発業化により開発業化により開発さささされた商品にれた商品にれた商品にれた商品につつつついていていていて

件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）件の商談が成約）    

福岡県商工会連合会と連携し、農商工連携

や６次産業化の取り組みにより開発された商

品をバイヤーに販売拡大するため、商談会を

開催しました。 

商工事業者、農林漁業者が

社参加し、商談が

福岡県中小企業振興センター

くおか６次産業化・農商工連携サポートセン

ターを設置し、農林漁業者及び食品加工・流

通・販売事業者等の６次産業化の相談に対し、

農商工連携アドバイザーによる商品開発等の

社）、商談会（３回）、即売会（１回）、

の開催（９回）、
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○ 革新的なものづくりを行う経営革新計画承

認企業を対象に、経営革新計画の「新事業活

動」に掲げる項目のうち、「新商品の開発又は

生産」で認定を受けた計画に基づく新製品の

開発に要する経費の一部を助成しました（９

件）。 

○ 引き続き、中小企業の新サービスの開発や

改良、革新的なものづくりを行う中小企業の

新製品開発を支援します。 

    

    

    

((((５５５５))))    アアアアジジジジアをアをアをアをはじはじはじはじめとするめとするめとするめとする海外海外海外海外展開の促進展開の促進展開の促進展開の促進    

    

①①①①    海外海外海外海外展開に関する意識の醸成展開に関する意識の醸成展開に関する意識の醸成展開に関する意識の醸成    

（（（（海外海外海外海外展開に関する展開に関する展開に関する展開に関するワワワワーーーーククククショップショップショップショップや相談会等や相談会等や相談会等や相談会等を開催）を開催）を開催）を開催） 

○ 福岡アジアビジネスセンターにおいて、海

外展開を考える企業を対象に、海外展開に必

要な情報提供や人脈づくりのためのイブニン

グ・ワークショップを開催するとともに、出

張ワークショップを開催しました（21 回、う

ち出張ワークショップ３回）。参加者からは、

「全く未知の世界のビジネスに触れて視野が

広まった。」などの声がありました。 

 また、知財・法務相談、現地法規制など定

期的な無料相談会を開催しました（16 回、相

談対応 40 件）。 

○ 引き続き、県内各地域で海外展開を考える

企業への情報提供や人脈づくりに取り組みま

す。 

 

（（（（セミナーや相談セミナーや相談セミナーや相談セミナーや相談窓窓窓窓口口口口等等等等でででで海外海外海外海外展開の展開の展開の展開の重重重重要性に要性に要性に要性につつつついていていていてのののの理解理解理解理解を促進を促進を促進を促進））））    

○ （公財）福岡県中小企業振興センターにお

いて、企業の海外展開に関する相談に応じ、

窓口相談員等が適切なアドバイスを行い、内

容に応じて他の支援機関への紹介、あっせん

を行いました（窓口相談 50 件）。 

 また、県内企業の海外進出や海外ミッショ

ンの受入、海外視察、セミナー等を行いまし

た。 

 

福岡県ものづくり中小企業新製品開発

支援補助金の製品化事例 

杉に不燃薬剤を注入した 

不燃木材「吉祥杉」 

 

イブニングワークショップ 

 

平成 27 年度海外視察  

（ベトナム経済事情視察） 
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○ 商工会議所、商工会において、はじめての

海外展開セミナーなど海外展開を考える中小

企業を対象にしたセミナー等を実施しました

（54 人参加）。 

 参加者からは、「概要だけでなく、バイヤー

目線の助言等、具体的な内容でとても有意義

だった。」などの声がありました。また、参加

者の中には、国内商社等を通じてインドネシ

アに醤油等の調味料の輸出を開始した方もい

ました。 

○ 引き続き、はじめて海外展開を検討する方

でも理解できる内容のセミナーの実施や相談

窓口での支援等により海外展開の重要性の理

解促進に取り組みます。 

 

 

②②②②    海外海外海外海外展開に係る展開に係る展開に係る展開に係る情報情報情報情報の提供及びの提供及びの提供及びの提供及び助言助言助言助言    

（（（（海外海外海外海外事事事事務所務所務所務所において、現地において、現地において、現地において、現地販路販路販路販路のののの紹介紹介紹介紹介、、、、情報情報情報情報提供な提供な提供な提供などどどど計計計計 777727272727 件の支援を実施件の支援を実施件の支援を実施件の支援を実施））））    

○ 上海、香港、バンコク及びサンフランシス

コの海外事務所において、現地における販路

の紹介、業界や規制等の情報提供、現地企業

への PR などにより県内企業の海外展開を支

援しました（727 件）。 

○ 引き続き、海外事務所における県内企業へ

の支援及びフォローアップに取り組みます。 

 

（（（（福岡福岡福岡福岡アアアアジジジジアアアアビジネビジネビジネビジネスセンターの支援によりスセンターの支援によりスセンターの支援によりスセンターの支援により 21212121 件の件の件の件の海外海外海外海外展開を実現展開を実現展開を実現展開を実現）））） 

○ 福岡アジアビジネスセンターにおいて、常

勤スタッフが随時相談に応じるとともに、国

別・分野別の登録アドバイザーが個別にサポ

ートしました。 

 144 件の支援を実施し、販路開拓 19 件、現

地進出２件の成約が実現しました。 

○ 引き続き、福岡アジアビジネスセンターに

おける個別コンサルティングや情報提供に取

り組みます。 

    

    

    

    

海外事務所の支援例 

 香港で明太子を中心としたレストランを

展開する企業に対し、新たな販路先や

バイヤーを紹介し、シティ・スーパー及び

イオンで明太子の販売を開始。 

 県内企業の太陽光発電関連技術を北

米企業に情報提供するなどの支援を行

い、県内企業と北米のエネルギー関連

企業の共同研究が実現。 

登録アドバイザー支援の内訳（国別） 

 

ASEAN
26%

中国

（香港含む）

39%

台湾

8%

その他

27%

 

はじめての海外展開セミナー 



68 

 

③③③③    海外海外海外海外企業との交流や商談の促進企業との交流や商談の促進企業との交流や商談の促進企業との交流や商談の促進    

（（（（現地現地現地現地政府機政府機政府機政府機関と関と関と関と連携連携連携連携し、し、し、し、県内企業県内企業県内企業県内企業 48484848 社社社社とととと現地企業と現地企業と現地企業と現地企業とのののの商談商談商談商談会会会会を実施を実施を実施を実施）））） 

○ 現地の政府機関等と連携し、現地で県内中

小企業と現地企業との商談会や交流会、企業

訪問、経済交流セミナーなどを実施しました。 

 延べ 48 社の県内企業が海外を訪問し、現地

企業との商談を実施しました。参加企業から

は、「販売拡大につながる新たなビジネスパー

トナーとの出会いがあった。」などの声があり

ました。 

○ 上海、香港、バンコク及びサンフランシス

コの海外事務所において、大規模博覧会への

合同出展、現地企業への県産品 PR、現地の業

界団体との連携による商談会開催などにより、

県内企業の海外展開を支援しました。 

 上海で開催された九州フェアに合わせ、上

海事務所が福岡産の日本酒を扱っている商社

と共に上海の高級日本料理店を訪問し、県産

日本酒を提案したことで、県産日本酒の取扱

いが開始した例などがありました。 

○ 「福岡県産農林水産物輸出等応援農商工連

携ファンド」を活用して、県内の農林漁業者

と中小企業者が連携し実施する新たな商品の

開発や、国内外への販路を開拓する取組に対

し支援しました（海外市場向け 11 件、国内市

場向け２件）。 

 利用者からは、「海外展開への弾みになっ

た。」などの声がありました。 

○ 引き続き、県内中小企業の現地での商談会

等の実施、海外事務所における県内企業への

支援及びフォローアップ等に取り組むととも

に、新たに、インドネシアの自動車関連企業

からなるミッション団を本県に受け入れ、商

談会や工場視察等を実施し本県中小企業の海

外展開を支援します。 

    

    

    

    

    

海外ビジネス訪問団 

訪問先  訪問企業数 

サンフランシスコ 13 社 

台湾 ７社 

ベトナム ９社 

タイ ９社 

 

 

自動車関連企業ミッション団 

訪問先  訪問企業数 

インドネシア 10 社 

 

インドネシアビジネスミッション団 

 

 

海外ビジネス訪問団と海外事務所の 

連携支援の例 

 県内デジタルコンテンツ関連企業 6

社 2 団体がタイを訪問した際、タイ・ア

ニメーション・コンピュータグラフィック協

会とバンコク事務所の連携により、スタ

ジオツアー及び商 談 会 を実施し、タイ

企 業 との短編アニメの共同制作 等が

実現。 

 

 

 

「福岡県産農林水産物輸出等応援 

農商工連携ファンド」により 

開発された新商品 
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((((６６６６))))    その他新たな事業展開の促進を図るために必要な施策その他新たな事業展開の促進を図るために必要な施策その他新たな事業展開の促進を図るために必要な施策その他新たな事業展開の促進を図るために必要な施策    

    

（（（（国国国国内内内内外外外外からのからのからのからの観光客観光客観光客観光客のののの誘致誘致誘致誘致、県内各地、県内各地、県内各地、県内各地へへへへのののの周遊周遊周遊周遊を促進を促進を促進を促進）））） 

○ 県では、国内外からの観光客の誘致、県内

各地への周遊促進等に取り組み、域内消費の

拡大を図りました。 

・ 産業観光施設における工房見学や工芸品

づくり体験など、現地でしか味わうことが

できない魅力を取り込んだプレミアム感あ

る７つの体験プログラムを開発しました。 

・ 伝統工芸品や産業遺産などの産業観光資

源に関する専門的知識を身につけ、広域的

な観点から歴史・文化を解説できる４人の

伝統工芸ガイド候補を養成しました。 

・ 海外に展開している県内企業の現地店舗

「海外 PR 協力店」37 店舗と連携した情報発

信を実施しました。 

・ 写真付メニューなど外国人観光客にやさ

しい取組を行っている店舗を「インバウン

ド協力店」として募り、166 店舗を本県の魅

力として海外に発信しました。 

・ 海外での商談会の開催による販路開拓の

支援や県産酒などの PR を実施しました。 

引き続き、国内外からの観光客の誘致、県

内各地への周遊促進に取り組むとともに、新

たに、観光マーケティングやマネジメントの

できる観光人材を育成、観光地経営の視点に

立った観光地づくりの舵取り役となる観光協

会等の機能強化に取り組みます。 

 

（（（（「経営「経営「経営「経営革革革革新支援資金」で新支援資金」で新支援資金」で新支援資金」で 16161616 件、約１億円の資金調達を支援件、約１億円の資金調達を支援件、約１億円の資金調達を支援件、約１億円の資金調達を支援）））） 

○ 県内中小企業者の新分野進出、新商品の開

発などにおける資金繰りを支援するため、制

度融資「経営革新支援資金」により、16 件、

約１億円の低利の資金調達を支援しました。 

 引き続き、県制度融資により、中小企業の

新たな取組に必要な資金の円滑な供給を支援

します。 

    

    

 

工房でのモニターツアーの様子 

 

 

 

 

 

「インバウンド協力店」ステッカー 

 

経営革新支援資金概要(平成 27 年度) 

 

①新分野進出、新商品の開発を図る者

②中小企業新事業活動促進法に基づ

き、知事の承認を得た者

③地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律に基づき地域産業資

源活用事業計画の認定を受けた者

④FVMﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ企業、ISOｼﾘｰｽﾞ

の取得を図る者

⑤1年以内に常用雇用者を1名以上雇

用する計画を有する者

フクオカ成

長企業評

価制度を

利用した

者

限度額 1億円以内

1億円以内

(①～⑤と

は別枠)

年率 1.60% 1.30%

期間

保証料率

融

資

条

件

運転7年以内、設備10年以内（据置2年以内）

0.25%～1.62%

制度名 経営革新支援資金

成長企業支援型

融資対象

使途 運転資金、設備資金
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（（（（第第第第三三三三者者者者機機機機関による関による関による関による評価書評価書評価書評価書の発の発の発の発行行行行により企業の円滑な資金調達を支援により企業の円滑な資金調達を支援により企業の円滑な資金調達を支援により企業の円滑な資金調達を支援））））    

○ 経営革新計画の承認を受けた企業に対し、

第三者機関が技術力・成長力・経営力を総合

的に評価し、34 件の評価書を発行することで、

円滑な資金調達を支援しました。 

 引き続き、評価書の発行による企業の円滑

な資金調達の支援に取り組みます。 

    

    

    

    

（（（（売売売売上の向上や上の向上や上の向上や上の向上や収益改善収益改善収益改善収益改善を図れるよう、事業計画の策定とその実を図れるよう、事業計画の策定とその実を図れるよう、事業計画の策定とその実を図れるよう、事業計画の策定とその実行行行行を支援）を支援）を支援）を支援）    

○ 商工会議所、商工会を通じ、中小企業が売

上の向上や収益改善を図れるよう、経営指導

員が中心となって事業計画の策定とその着実

な実行を支援するとともに、販路開拓、技術

開発など総合的に地域中小企業支援協議会の

構成員が連携して支援しました。 

 引き続き、地域中小企業支援協議会におい

て、商工会議所、商工会等が発掘した意欲的

な中小企業に対し、事業計画に基づいて実施

する売上や収益の一層の向上に資する取組を

支援します。 

 

（（（（経経経経済産済産済産済産業業業業省省省省「もの「もの「もの「ものづくづくづくづくり・商業・サーり・商業・サーり・商業・サーり・商業・サービビビビス新展開支援ス新展開支援ス新展開支援ス新展開支援補助補助補助補助金」活用により、県金」活用により、県金」活用により、県金」活用により、県

内企業の内企業の内企業の内企業の設備投設備投設備投設備投資を支援資を支援資を支援資を支援））））    

○ 「中小企業の革新的な設備投資やサービ

ス・試作品の開発」を支援する経済産業省「も

のづくり・商業・サービス新展開支援補助金」

の公募説明会を県や福岡県中小企業団体中央

会、工業技術センター、福岡県よろず支援拠

点、地域中小企業支援協議会が連携し県内４

か所で開催しました。 

 また、工業技術センターでは、県内ものづ

くり中小企業 130 社を個別訪問し、技術課題

の解決を支援するほか、設備投資が必要な企

業に対しては、補助金の提案支援を実施しま

した。その結果、採択件数は 363 件と前年度

全国第８位から第４位に浮上しました。 

 工業技術センターでは、引き続き補助金提

案支援も含め、企業の技術課題解決に向けた

支援に取り組みます。        

 

評価書イメージ（抜粋） 

 

地域中小企業支援協議会による 

販路開拓支援（商談会の開催） 

経済産業省「ものづくり・商業・サービス

新展開支援補助金」福岡県の採択件数 

 平成 24 

年度 

補正 

平成 25 

年度 

補正 

平成 26 

年度 

補正 

平成 27 

年度 

補正 

件数 263 399 451 363 

全国

順位  
14 位  11 位  ８位  ４位  

(平成 27 年度補正）363 件の内訳  

・ ものづくり技術分野  303 件  

・ 革新的サービス分野  60 件  
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（（（（生活に生活に生活に生活に密着密着密着密着したサーしたサーしたサーしたサービビビビスを提供する企業の事業スを提供する企業の事業スを提供する企業の事業スを提供する企業の事業拡大拡大拡大拡大や新事業展開を促進や新事業展開を促進や新事業展開を促進や新事業展開を促進）））） 

○ 「新生活産業くらぶ FUKUOKA」と連携し、

新サービスの創出や企業の事業展開・事業拡

大を促進するためのセミナーの開催（４回、

177 人）、ビジネスモデル構築ワークショップ

の開催（16 社）により、新たな事業展開・事

業拡大を支援しました。 

 引き続き、生活に密着したサービスを提供

する企業について、事業拡大や新事業展開の

促進に取り組みます。 

 

（（（（大大大大企業と中小企業による企業と中小企業による企業と中小企業による企業と中小企業による連携連携連携連携事業の創出を支援）事業の創出を支援）事業の創出を支援）事業の創出を支援） 

○ 大企業が出すビジネステーマに対して、中

小企業から提案を求めることで、大企業と中

小企業による連携事業の創出を支援しました。 

 大企業６社がテーマを提示し、中小企業が

55 件の提案を出した結果、13 件が採用されま

した。引き続き、大企業と中小企業の連携の

機会の創出に取り組みます。 

    

（（（（グリーンアジア国際戦略総合特区制度の活用促進グリーンアジア国際戦略総合特区制度の活用促進グリーンアジア国際戦略総合特区制度の活用促進グリーンアジア国際戦略総合特区制度の活用促進を図り、県内企業のを図り、県内企業のを図り、県内企業のを図り、県内企業の設備投設備投設備投設備投資を資を資を資を

支援支援支援支援）））） 

○ グリーンアジア国際戦略総合特区活用促進

セミナーを県内４地域６会場で実施し、支援

制度の周知や個別相談に応じました。また、

企業の設備投資計画に対応するため、指定区

域の拡大や特区計画の変更を行いました。 

 平成 27年度までに特区の支援制度を活用し

て新たな設備投資を行った企業は 49 社、設備

投資の総額は約 1,480 億円、これにともなう

新規雇用者数は約 930 人になっており、制度

の利用者からは、「特区税制がなければ、業況

がよくない中で投資に踏み切ることはなかっ

た。」などの声がありました。 

 引き続き、特区制度の更なる周知を図ると

ともに、特区制度を活用した企業支援に取り

組みます。 

 

 

        

 

環境配慮型自動車用部品の製造に 

取り組む企業を特区事業者に指定 

 

セミナー・ワークショップの内容 

・ マーケティングセミナー 

「圧倒的売上 UP を可能にする”エ

クスマ的”SNS 活用法」 

・ ワールドカフェ 

「ビジネスのお悩み みんなでシェ

ア＆解決しませんか？」 

「高齢化社会に向けて あったら

嬉しいサービスは？」 

など 

 

ビジネステーマ（平成 27 年度） 

・ 介護保険サービス等との相乗効果を

生み出すことのできる、シニアビジネス

に類した技術及びアイデア 

・ 直営店舗におけるカフェコーナーの

活性化と地域の拠り所としての活用 

・ 訪日外国人旅行客に対する新サー

ビス提案  

など 
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（（（（特区特区特区特区関関関関連連連連のののの設備投設備投設備投設備投資や資や資や資やリリリリサイサイサイサイククククル施ル施ル施ル施設設設設のののの整備整備整備整備ななななどどどどに対するに対するに対するに対する補助補助補助補助金で金で金で金で企業の企業の企業の企業の設設設設

備投備投備投備投資を支援資を支援資を支援資を支援）））） 

○ 県内中小企業がグリーンアジア国際戦略総

合特区事業に関連して行う設備投資に対する

補助を実施しました。 

 13 社が補助を活用し、「数千万円単位の投

資はリスクも大きく決断が難しい。今回の補

助金は、設備投資を決断する後押しになった。」

などの声がありました。 

 今後は、補助金の支援対象を従来の生産設

備に加え、試験分析機器の導入など開発関連

の設備投資にも拡大し、支援に取り組みます。 

○ 産業廃棄物の減量化や資源の有効利用を図

るための産業廃棄物リサイクル施設の整備費

用の一部を補助しました（2 件、37,498 千円）。 

 引き続き、本制度の周知を図り、循環型社

会形成に寄与する効果が大きい産業廃棄物リ

サイクル施設の整備の支援に取り組みます。 

 

（（（（立地企業の業立地企業の業立地企業の業立地企業の業種種種種をををを超え超え超え超えたたたた情報情報情報情報交交交交換換換換・相・相・相・相互互互互協力の協力の協力の協力の推推推推進進進進）））） 

○ 福岡県立地企業振興会総会及び県内４地域

で部会を開催し、講演や工場視察等を実施し

ました。総会では、会員企業や行政機関から

約 150 名が出席し、企業間・行政との情報交

換等が行われました。 

 引き続き、福岡県立地企業振興会を通じ、

立地企業の業種を超えた情報交換や相互協力

の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーンアジア国際戦略総合特区  

中小企業設備投資促進補助金 

活用実績（平成 27 年度） 

地域 事業者数 

北九州地域 8 

福岡地域 0 

筑後地域 2 

筑豊地域 3 

計 13 

 

 

福岡県立地企業振興会総会 
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【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】    

���
����

(平成 30 年度) 

����

(平成 26 年度) 

平成 27 年度�

���
�����

経 営革新 計 画 策

定企業のうち売上

が向上した企業数 

739 社 

(累計値) 
139 社 285 社 

地域中小企業支

援協議会において、

経営革新セミナー等

の情報提供や、商工

会議所、商工会に対

して経営革新の推進

を働きかけたことによ

り、146 社増と順調に

進捗。 

県の支 援 により製

品の実用 化 を実

現した企業数 

765 社 

(累計値) 
413 社 511 社 

産学官連携による

研究開発の推進や

専門家による支援、

ふくおか食品開発セ

ンター等による食品

分野での製品化の支

援など製品開発や実

用化を積極的に促進

したことにより、98 社

増と順調に進捗。 

次世代 産 業分野

への参画企業数 

88 社 

(累計値) 
43 社 47 社 

当初値から４社の

増加。 

今後大きく成長が

予想される次世代産

業分野において、研

究会の開催、人材育

成やビジネスマッチ

ングなどの支援を行

うことにより、参画企

業の増加を図る。 

福岡アジアビジネ

スセンターの支 援

による海外展開成

約件数 

159 件 

(平成 30 年) 

(累計値) 

59 件 

(平成 26 年) 

85 件 

(平成 27 年) 

セミナーや相談会

の開催を通じ、センタ

ーの認知度が向上。

これにより、コンサル

ティング支援を受ける

企業が増加したこと

により、26 件増と順調

に進捗。 
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４４４４．．．．小規小規小規小規模模模模企業者の事業の企業者の事業の企業者の事業の企業者の事業の持続的持続的持続的持続的な発展を図るための施策な発展を図るための施策な発展を図るための施策な発展を図るための施策    

    

本県では、人口減少等で地域の需要が縮小する中、限られた経営資源で事業を

継続・発展させるため、変化していく環境や自らの強みを踏まえた事業計画策定

の支援、業務の効率化、ICT を活用した売上拡大の支援など小規模企業の事業の

持続的な発展を図るための施策を展開しています。 

平成 27 年度は、小規模企業における事業計画の重要性についての理解促進、計

画策定の支援、生産性向上のためのセミナー等の開催などに取り組みました。 

    

    

    

((((１１１１))))    事業の事業の事業の事業の持続的持続的持続的持続的な発展に係る計画策定の促進な発展に係る計画策定の促進な発展に係る計画策定の促進な発展に係る計画策定の促進    

    

①①①①    事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援事業計画の策定支援    

（小規（小規（小規（小規模模模模企業の事業計画の企業の事業計画の企業の事業計画の企業の事業計画の重重重重要性に要性に要性に要性につつつついていていていて理解理解理解理解促進を図り、計画策定を支援）促進を図り、計画策定を支援）促進を図り、計画策定を支援）促進を図り、計画策定を支援）    

○ 県では、商工会議所、商工会の経営指導員

による巡回指導や窓口相談、税理士や中小企

業診断士などの専門家の派遣（109 回）を通

じ、小規模企業者の事業計画策定を支援しま

した。 

○ 地域中小企業支援協議会、商工会議所、商

工会を通じ、小規模企業者が事業計画作成の

重要性などを理解し、習得できる経営計画作

成セミナー等を 59 回開催し、延べ 764 人を支

援しました。 

 参加者からは、「最初の一歩が踏み出せなか

ったが、客観的な意見をもらえ、参考になっ

た。」などの声がありました。 

○ ふくおかサポート会議を通じ、経営改善が

必要な小規模企業等に対し、税理士や中小企

業診断士等の専門家を活用して延べ 371 社の

経営改善計画の策定・実行を支援しました。 

○ 引き続き、経営指導員等による巡回指導や

窓口相談、専門家の派遣、セミナーの開催等

を実施するとともに、新たに、地域中小企業

支援協議会では、小規模企業者が事業計画に

基づいて実施する売上や収益向上の取組を支

援します。 

    

    

経営計画策定セミナー 

「事業計画のつくり方」 

 

 

 

経営計画策定セミナー 

「経営プランの作り方セミナー」 
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((((２２２２))))    生生生生産産産産性の向上の促進性の向上の促進性の向上の促進性の向上の促進    

    

①①①①    生生生生産産産産性向上に係る性向上に係る性向上に係る性向上に係るノウハウノウハウノウハウノウハウ等の習得支援等の習得支援等の習得支援等の習得支援    

（生（生（生（生産産産産性向上のためのセミナー等を性向上のためのセミナー等を性向上のためのセミナー等を性向上のためのセミナー等を開催し、開催し、開催し、開催し、年間年間年間年間 259259259259 人が人が人が人が受講受講受講受講））））    

○ 県では、商工会議所、商工会の経営指導員

による巡回指導や窓口相談、中小企業診断士

などの専門家の派遣（62 回）を通じ、小規模

企業者の生産性向上を支援しました。 

○ また、小規模企業者が生産性向上のノウハ

ウ等を理解・習得できる ICT 戦略セミナー等

を５回開催し、延べ 82 人を支援しました。 

 参加者からは、「IT の活用の必要性は理解

していたが、活用できていなかった。今後は

前向きに検討していきたい。」などの声があり

ました。 

○ 「新生活産業くらぶ FUKUOKA」と連携し、

サービス産業をはじめとする小規模企業者の

生産性向上を促進するためのセミナー（４

回,177 人）の開催、メールマガジンでの情報

提供や事例集の作成を実施しました。 

○ 引き続き、セミナーの開催や経営指導員等

による巡回指導や窓口相談、専門家の派遣に

より小規模企業の生産性向上に取り組みます。 

 

 

②②②②    IIIICTCTCTCT の活用によるの活用によるの活用によるの活用による売売売売上上上上拡大拡大拡大拡大の支援の支援の支援の支援    

（（（（販路拡大販路拡大販路拡大販路拡大、新規、新規、新規、新規顧客顧客顧客顧客のののの獲獲獲獲得がで得がで得がで得ができきききるようるようるようるようネネネネットットットット通販通販通販通販の活用を支援の活用を支援の活用を支援の活用を支援））））    

○ （公財）福岡県中小企業振興センターにお

いて、よかもん市場への出店支援から出店後

の相談、セミナー等の開催によりネット通販

への参入を支援しました（平成 27 年度末出店

数 151 店）。  

 引き続き、よかもん市場の利用拡大に努め

ます。 

○ 県においても、県内 IT 企業と連携したワー

クショップの開催や個別訪問指導により、小

規模企業者のニーズに応じたネット通販の導

入を支援します。 

 

 

商工会議所、商工会 

生産性向上のためのセミナー実績 

セミナー名称  参加者数 

ICT 戦略セミナー 16 

ICT 活用セミナー 16 

ICT 戦略セミナー 14 

SWOT 分析セミナー 21 

GOOGLE を活用した 

業務の効率化セミナー 
15 

 

 

 

ICT 活用セミナー 

よかもん市場 

商品カテゴリー内訳  
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((((３３３３))))    その他小規その他小規その他小規その他小規模模模模企業者の事業の企業者の事業の企業者の事業の企業者の事業の持続的持続的持続的持続的な発展を図るために必要な施策な発展を図るために必要な施策な発展を図るために必要な施策な発展を図るために必要な施策    

 

（経営指（経営指（経営指（経営指導導導導員による員による員による員による巡巡巡巡回指回指回指回指導導導導や専門家のや専門家のや専門家のや専門家の派遣派遣派遣派遣により経営により経営により経営により経営全般全般全般全般ににににわわわわたり支援）たり支援）たり支援）たり支援） 

○ 県では、商工会議所、商工会の経営指導員

による巡回指導や窓口相談、専門家派遣を通

じ、金融、税務、労務、社会保険、経営・技

術の改善等の経営全般にわたる支援を行いま

した。 

 引き続き、経営指導員や専門家による助言、

指導による支援に取り組みます。また、地域

中小企業支援協議会において、商工会議所、

商工会等が発掘した経営改善に意欲的な小規

模企業を支援するとともに、県内小規模企業

が事業計画に基づいて実施する売上や収益の

一層の向上に資する取組を支援します。 

 

（小規（小規（小規（小規模模模模企業の企業の企業の企業の組織組織組織組織化及びその化及びその化及びその化及びその組織組織組織組織の相談指の相談指の相談指の相談指導導導導等を支援）等を支援）等を支援）等を支援） 

○ 福岡県中小企業団体中央会を通じ、中小企

業等協同組合の設立等、中小企業の組織化及

びその組織の相談指導等の支援（6,879 件）

を行い、15 件の組合が県知事認可により新規

設立しました。 

 引き続き、中小企業等協同組合の設立等、

小規模企業の組織化及びその組織の相談指導

等の支援を行うことにより、小規模企業の経

営環境の改善・強化の推進に取り組みます。�

 

（「小規（「小規（「小規（「小規模模模模事業者事業者事業者事業者振興振興振興振興資金」で資金」で資金」で資金」で 948948948948 件件件件、、、、約約約約 39393939 億円の資金調達を支援）億円の資金調達を支援）億円の資金調達を支援）億円の資金調達を支援）    

○ 県内小規模企業者の資金繰りを支援するた

め、制度融資「小規模事業者振興資金」によ

り 948 件、約 39 億円の低利の資金調達を支援

しました。 

 引き続き、県制度融資により、小規模企業

の事業活動に必要な資金の円滑な供給を支援

します。 

 

 

 

 

 

商工会議所、商工会の巡回指導等 

巡回指導  
42,273 企業 

90,946 件  

窓口指導  
29,771 企業 

82,246 件  

 

 

福岡県中小企業団体中央会による 

相談・指導件数の事項別割合  

組合管理

組合管理組合管理

組合管理

46%

組合事業

組合事業組合事業

組合事業

経営

経営経営

経営

35%

設立

設立設立

設立

4%

共同施設

共同施設共同施設

共同施設

4%

経理

経理経理

経理

3%

税務

税務税務

税務

2%

労働

労働労働

労働

1%

金融

金融金融

金融

1%

官公需

官公需官公需

官公需

1%

その他

その他その他

その他

3%

小規模事業者振興資金概要(平成 27 年度) 

 

従業員20人(商業・サ－ビス業

は5人)以下の小規模企業者

①従業員20人(商

業・サ－ビス業は5

人)以下の小規模

企業者

②当該申込を含め

保証協会の保証

付き融資残高が

1,250万円以下の

者

限度額

5,000万円以内(H29年度まで設

備資金は8,000万円以内)

1,250万円以内

年率

期間

保証料率 0.25%～1.62% 0.30%～1.75%

※ H27年度改正点

小規模事業者向けの資金「小口事業資金」を拡充し、「小規模事

業者振興資金」を創設

融資対象

使途 運転資金、設備資金

融

資

条

件

1.60%

10年以内（据置2年以内）

制度名 小規模事業者振興資金

小口零細企業保証型
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（（（（商商商商店街店街店街店街活性化に向けた創意活性化に向けた創意活性化に向けた創意活性化に向けた創意工夫あ工夫あ工夫あ工夫あるるるる取組取組取組取組を支援を支援を支援を支援））））    

○ アーケードの改修や街路灯照明の LED 化等

の施設整備事業（３件）、空き店舗を活用した

健康教室の開催、NPO・大学等と連携したイベ

ントの開催、出張商店街等の活性化支援事業

（８件）を支援しました。  

 また、まちづくりによって生まれる新たな

交流人口・居住人口を商店街に呼び込むため

に、国の認定を受けた中心市街地活性化基本

計画区域内の商店街を対象に、魅力ある店舗

の誘致や「まちゼミ」の開催等、集客力の向

上を図る取組を支援しました（３件）。「まち

ゼミ」を開催した商店街からは、「新規顧客が

増え、リピーターができた。商店街活性化の

ため、これからも店舗の魅力向上に努めてい

く。」などの声がありました。  

○ 引き続き、県内商店街の活性化に向けた創

意工夫ある取組を、国の制度も活用し、市町

村と連携して支援します。 

 

（プ（プ（プ（プレレレレミアムミアムミアムミアム付き付き付き付き地域商品地域商品地域商品地域商品券券券券の発の発の発の発行行行行を支援）を支援）を支援）を支援）    

○ 個人消費を一層喚起し、商店街をはじめ地

域経済の活性化を図るため、国の交付金を活

用し、市町村と連携して、商工会議所、商工

会、商店街が行うプレミアム付き地域商品券

の発行を支援しました（189 団体、約 259 億

円）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更前）      （変更後） 

施設整備事業 

（アーケード照明の LED 化） 

 

 

 

活性化支援事業（まちゼミ） 

 

 

プレミアム付き地域商品券販売  
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【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】【目標指標の進捗】    

���
����

(平成 30 年度) 

����

(平成 26 年度) 

平成 27 年度�

���
�����

商工会 議所 、 商

工会 の 経 営 指 導

委員による経営改

善等指導企業数 

46,500 社 

(単 年 度 実 績 ) 
41,451 社 42,273 社 

当初値から 822 社

の増加。 

商工会議所、商工

会において、支援を

必要とする中小企業

の掘り起こしを強化

することにより、経営

改善指導企業数のさ

らなる増加を図る。 

売上又は 経常利

益が向上した重点

支援企業のうち小

規模企業者 

62 社 

(累計値) 
― (※) 

※Ｈ27 年度は主に重

点支援企業の事業

計画策定を支援した

年度であり、各企業

の計画期間満了時

において、成果測定

を行う。 
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５５５５    地域中小企業支援協議会の地域中小企業支援協議会の地域中小企業支援協議会の地域中小企業支援協議会の取取取取りりりり組組組組みみみみ    

((((１１１１))))    地域中小企業支援協議会に地域中小企業支援協議会に地域中小企業支援協議会に地域中小企業支援協議会につつつついていていていて    

福岡県中小企業振興基本計画では、平成 27 年４月に県内４地域に設立した地

域中小企業支援協議会を地域における支援体制の拠点として位置付けています。 

＜構成機関＞：商工会議所、商工会、福岡県中小企業団体中央会、（公財）福岡

県中小企業振興センターなど中小企業支援団体、金融機関、専

門家団体、市町村など 

＜事務局＞ ：中小企業振興事務所（北九州、福岡、久留米、飯塚） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

((((２２２２))))    平平平平成成成成 27272727 年年年年度度度度のののの取組取組取組取組内内内内容容容容    

地域中小企業支援協議会    

福岡    筑後    北九州    筑豊    

○創業セミナーの開催 

・ 講座数35 

・ 参加人数632 人 

○４地区合同物産展・商談会

の開催 

・ 物産展20 社出展 

・ 商談会46 社参加 

○経営革新計画支援 

・ セミナー等の情報提供 

・ 関係機関への推進要請 

○重点支援企業への支援 

・ 66 社選定し事業計画の策

定を支援 

など 

○創業セミナーの開催 

・ 講座数29 

・ 参加人数469 人 

○４地区合同物産展・商談会

の開催 

・ 物産展12 社出展 

・ 商談会52 社参加 

○経営革新計画支援 

・ セミナー等の情報提供 

・ 関係機関への推進要請 

○重点支援企業への支援 

・ 63 社選定し事業計画の策

定を支援 

など    

○創業セミナーの開催 

・ 講座数30 

・ 参加人数483 人 

○４地区合同物産展・商談会

の開催 

・ 物産展12 社出展 

・ 商談会31 社参加 

○経営革新計画支援 

・ セミナー等の情報提供 

・ 関係機関への推進要請 

○重点支援企業への支援 

・ 40 社選定し事業計画の策

定を支援 

など    

○創業セミナーの開催 

・ 講座数30 

・ 参加人数310 人 

○４地区合同物産展・商談会

の開催 

・ 物産展15 社出展 

・ 商談会15 社参加 

○経営革新計画支援 

・ セミナー等の情報提供 

・ 関係機関への推進要請 

○重点支援企業への支援 

・ 53 社選定し事業計画の策

定を支援 

など    

 

【支援スキーム】

地域の地域の地域の地域の

金融機関金融機関金融機関金融機関

よろず支援拠点よろず支援拠点よろず支援拠点よろず支援拠点

ＦＶＭ・福岡ＡＢＣＦＶＭ・福岡ＡＢＣＦＶＭ・福岡ＡＢＣＦＶＭ・福岡ＡＢＣ

工業技術工業技術工業技術工業技術

センターセンターセンターセンター

信用保証信用保証信用保証信用保証

協会協会協会協会

日本政策日本政策日本政策日本政策

金融公庫金融公庫金融公庫金融公庫
サポート会議サポート会議サポート会議サポート会議

（信用保証協会）（信用保証協会）（信用保証協会）（信用保証協会）

連
携

連
携

連
携

連
携

（（ （（
課
題

課
題

課
題

課
題
をを をを

解
決

解
決

解
決

解
決
）） ））

創業、経営改善、経営革新等創業、経営改善、経営革新等創業、経営改善、経営革新等創業、経営改善、経営革新等

様々な課題・取組みに対する支援様々な課題・取組みに対する支援様々な課題・取組みに対する支援様々な課題・取組みに対する支援
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【参考資料１】【参考資料１】【参考資料１】【参考資料１】    

平成平成平成平成 28282828 年年年年    福岡県経済データファイル福岡県経済データファイル福岡県経済データファイル福岡県経済データファイル    

１．概況１．概況１．概況１．概況    

    

    
平成 26 年度の国内総生産（ＧＤＰ、実質連鎖）は 524.7 兆円、前年度比（成長率）マイナス 1.0％

となり、５年ぶりのマイナス成長となった。 
 

国内総生産（実質）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注) 実質・連鎖方式 

資料) 内閣府「国民経済計算」 

 

 
 

平成 26 年の世界各国の国内総生産（名目ＧＤＰ）は、EU が 18.5 兆ドル、アメリカが 17.3 兆ド
ル、中国が 10.4 兆ドル、日本が 4.6 兆ドルとなった。 

 

世界各国の名目 GDP の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) ＥＵの名目ＧＤＰは、平成 26 年分から算出方法が変更されている 

           資料) ジェトロ・ウェブサイト「国・地域別情報」 

平成平成平成平成 26262626 年度の国内総生産は５年ぶりのマイナス成長年度の国内総生産は５年ぶりのマイナス成長年度の国内総生産は５年ぶりのマイナス成長年度の国内総生産は５年ぶりのマイナス成長                    

平成平成平成平成 26262626 年世界の国内総生産は日本で減少年世界の国内総生産は日本で減少年世界の国内総生産は日本で減少年世界の国内総生産は日本で減少    
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平成 25 年度の福岡県の実質県内総生産は 18 兆 9,727 億円、1.8％のプラス成長となった。 

 
県内総生産（実質）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注) 実質・連鎖方式  

資料) 福岡県調査統計課「県民経済計算」 

 

 

 

 

 

平成 25 年の福岡県の名目ＧＤＰは 185,272 百万ドルとなり、ニュージーランド等と同程度の経済
規模を誇っている。 

 

福岡県と世界の名目ＧＤＰ推移と比較（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）総務省「世界の統計」、福岡県調査統計課「県民経済計算」 

 

 

 

 

平成平成平成平成 25252525 年度の実質県内総生産は増加年度の実質県内総生産は増加年度の実質県内総生産は増加年度の実質県内総生産は増加                                                                                        

福岡県はニュージーランドと同程度の経済規模福岡県はニュージーランドと同程度の経済規模福岡県はニュージーランドと同程度の経済規模福岡県はニュージーランドと同程度の経済規模    

(百万ドル)

平成25年
対福岡県比

（福岡県＝100）

ハンガリー 129,989 70.2

バングラデシュ 153,505 82.9

ベトナム 171,222 92.4

クウェート 175,831 94.9

ウクライナ 182,026 98.2

福岡県 185,272 100.0

ルーマニア 188,881 101.9

ニュージーランド 189,025 102.0

ペルー 200,269 108.1

カタール 202,450 109.3

アルジェリア 208,764 112.7

チェコ 208,796 112.7

パキスタン 225,419 121.7

ポルトガル 227,324 122.7

アイルランド 232,077 125.3
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平成 25 年度の福岡県の１人当たり県民所得は 283.1 万円、前年度に比べ４万円増加した。 
 

１人当たり県民所得の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料) 福岡県調査統計課「県民経済計算」 

 

 

 

 

 

平成 25 年度県内総生産の産業別構成比は、第１次産業が 0.8％、第２次産業が 18.9％、第３次産
業が 79.5％となっている。 

 

経済活動別県内総生産構成比（名目・％）の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 1．名目値 

2．県内総生産は産業別県内総生産の小計から輸入品に課される税・関税が加えられ、総資本形成に係る消費税が控

除されるため、構成比の合計は 100 にはならない 

資料) 福岡県調査統計課「県民経済計算」 

産業別構成比では第３次産業が約８割産業別構成比では第３次産業が約８割産業別構成比では第３次産業が約８割産業別構成比では第３次産業が約８割                                                                                            

１人あたり県民所得は前年度比で５年連続増加１人あたり県民所得は前年度比で５年連続増加１人あたり県民所得は前年度比で５年連続増加１人あたり県民所得は前年度比で５年連続増加                                                                                        

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

第1次産業 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

第2次産業 20.3 20.1 20.5 20.5 19.1 19.9 20.4 20.1 19.2 18.9

　製造業 15.0 14.9 15.0 15.4 13.8 15.0 15.5 15.2 14.2 13.1

　建設業 5.1 5.1 5.4 5.0 5.2 4.7 4.8 4.8 4.9 5.6

第3次産業 78.5 78.7 78.2 78.1 79.4 78.9 78.2 78.4 79.2 79.5

　卸売・小売業 16.9 16.5 15.3 14.6 14.9 14.8 14.6 15.3 14.8 14.3

　サービス業 20.5 21.0 21.1 21.6 22.4 22.3 22.0 21.8 23.3 23.3
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〈企業部門〉〈企業部門〉〈企業部門〉〈企業部門〉    

２．生産２．生産２．生産２．生産    

（１）（１）（１）（１）    全体全体全体全体    
 

 

平成 27 年の福岡県の鉱工業生産指数（平成 22 年=100）は 109.2 と全国（98.1）を上回った。 
 

鉱工業生産指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

注) 平成 22 年を 100 とする 

資料) 福岡県調査統計課「福岡県鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」 

 
（２）主要部門（２）主要部門（２）主要部門（２）主要部門    

 

 

平成 27 年の福岡県の鉱工業生産指数（平成 22 年=100）を業種別にみると、輸送用機械、鉄鋼、
食料品・たばこ、はん用・生産用機械工業で前年を上回った。 

 
主要業種の鉱工業生産指数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注) 平成 22 年を 100 とする 

資料) 福岡県調査統計課「福岡県鉱工業指数」 

福岡県の鉱工業生産指数は全国を上回る福岡県の鉱工業生産指数は全国を上回る福岡県の鉱工業生産指数は全国を上回る福岡県の鉱工業生産指数は全国を上回る    

輸送用機械の生産指数、前年を大幅に上回る輸送用機械の生産指数、前年を大幅に上回る輸送用機械の生産指数、前年を大幅に上回る輸送用機械の生産指数、前年を大幅に上回る    
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鉄 鋼 100.0 96.8 91.0 89.1 91.0 92.1

食 料 品 ・ た ば こ 100.0 98.3 101.2 96.5 89.5 92.3

はん用・生産用機械工業 100.0 106.1 100.7 100.9 113.0 116.8

電 気 機 械 100.0 103.8 92.9 91.9 98.3 96.4
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３．貿易３．貿易３．貿易３．貿易    
 

 

平成 27 年の福岡県の貿易額は、7.5 兆円（輸出額 4.7 兆円・輸入額 2.8 兆円）となった。円安の
影響もあり輸出が増加し、貿易額は６年連続で増加となった。 

 

貿易額の推移（全国）              貿易額の推移（福岡県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料) 財務省「貿易統計」                    資料) 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」 

 

 
 
 

 

平成 27 年の福岡県の輸出額は、上位５か国に変動はない（前年と比べ中国、米国向けシェアが合
わせて 1.7 ポイント減少し、台湾、香港向けシェアが合わせて 1.6 ポイント増加した）。 

 

輸出額の国（地域）別シェアの推移 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」 

  

貿易額は６年連続で増加貿易額は６年連続で増加貿易額は６年連続で増加貿易額は６年連続で増加    

国別輸出比率は中国への輸出が２割国別輸出比率は中国への輸出が２割国別輸出比率は中国への輸出が２割国別輸出比率は中国への輸出が２割    
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平成 27 年の福岡県の輸入額は、地域別にみると中国の輸入比率が 33.8％と最も高く、次いで台
湾が 9.8％となっている。 
 

輸入額の国（地域）別シェアの推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 資料) 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」 
 
 

 
 

 

平成 27 年の福岡県の品目別輸出額は自動車が 24.4％と最も多く、次いで半導体等電子部品が
14.8％となっている。 
 

輸出額の品目別シェアの推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」 

 
 
  

国別輸入比率は中国からの輸入が３割国別輸入比率は中国からの輸入が３割国別輸入比率は中国からの輸入が３割国別輸入比率は中国からの輸入が３割    

品目別輸出額は自動車が最も多い品目別輸出額は自動車が最も多い品目別輸出額は自動車が最も多い品目別輸出額は自動車が最も多い    
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平成 27 年の福岡県の品目別輸入額は、電気機器が 22.4％と最も多い。増加傾向にあった鉱物性

燃料は前年比マイナス 7.6 ポイントと大幅に低下した。 
 

輸入額の品目別シェアの推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 門司税関「九州経済圏各県別の貿易」 

 
 

 
 
 

平成 26 年の国際コンテナ取扱量は、博多港が 91.1 万 TEU、北九州港も 45.0 万 TEU と前年より増
加した。 

 

博多港と北九州港の国際コンテナ取扱量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注) TEU は 20 フィートコンテナに換算した数 

資料) 福岡市港湾局 北九州市港湾空港局 

  

品目別輸入額は電気機器が最も多い品目別輸入額は電気機器が最も多い品目別輸入額は電気機器が最も多い品目別輸入額は電気機器が最も多い    

コンテナ取扱量は博多港、北九州港ともに上昇コンテナ取扱量は博多港、北九州港ともに上昇コンテナ取扱量は博多港、北九州港ともに上昇コンテナ取扱量は博多港、北九州港ともに上昇    
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平成 27 年の三池港の国際コンテナ取扱量は 1.4 万 TEU となった。平成 24 年の有明海沿岸道路の
開通によるアクセス向上で取扱量が急増したが、その後、減少傾向にある。 
 

三池港の国際コンテナ取扱量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料)福岡県港湾課 

４．設備投資４．設備投資４．設備投資４．設備投資    

 
 

平成 27 年度の福岡県の設備投資計画は、３期連続前年度比プラスとなり、設備投資実績も２期連
続のプラスとなっている。 
 

設備投資の対前年度比の推移（全産業）   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注) 平成 27 年度は計画   

資料) 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」（平成 27 年８月） 

 

 

  

平成平成平成平成 27272727 年度の設備投資計画は３期連続前年度比プラス年度の設備投資計画は３期連続前年度比プラス年度の設備投資計画は３期連続前年度比プラス年度の設備投資計画は３期連続前年度比プラス    

三池港のコンテナ取扱量は減少三池港のコンテナ取扱量は減少三池港のコンテナ取扱量は減少三池港のコンテナ取扱量は減少    
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平成 27 年度の福岡県の設備投資計画は、製造業が前年度比 37.2％と２期連続プラス、非製造業
が同 11.7％と３期連続プラスとなった。 

 
 設備投資の対前年度比の推移（製造業）             設備投資の対前年度比の推移（非製造業） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 平成 27 年度は計画 

資料) 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」（平成 27 年８月） 
 

５．工場立地５．工場立地５．工場立地５．工場立地    

 
 

平成 27 年の福岡県の工場立地件数は 36 件、面積は 30.5ha となった。面積は前年より約２割減少
したが、件数は増加した。 

 
工場立地動向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注) 1.工場を建設する目的で 1,000 ㎡以上取得した企業 

2.対象業種は製造業、電気業、ガス業、熱供給業 

3.平成 25 年から電気業を除いて集計しているため、平成 24 年以前との比較ができない 

4.平成 27 年は速報値 

資料) 経済産業省「工場立地動向調査」、福岡県企業立地課 

製造業・非製造業ともに全国平均を上回る製造業・非製造業ともに全国平均を上回る製造業・非製造業ともに全国平均を上回る製造業・非製造業ともに全国平均を上回る    

工場立地件数は増加に転じる工場立地件数は増加に転じる工場立地件数は増加に転じる工場立地件数は増加に転じる                                                                                                                        
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６．６．６．６．創業創業創業創業率、廃業率率、廃業率率、廃業率率、廃業率    

 
 

平成 26 年の福岡県の創業率は、5.26％と全国よりも 1.09 ポイント高い。また、廃業率は、3.58％
と全国より 0.12 ポイント高い。 

 
創業率          廃業率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７７７７．企業倒産．企業倒産．企業倒産．企業倒産    

 
 

平成 27 年の福岡県の企業倒産は、件数 354 件、負債総額 381 億円となった。件数は前年から増加
したものの負債総額は減少した。 

 
企業倒産の推移（全国）                 企業倒産の推移（福岡県） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料) 東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」 

福岡県の創業率は全国を上回る福岡県の創業率は全国を上回る福岡県の創業率は全国を上回る福岡県の創業率は全国を上回る    

企業倒産は件数増加、負債総額減少企業倒産は件数増加、負債総額減少企業倒産は件数増加、負債総額減少企業倒産は件数増加、負債総額減少    

注）平成 19 年の廃業率及び 20 年の創業率は前年会社数として用いている平成 19 年の国税庁統計年報の申告法人数の集計 

期間が変更されたため、累年比較はできない。また同様の理由により、平成 20 年の廃業率は公表されていない。 

資料）国税庁「国税庁統計年報書」、法務省「登記統計年報」より福岡県調査統計課作成 
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８８８８．．．．外資系企業の進出外資系企業の進出外資系企業の進出外資系企業の進出    
 
 

 
福岡県への外資系企業の進出は、303 件となっており、九州７県の約７割を占めている。形態別

にみると、８割以上が支店・営業所となっている。 
 

九州７県の形態別外資系企業の進出状況（2015 年６月末時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）1.その他は物流センターや研究所など  

2.進出形態が複数ある場合もあり重複カウントしているため、構成比合計は 100％にならない場合もある 

資料）九州経済調査協会「データ九州 九州・山口の外資系企業 2015」 

 

 

９．海外進出９．海外進出９．海外進出９．海外進出    
 

 

福岡県の地場企業における平成 27 年の海外進出件数は 23 件となり、昨年と同水準である。 
 

福岡県の地場企業における国別海外進出状況 形態別海外進出状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）個人向けサービスを行う支店・店舗、フランチャイズ展開は

カウントしていない 

注）進出企業については、平成 27 年 12 月現在の数 

資料）九州経済調査協会「データ九州 九州・山口企業の海外

進出」 

 

福岡県への海外企業の進出は九州の約７割を占める福岡県への海外企業の進出は九州の約７割を占める福岡県への海外企業の進出は九州の約７割を占める福岡県への海外企業の進出は九州の約７割を占める    

平成平成平成平成 22227777 年は海外進出件数が微増年は海外進出件数が微増年は海外進出件数が微増年は海外進出件数が微増    

（単位：件、％）

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 九州７県

本社 25 2 2 1 0 1 0 31

支店･営業所 255 7 15 33 14 17 27 368

工場 12 0 2 2 3 3 5 27

その他 11 2 0 0 1 0 0 14

計 303 11 19 36 18 21 32 440

本社 8.3 18.2 10.5 2.8 0.0 4.8 0.0 7.0

支店･営業所 84.2 63.6 78.9 91.7 77.8 81.0 84.4 83.6

工場 4.0 0.0 10.5 5.6 16.7 14.3 15.6 6.1

その他 3.6 18.2 0.0 0.0 5.6 0.0 0.0 3.2

件数

構成比

進出先 23年 24年 25年 26年 27年

韓国 2 2 1

中国 15 9 4 4 1

台湾 2 1 2 3 2

香港 2 2 1

ベトナム 2 2 2

タイ 2 5 1 2 3

シンガポール 2 2 2 2

マレーシア 2 1

フィリピン 1 1 1

インドネシア 1 1 3

カンボジア 1

ミャンマー 1 2

インド 4 2 1

バングラデシュ 1 1

サウジアラビア 2

ドイツ 2

トルコ 1

ベルギー 1

フィンランド 1

ポーランド 1 1

ロシア 1 1

カザフスタン 1

チェコ共和国 1

カナダ 1 1

アメリカ 4 1 1 3 4

メキシコ 1 1 1 1

ブラジル 1

南アフリカ 1

オーストラリア 1

合計 35 32 27 22 23

進出形態 23年 24年 25年 26年 27年

単独 10 16 9 6 5

支店・事務所 14 10 11 6 9

合弁 6 5 7 10 9

その他 5 1 0 0 0

合計 35 32 27 22 23
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〈家計部門〉〈家計部門〉〈家計部門〉〈家計部門〉    

10101010．個人消費．個人消費．個人消費．個人消費    

 

 

平成 27 年の福岡県の百貨店販売額は前年比プラス 0.8％となった。スーパー販売額は前年比プラ
ス 0.1％となった。 
 

百貨店販売額の前年比の推移                    スーパー販売額の前年比の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料) 経済産業省「商業動態統計」 

 

 

 

 

平成 27 年の福岡県の新車登録台数は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響など
で前年比 5.1％のマイナスとなった。軽自動車の販売台数は、これに加え平成 27 年４月の軽自動車
税増税の影響もあり前年比 16.7％のマイナスとなった。 

 
新車登録台数の前年比の推移        軽自動車販売台数の前年比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料) 福岡県自動車販売店協会、日本自動車販売協会、全国軽自動車協会連合会調べ 

 

新車登録台数は減少新車登録台数は減少新車登録台数は減少新車登録台数は減少 

百貨店、スーパー販売額ともに前年比プラス百貨店、スーパー販売額ともに前年比プラス百貨店、スーパー販売額ともに前年比プラス百貨店、スーパー販売額ともに前年比プラス    
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11111111．雇用．雇用．雇用．雇用    

 

 

平成 26 年度の福岡県の有効求人倍率は 1.00倍（福岡地区 1.08倍、北九州地区 0.98倍、筑豊地
区 0.75倍、筑後地区 0.89倍）となり、調査開始以降、初めて１倍を超えた。平成 27 年の失業率は
4.2％といずれも改善傾向となっている。 

  
有効求人倍率の推移                            失業率の推移 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

〈その他関係指標〉〈その他関係指標〉〈その他関係指標〉〈その他関係指標〉    

11112222．住宅建設．住宅建設．住宅建設．住宅建設    

    

平成 27 年の福岡県の住宅着工戸数は、低い住宅ローン金利等の影響もあり、約４万戸超と前年よ
り増加した。 

 
住宅着工戸数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料) 国土交通省「建築着工統計調査」 

資料)福岡労働局「職業安定業務年報」 

有効求人倍率が１倍に有効求人倍率が１倍に有効求人倍率が１倍に有効求人倍率が１倍に    

資料) 総務省「労働力調査」 

住宅着工戸数は前年より増加住宅着工戸数は前年より増加住宅着工戸数は前年より増加住宅着工戸数は前年より増加    
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11113333．公共投資．公共投資．公共投資．公共投資    

    

 

平成 26 年度の福岡県の公共工事請負金額は 4,728 億円と、前年から減少した。 
 

公共工事請負金額の推移（全国）                 公共工事請負金額の推移（福岡県） 

  

 

 

 

 

 

   

資料)西日本建設業保証調べ 

 

11114444．物価．物価．物価．物価    

 

 

全国の企業物価指数は、平成 27 年が 102.8 と前年から減少した。消費者物価指数は、全国の 103.6
に対し、福岡市は 103.9、北九州市は 104.1 となっている。 

 
国内企業物価指数の推移                         消費者物価指数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事は２年ぶりに減少公共工事は２年ぶりに減少公共工事は２年ぶりに減少公共工事は２年ぶりに減少    

福岡市、北九州市ともに消費者物価は上昇福岡市、北九州市ともに消費者物価は上昇福岡市、北九州市ともに消費者物価は上昇福岡市、北九州市ともに消費者物価は上昇    

注) 平成 22 年を 100 とする 

資料) 日本銀行「企業物価指数」 
注) 平成 22 年を 100 とする 

資料) 総務省「消費者物価指数」 
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11115555．研究機関・教育．研究機関・教育．研究機関・教育．研究機関・教育    

 

 

福岡県内の国立大学における理工系学部の入学定員数は、2,224 人と全国で２番目に多い。また、
私大を含む理工系学部の入学定員数は、5,939 人となっている。 

 

平成 27 年度の国立大学（理工系）入学定員数      平成 27 年度の全大学（理工系）入学定員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）全国学校データ研究所「全国学校総覧（2015 年版）」より福岡県企業立地課集計 

 

 

 

 
 

平成 27 年度の福岡県の大学数は 34、学生数は 119,931 人で、人口千人当り学生数は 23.4 人と全
国平均の 22.3 人を上回っている。 

 
大学数、学生数（平成 27 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  

理工系学部理工系学部理工系学部理工系学部((((国立国立国立国立))))の入学定員数は全国２位の入学定員数は全国２位の入学定員数は全国２位の入学定員数は全国２位    

注) 1.学校数は大学本部所在地による 

   2.学生数は大学院等を含む 

資料) 文部科学省「学校基本調査報告書」、国土地理協会「住民基本台帳人口要覧」 

人口千人当りの大学生数は全国を上回る人口千人当りの大学生数は全国を上回る人口千人当りの大学生数は全国を上回る人口千人当りの大学生数は全国を上回る    

（単位：大学、人）

人口千人当り

学生数

全国 779 2,860,210 22.3

九州８県 81 240,592 16.4

福岡県 34 119,931 23.4

佐賀県 2 8,831 10.4

長崎県 10 19,039 13.5

熊本県 9 28,608 15.7

大分県 5 15,620 13.1

宮崎県 7 11,357 10.0

鹿児島県 6 17,252 10.2

沖縄県 8 19,954 13.7

学校数 学生数

4,022

2,224
2,020 1,980

1,871

0 
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1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

東京都 福岡県 愛知県 北海道 京都府

(人)
23,731

12,265

9,007

7,315
5,939

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 福岡県

(人)
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福岡県の留学生数は平成 25 年以降増加傾向にあり、平成 27 年は 15,103 人（全国３位）と前年よ

り 6.0％増加した。 

 

留学生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」より福岡県国際政策課作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

留学生数は平成 25 年以降増加傾向                       

12,478
12,115
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＜＜＜＜福岡県の商工業福岡県の商工業福岡県の商工業福岡県の商工業＞＞＞＞    

16161616．製造業．製造業．製造業．製造業    

（１）主要産業（１）主要産業（１）主要産業（１）主要産業    
 

 

平成 26 年の福岡県の製造品出荷額等は 8.4 兆円と前年を上回ったものの、全国に占める割合は
2.8％と前年の据え置きとなった。 

 
製造品出荷額等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 経済産業省「工業統計調査」、総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」 
 

 

 

 

平成 26 年の福岡県の製造品出荷額等は全国 11 位、付加価値額は全国 15 位とそれぞれ前年同様で
あった。 

 
製造品出荷額等の上位都道府県（平成 26 年） 付加価値額の上位都道府県（平成 26 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 経済産業省「工業統計調査」 

 

  

製造品出荷額等は前年を上回る製造品出荷額等は前年を上回る製造品出荷額等は前年を上回る製造品出荷額等は前年を上回る    

製造品出荷額等は全国製造品出荷額等は全国製造品出荷額等は全国製造品出荷額等は全国 11111111 位位位位    
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23.0%

製造品出荷額等

305兆1,400億円
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平成 26 年の福岡県の製造品出荷額等の業種別内訳をみると、輸送機械が 28.7％で最も多くなっ
ており、次いで鉄鋼（10.7％）、食料品（10.7％）の順となっている。全国と比べると特に輸送機械
の割合が大きい。 

 
製造品出荷額等の業種別内訳（平成 26 年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 
注)従業員数４人以上 

資料) 経済産業省「工業統計調査」 

 

 

 

福岡県の製造品出荷額等の業種別構成比の推移をみると、輸送機械のシェアが 28.7％と上昇して
いる。 

 
製造品出荷額等の業種別構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

注）1.平成 11 年の「その他」は一般機械、電子・デバイスを含む 

2.平成 16 年の「その他」は一般機械を含む 

3.平成 20 年より一般機械は生産用機械、はん用機械、業務用機械に細分化された 

資料)福岡県「福岡県の工業」、経済産業省「工業統計調査」 

 
 

        

輸送機械のシェアが上昇輸送機械のシェアが上昇輸送機械のシェアが上昇輸送機械のシェアが上昇    

福岡県の主力製造品は輸送機械、鉄鋼、食料品福岡県の主力製造品は輸送機械、鉄鋼、食料品福岡県の主力製造品は輸送機械、鉄鋼、食料品福岡県の主力製造品は輸送機械、鉄鋼、食料品    

〔全国〕 〔福岡県〕 
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平成 26 年の福岡県の出荷額は２兆 4,185 億円と、前年より 1.0％減少した。また、平成 27 年度の

北部九州の自動車生産台数は 1,322 千台と前年より 2.6 万台増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

注) 従業者数４人以上の事業所 

資料) 経済産業省「工業統計調査」                         資料) 各社聞き取りにより作成 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

注) 従業者数４人以上の事業所 

資料) 経済産業省「工業統計調査」 

 

  

製造品出荷額は電子部品・デバイス製造業製造品出荷額は電子部品・デバイス製造業製造品出荷額は電子部品・デバイス製造業製造品出荷額は電子部品・デバイス製造業などなどなどなど 15151515 業種で前年比プラス業種で前年比プラス業種で前年比プラス業種で前年比プラス    

輸送用機械輸送用機械輸送用機械輸送用機械器具器具器具器具製造業製造業製造業製造業    

食料品製造業食料品製造業食料品製造業食料品製造業    鉄鋼業鉄鋼業鉄鋼業鉄鋼業    

平成 26 年の出荷額は 9,042 億円と、前年よ
り 1.1％増加した。 

平成 26 年の出荷額は 9,047 億円と、前年よ
り 9.7％増加した。 

 

【参考】北部九州自動車生産台数の推移 
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注) 従業者数４人以上の事業所 

資料) 経済産業省「工業統計調査」 

 
 
 

飲飲飲飲料・た料・た料・た料・たばこばこばこばこ・・・・飼飼飼飼料製造業料製造業料製造業料製造業    

金属金属金属金属製品製造業製品製造業製品製造業製品製造業    

平成 26 年の出荷額は 4,859 億円と、前年よ
り 14.1％増加した。 

 

平成 26 年の出荷額は 4,922 億円と、前年よ

り 12.0％減少した。 

化化化化学工業学工業学工業学工業    

平成 26 年の出荷額は 5,307 億円と、前年よ

り 6.9％増加した。 

一般一般一般一般機械機械機械機械器具器具器具器具製造業製造業製造業製造業    

平成 26 年の出荷額は 5,240 億円と、前年よ
り 8.7％増加した。 

注）平成 21 年以降は生産用機械、はん用機械、業務用

機械の計で正確には平成 20 年以前の一般機械器

具と接続しない 
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注) 従業者数４人以上の事業所 

資料) 経済産業省「工業統計調査」

電電電電気気気気機械機械機械機械器具器具器具器具製造業製造業製造業製造業    

情報通信情報通信情報通信情報通信機械機械機械機械器具器具器具器具製造業製造業製造業製造業    

平成 26 年の出荷額は 2,754 億円と、前年よ
り 7.0％増加した。 

平成 26 年の出荷額は 108 億円と、前年より

17.6％減少した。 

電子部品・デバイス製造業電子部品・デバイス製造業電子部品・デバイス製造業電子部品・デバイス製造業    

平成 26 年の出荷額は 2,475 億円と、前年よ
り 25.4％増加した。 
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小石原焼小石原焼小石原焼小石原焼    上上上上野焼野焼野焼野焼    

資料) 八女福島仏壇仏具協同組合 資料) 博多人形商工業協同組合 

資料) 小石原焼陶器協同組合 資料) 上野焼協同組合 

平成 26 年の生産額は 7.0 億円と、前年より
6.7％減少した。 

 

生産額と従業者数の推移 

平成 26 年の生産額は 6.9 億円と、前年より
1.4％減少した。 

 

生産額と従業者数の推移 

平成 26 年の生産額は 5.9 億円と、前年より
3.5％増加した。 

 

生産額と従業者数の推移 

平成 26 年の生産額は 1.0 億円と、前年より
11.1％増加した。 

 

生産額と従業者数の推移 

八女八女八女八女福福福福島仏壇島仏壇島仏壇島仏壇    博多人博多人博多人博多人形形形形    
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福岡県における平成 26 年の卸売業の年間販売額は 13.5 兆円で全国４位となっている。一方、小
売業の年間販売額は 4.8 兆円で全国９位となっている。 

 

    卸売業年間販売額の上位都道府県の動向                 小売業年間販売額の上位都道府県の動向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）経済産業省「商業統計」第２巻産業編１表 

 

 

 

 

 

福岡県における平成 26 年の卸売業の年間販売額の全国シェアは 3.8％となっている。一方、小売
業の年間販売額の全国シェアは 3.9％となっている。 

 

卸売業年間販売額の推移        小売業年間販売額の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「商業統計」と「平成 24 年経済センサス活動調査」とは統計の手法が異なるため、比較はできない 

資料）経済産業省「商業統計」第２巻産業編第１表、総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」産業横断的集計 

 

 

 
 

 
  

卸卸卸卸売業の年売業の年売業の年売業の年間間間間販売額は全国４位、販売額は全国４位、販売額は全国４位、販売額は全国４位、小小小小売業は全国９位売業は全国９位売業は全国９位売業は全国９位    

年年年年間間間間販売額の全国シェアは販売額の全国シェアは販売額の全国シェアは販売額の全国シェアは卸卸卸卸売業売業売業売業 3333....8888％％％％、、、、小小小小売業売業売業売業 3333.9.9.9.9％％％％    
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福岡県における平成 26 年の卸売業の事業所数は 18,147 事業所で全国シェアは 4.7％、小売業事

業所数は 43,473事業所、全国シェアは 4.2％となっている。 
  

卸売業事業所数の推移           小売業事業所数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「商業統計」と「平成 24 年経済センサス活動調査」とは統計の手法が異なるため、比較はできない 

資料）経済産業省「商業統計」第２巻産業編第１表、総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」産業横断的集計 

 

 

 

 

 

福岡県における平成 26 年の卸売業の従業者数は 16 万 6,294 人で全国シェアは 4.2％となってい
る。また、小売業の従業者数は 32 万 1,350 人で全国シェアは 4.2％となっている。 

 

卸売業従業者数の推移          小売業従業者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注）「商業統計」と「平成 24 年経済センサス活動調査」とは統計の手法が異なるため、比較はできない 

資料）経済産業省「商業統計」第２巻産業編第１表、総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」産業横断的集計 

従従従従業員数の全国シェアは業員数の全国シェアは業員数の全国シェアは業員数の全国シェアは卸卸卸卸売業、売業、売業、売業、小小小小売業とも売業とも売業とも売業とも 4444....2222％％％％    

事業所数の全国シェアは事業所数の全国シェアは事業所数の全国シェアは事業所数の全国シェアは卸卸卸卸売業売業売業売業 4444....7777％％％％、、、、小小小小売業売業売業売業 4444....2222％％％％    
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福岡県における平成 26 年のサービス業の事業所数は 54,096事業所で、全国（1,352,159事業所）
に占める割合は 4.0％となっている。一方、福岡県における売上高は、６兆 1,999 億円で、全国（191
兆 4,635 億円）に占める割合は 3.2％となっている。なお、順位は事業所数が全国８位、売上高が
７位である。 
 

サービス業事業所数の全国に占める位置                サービス業売上高の全国に占める位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）売上高は数値が公表されている業種の合計 
資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」 

 

 

 

 

福岡県における平成 26 年のサービス業事業所数は 54,096事業所、従業者数は 59.6 万人と、とも
に前回より減少している。 

 

事業所数と従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 1.平成 21 年は経済センサスの分類を組み替え、事業所・企業統計調査の分類に一致させた 
2.平成 21 年より調査手法の変更があったため前回調査との差数が全て増加・減少を示すものではない 
3.平成 18年までは「医療・福祉」「教育・学習支援」「複合」「その他」各サービス計 

     資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」、 
「平成 21 年経済センサス基礎調査」、「事業所・企業統計」 

 

  

ササササーーーービビビビス業の事業所数は全国８位、売上ス業の事業所数は全国８位、売上ス業の事業所数は全国８位、売上ス業の事業所数は全国８位、売上高高高高は全国７位は全国７位は全国７位は全国７位    

ササササーーーービビビビス業、事業所数・ス業、事業所数・ス業、事業所数・ス業、事業所数・従従従従業者数ともに減少業者数ともに減少業者数ともに減少業者数ともに減少    
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情報通信業

売上高

全国

19兆7,380億円

 

 

福岡県におけるソフトウェアサービス業を含む情報サービス業の売上高は 4,178 億円で、全国（19

兆 7,380 億円）に占める割合は 2.1％となった。順位は全国５位である。 

 
情報サービス業売上高の全国に占める位置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した値 
資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」 

 

 

 

 

福岡県におけるソフトウェアサービス業を含む情報サービス業・インターネット付随サービス業

の事業所数は 1,433 事業所、従業者数は２万 7,238 人と前回調査より減少している。 

 

情報サービス業・インターネット付随サービス業 事業所数と従業者数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料) 総務省 「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」、 
 「平成 21 年経済センサス基礎調査」、「事業所統計」 

 
 
 
  

情報サービス業の売上高は全国５位情報サービス業の売上高は全国５位情報サービス業の売上高は全国５位情報サービス業の売上高は全国５位    

情報サービス業・インターネット付随サービス業、事業所数・従業者数ともに減少情報サービス業・インターネット付随サービス業、事業所数・従業者数ともに減少情報サービス業・インターネット付随サービス業、事業所数・従業者数ともに減少情報サービス業・インターネット付随サービス業、事業所数・従業者数ともに減少    

1,135

1,367

1,913

1,687
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33,320 

38,573 
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27,238 

0
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（事業所）
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従業者数（右軸）

事業所数（左軸）

（事業所）

事業所数（左軸）

年

（人）
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東京都

37.2%

大阪府

4.9%
埼玉県

4.2%

神奈川県

3.8%

愛知県

3.6%

北海道

3.1%

兵庫県

2.6%

その他

37.4% 医療、福祉
売上高

全国
91兆9,300億円

福岡県福岡県福岡県福岡県 3.13.13.13.1％％％％

2222兆兆兆兆8888,,,,728728728728億円億円億円億円

 

 

福岡県における医療・福祉サービス業の売上高は２兆 8,728 億円で、全国（91 兆 9,300 億円）に

占める割合は 3.1％となった。全国の順位は６位である。 

 
医療・福祉売上高の全国に占める位置 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した値 
資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」 

 
 

 

 

福岡県における医療・福祉サービス業の事業所数は 15,376 事業所で前回調査より若干減少した。

また、従業者数は 28.6 万人と約１万４千人減少した。 
 

医療・福祉 事業所数と従業者数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料) 総務省 「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」、 
 「平成 21 年経済センサス基礎調査」、「事業所統計」 

 

医療・福祉サービス業の売上高は全国６位医療・福祉サービス業の売上高は全国６位医療・福祉サービス業の売上高は全国６位医療・福祉サービス業の売上高は全国６位    

医療・福祉サービス業、事業所数・従業者数ともに減少医療・福祉サービス業、事業所数・従業者数ともに減少医療・福祉サービス業、事業所数・従業者数ともに減少医療・福祉サービス業、事業所数・従業者数ともに減少    

�
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4,390 4,324 4,278 4,273 4,296

4,576
4,845 4,958

5,431

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26平成

（億円）

（年）

8,646 8,674 8,592 8,646 
8,178 8,366 

8,892
9,151

9,690
10,128

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26平成

（千人）

（年）

19191919．観光．観光．観光．観光    
 

 

平成 26 年の福岡県の観光入込客数は前年比 2.4％増の 1億 982 万人と、前年を上回った。消費額

も同様に、前年比 9.6％増の 5,431 億円となった。また、県内宿泊者数も、前年比 4.5％増の 1,013

万人となっている。 
 
 

観光入込客数の推移                              観光消費額の推移 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

県内宿泊者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

 

 

 

資料) 福岡県観光局観光政策課「福岡県観光入込客推計調査」 

 

 

 

 
 

  

観光入込客数・消費額・県内宿泊者数いずれも前年比プラス観光入込客数・消費額・県内宿泊者数いずれも前年比プラス観光入込客数・消費額・県内宿泊者数いずれも前年比プラス観光入込客数・消費額・県内宿泊者数いずれも前年比プラス    
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平成 26 年の福岡県の入国外国人数は 121.3 万人と、前年を 27.7 万人上回り、初めて 100 万人を

突破した。 

 

外国人入国者数の推移 

 
 〔全国〕   〔福岡県〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注）平成 24 年以降は、船舶観光上陸数を含む 

 

 

資料) 法務省「出入国管理統計年報」 

 

 

 

 

 

平成 26 年の福岡県の国際コンベンション開催数は 411 件と、東京都（565 件）に次いで全国２位

である。 
 

 

国際コンベンション開催件数と全国シェアの推移         国際コンベンション開催数、上位５都府県 

 

 

   

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 
 
 

 

 
 

資料）日本政府観光局調べ 
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国際コンベンション開催数は全国２位国際コンベンション開催数は全国２位国際コンベンション開催数は全国２位国際コンベンション開催数は全国２位    

（単位：件）

順位 都道府県 平成25年 平成26年
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平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

340 372 4,712 4,476

13 14 467 147

12 12 195 247

69 62 85 72 54 791 696 942 659 565 131 142

21,010 20,149 21,792 19,905 19,772 175,095 163,042 190,731 157,513 153,115  22,604  40,838

13,230 12,258 13,107 12,430 12,811 260,373 252,747 261,078 254,449 252,592 85,424 82,983

148 137 183 188 225 8,619 8,176 8,968 9,000 9,432 －  4,726

2,066 2,334 3,102 2,660 2,693 45,233 56,923 57,536 57,529 53,923 5,733 15,702

5,561 5,446 5,998 5,682 5,740 119,994 119,053 151,072 141,599 134,699 －  20,006

70,339 68,552 66,236 60,494 61,620 527,597 525,346 527,410 486,467 502,722 189,271 196,903

3,906 3,709 3,808 3,701 3,707 54,507 55,185 57,975 64,952 58,769 －  43,122

12,198 11,550 15,230 13,885 14,132 36,241 38,178 60,036 56,639 61,645 12,076 12,334

31,401 29,613 30,027 27,785 28,694 188,062 184,784 220,828 211,240 214,228 6,849 7,565

63,671 65,040 66,517 64,520 69,053 592,087 654,766 722,638 726,206 788,008 －  68,337

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 9,347 8,672 9,324 － － 60,163 54,872 60,808 6,760 7,682

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 19,944 18,977 19,538 － － 108,485 98,050 99,780 12,534 12,429

医 療 ・ 福 祉 12,470 13,768 15,280 15,867 18,359 210,967 239,522 274,575 300,269 340,698 22,680 28,728

教 育 ・ 学 習 支 援 業 6,276 6,172 5,980 5,878 6,250 51,627 62,780 73,552 72,196 71,651 1,016 5,044

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,039 1,671 1,282 1,063 1,101 11,187 22,209 12,703 10,157 19,300 919 1,503

サービス業（他に分類されないもの） 43,886 43,429 14,684 14,063 14,481 318,306 330,255 193,160 190,662 195,771 10,781 12,951

223,964 219,248 226,803 212,017 219,212 2,013,973 2,063,766 2,267,485 2,174,722 2,237,808 － 493,244

従業者数　（単位：人）

8,271

事業所数　（単位：事業所）

8,110718

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水 道業

サ ー ビ ス 業

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

卸 売 ・ 小 売 業

586751695

売上高（億円）

運 輸 業 ・ 郵 便 業

製 造 業

林 業

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

漁 業

鉱 業 ・採 石業 ・砂 利採 取業

情 報 通 信 業

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

8,469

金 融 ・ 保 険 業

711

農 業

平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

14,137 15,387 166,338 183,170

1,675 1,716 17,410 17,349

2,706 2,675 38,468 37,104

3,287 3,022 2,915 2,286 1,980 37,549 33,497 30,684 21,427 19,894 5,707 13,500

564,352 548,861 583,616 525,457 515,079 4,382,413 4,144,037 4,320,444 3,876,621 3,791,583 705,468 910,441

576,412 548,159 536,658 493,380 487,061 9,940,449 9,921,247 9,826,839 9,247,717 9,188,125 2,998,072 3,093,977

3,073 3,049 4,199 3,935 4,506 188,914 180,740 210,533 201,426 196,848 217,016 260,634

54,462 59,316 77,900 67,204 66,236 1,382,316 1,592,105 1,724,414 1,627,310 1,630,679 211,453 473,464

130,056 129,627 147,611 135,468 134,118 2,822,174 2,870,611 3,571,963 3,301,682 3,248,284 514,732 597,891

1,626,443 1,601,548 1,555,333 1,405,021 1,407,235 12,218,819 12,366,590 12,695,832 11,746,468 12,031,345 4,918,178 5,239,413

85,573 83,985 91,888 88,831 87,015 1,431,140 1,428,448 1,587,909 1,589,449 1,512,904 － 1,180,456

316,471 318,537 407,793 379,719 384,240 965,827 1,010,022 1,546,688 1,473,840 1,491,725 347,049 353,281

802,707 786,167 778,048 711,733 725,090 4,816,722 4,868,840 5,700,699 5,420,832 5,489,571 190,483 199,341

1,547,138 1,620,510 1,667,925 1,609,884 1,696,252 13,658,857 15,530,668 16,848,529 16,974,388 18,472,291 － 2,075,134

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 239,969 219,470 228,411 － － 1,781,721 1,663,790 1,786,708 270,830 297,906

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 509,966 480,617 486,006 － － 2,713,386 2,545,797 2,508,495 369,347 354,251

医 療 ・ 福 祉 275,499 311,148 344,071 358,997 418,640 4,156,236 4,822,434 5,629,966 6,178,938 7,191,248 755,633 919,300

教 育 ・ 学 習 支 援 業 164,333 170,121 168,172 161,287 169,956 1,367,742 1,589,371 1,725,610 1,721,559 1,802,787 28,639 116,043

複 合 サ ー ビ ス 事 業 30,587 48,997 38,586 33,357 34,848 355,781 706,523 406,920 342,426 518,722 32,011 43,185

サービス業（他に分類されないもの） 1,076,719 1,090,244 367,161 356,156 358,391 7,779,098 8,412,340 4,590,926 4,521,755 4,664,331 310,465 344,449

5,728,492 5,722,559 5,886,193 5,453,635 5,541,634 52,067,396 54,184,428 58,442,129 55,837,252 57,427,704 － 14,433,733

従業者数　（単位：人）

32,307 377,595

事業所数　（単位：事業所）

32,822

宿 泊業 ・飲食サービ ス業

金 融 ・ 保 険 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

建 設 業

356,215 38,865354,455 36,201

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

農 業

林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

30,717

不 動 産 業 ・ 物 品賃 貸業

卸 売 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

売上高（億円）

＜その他＞＜その他＞＜その他＞＜その他＞    

データ①データ①データ①データ①    事業所数及び従業者数の推移（産業大分類別）事業所数及び従業者数の推移（産業大分類別）事業所数及び従業者数の推移（産業大分類別）事業所数及び従業者数の推移（産業大分類別）    
（福岡県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（全 国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注）1.平成 19 年 11 月新分類による 

2.平成 21 年より調査手法の変更があったため前回調査との差数が全て増加・減少を示すものではない 

3.平成 18 年以前は旧分類の数値を記載   4.民営事業所数の値 

5.売上高は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した値 

6.地域別の数値は秘匿処理の市町村を含まないため、４地域の合計が福岡県の数値と一致しないことがある 

資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」付表２、「事業所・企業統計調査」 
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平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

74 100 1,126 1,376

5 6 97 100

8 8 167 217

 14  12 24 20 13  90  63 154 123 78 15 35

8,773 8,573 9,598 8,908 9,076 83,767 80,334 104,464 78,366 80,118 …  24,169

4,910 4,616 4,969 4,669 4,844 84,839 82,618 83,717 81,940 79,999 23,181 20,642

73 76 90 89 121 5,550 5,927 5,767 5,835 6,389 …  844

1,504 1,708 2,294 1,992 2,098 36,821 44,508 46,152 48,483 45,488 … 14,543

2,743 2,727 2,930 2,789 2,882 62,348 64,270 84,176 80,869 74,567 …  12,053

32,033 32,455 32,281 30,067 31,762 286,741 291,309 295,981 276,315 292,269 139,718 145,515

1,845 1,815 1,889 1,856 1,925 30,921 33,638 35,059 40,612 36,331 …  32,570

 6,122  5,816 8,245 7,515 7,933  22,782  24,036 37,911 36,225 40,593 9,152 9,607

 15,313  14,766 14,984 13,925 14,956  103,795  105,964 127,313 119,816 126,297 4,227 4,728

29,180 30,631 31,761 30,764 33,863 300,581 342,661 377,607 377,463 418,229 … 41,374

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 5,671 5,236 5,757 － － 38,442 34,811 40,234 4,984 5,477

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 9,074 8,583 9,216 － － 58,056 50,647 53,197 7,303 6,833

医 療 ・ 福 祉  5,301  6,041 6,665 7,073 8,372  86,363  104,216 116,287 130,608 151,680 11,994 16,752

教 育 ・ 学 習 支 援 業  2,968  2,995 2,971 3,026 3,299  28,088  37,083 45,067 44,259 43,587 … 3,443

複 合 サ ー ビ ス 事 業  405  671 513 425 441  4,928  10,944 5,628 4,386 9,526 … 495

サービス業（

他に分類されないもの

）  20,506  20,924 6,867 6,421 6,778  181,202  190,418 114,127 112,752 120,005 … 8,375

102,597 103,309 109,307 102,833 109,720 1,019,625 1,077,021 1,201,267 1,149,075 1,202,994 … 306,685

事業所数　（単位：事業所） 従業者数　（単位：人）

239

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

3,028 266林 業

漁 業

鉱 業 ・採 石業 ・砂 利採 取業

建 設 業

2,636 328

製 造 業

農 業

242 247 2,966

電気・ガス・熱供給・水 道業

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

サ ー ビ ス 業

売上高（億円）

平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

78 82 1,097 878

2 2 106 3

2 2 22 15

 37  35 41 36 33  421  383 468 328 362 58 64

5,771 5,539 6,091 5,515 5,372 49,417 44,706 48,693 45,970 40,543 …  9,978

2,914 2,782 3,129 2,971 3,086 82,477 85,727 91,134 86,417 87,821 39,216 38,665

49 38 47 57 60 2,162 1,437 2,020 2,119 2,037 …  2,094

359 398 524 428 381 6,146 9,323 8,787 6,939 6,452 … 952

1,771 1,732 1,903 1,758 1,730 34,995 34,244 41,150 36,621 35,839 …  5,487

18,741 17,984 16,956 15,087 14,873 124,069 122,051 121,076 109,650 109,988 28,374 29,530

989 907 950 915 902 12,468 11,482 12,415 13,888 12,054 …  5,750

 4,056  3,809 4,495 4,052 3,910  9,082  9,514 14,546 13,263 13,474 2,009 1,938

 8,521  7,882 8,057 7,418 7,340  44,898  42,230 51,230 49,658 47,741 1,376 1,583

16,820 16,901 17,356 16,850 17,622 148,134 162,066 183,759 186,094 197,282 … 14,336

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 2,034 1,882 1,962 － － 14,345 12,843 13,374 1,263 1,530

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 5,433 5,219 5,208 － － 27,274 24,842 24,285 2,354 2,283

医 療 ・ 福 祉  3,523  3,815 4,272 4,358 4,886  58,168  64,553 77,436 82,899 92,142 5,144 6,209

教 育 ・ 学 習 支 援 業  1,748  1,667 1,603 1,506 1,594  12,823  14,547 15,809 14,764 15,914 … 914

複 合 サ ー ビ ス 事 業  238  419 312 270 294  1,630  4,581 2,602 1,865 4,317 … 215

サービス業（他に分類されないもの）  11,311  11,000 3,702 3,615 3,678  75,513  78,385 46,293 48,881 47,250 … 3,185

60,110 58,093 59,700 55,226 55,449 515,494 524,059 577,084 552,505 555,104 …  111,877

139

従業者数　（単位：人）事業所数　（単位：事業所）

1,511

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

55林 業

漁 業

1,558 65

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水 道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 売 ・ 小 売 業

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

サ ー ビ ス 業

売上高（億円）

金 融 ・ 保 険 業

151 140 1,806

鉱 業 ・採 石業 ・砂 利採 取業

建 設 業

農 業

（福岡地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北九州地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)1.平成 19 年 11 月新分類による 

2.平成 21 年より調査手法の変更があったため前回調査との差数が全て増加・減少を示すものではない 

3.平成 18 年以前は旧分類の数値を記載   4.民営事業所数の値 

5.売上高は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した値 

6.地域別の数値は秘匿処理の市町村を含まないため、４地域の合計が福岡県の数値と一致しないことがある 

資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」付表２、「事業所・企業統計調査」 
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平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

39 48 350 462

2 3 7 7

0 0 0 0

12 12 15 11 6 226 234 273 180 121 8  0

2,272 2,192 2,134 1,906 1,827 14,047 12,918 12,341 11,383 10,524 …  1,625

1,291 1,262 1,352 1,304 1,356 31,838 32,645 35,174 36,211 35,591 12,500 13,503

7 6 13 12 14 231 155 308 306 300 …  20

51 71 94 79 61 422 841 619 762 716 … 65

316 309 397 374 373 6,985 6,346 8,305 7,964 8,317 …  733

6,311 6,155 5,657 5,020 4,749 35,159 36,542 36,288 32,804 31,239 5,442 5,406

319 300 294 279 255 2,801 2,615 2,731 2,582 2,549 …  1,241

415 391 603 525 524 1,045 1,040 2,269 1,835 2,052 185 180

2,382 2,339 2,250 2,072 2,007 11,455 11,260 12,375 12,021 11,994 316 335

5,521 5,838 5,891 5,665 5,927 46,667 50,706 56,257 55,684 58,503 … 3,206

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 480 447 443 － － 2,117 2,056 2,015 150 181

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 1,908 1,792 1,769 － － 8,406 8,463 8,324 683 725

医 療 ・ 福 祉 1,171 1,361 1,548 1,572 1,850 22,955 25,352 28,879 30,643 34,621 1,855 1,685

教 育 ・ 学 習 支 援 業 355 368 344 310 322 2,363 2,651 4,310 4,100 2,836 … 157

複 合 サ ー ビ ス 事 業 99 181 152 139 141 1,005 1,946 1,193 1,290 1,748 … 58

サービス業（

他に分類されないもの

） 3,896 3,928 1,459 1,405 1,402 20,344 20,757 11,352 9,132 8,959 … 401

18,938 18,926 18,786 17,327 17,178 151,233 155,771 167,550 162,460 162,553 … 26,484

事業所数　（単位：事業所） 従業者数　（単位：人）

農 業

86 79 610 647 50林 業

漁 業

鉱 業 ・採 石業 ・砂 利採 取業

建 設 業

製 造 業

80 728

電気・ガス・熱供給・水 道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

売上高（億円）

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

サ ー ビ ス 業

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

67

平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成16年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成24年 平成26年

149 142 2,139 1,760

4 3 257 37

2 2 6 15

 6  3 5 5 2  54  16 47 28 4 … 0

4,194 3,845 3,969 3,576 3,497 27,864 25,084 25,233 21,794 21,930 …  5,068

4,115 3,598 3,657 3,486 3,525 61,219 51,757 51,053 49,881 49,181 10,527 10,174

19 17 33 30 30 676 657 873 740 706 …  360

152 157 190 161 153 1,844 2,251 1,978 1,345 1,267 … 111

731 678 768 761 755 15,666 14,193 17,441 16,145 15,976 …  1,721

13,254 11,958 11,342 10,320 10,236 81,628 75,444 74,065 67,698 69,226 15,737 16,451

753 687 675 651 625 8,317 7,450 7,770 7,870 7,835 …  3,544

 1,605  1,534 1,887 1,793 1,765  3,332  3,588 5,310 5,316 5,526 729 608

 5,185  4,626 4,736 4,370 4,391  27,914  25,330 29,910 29,745 28,196 931 920

12,150 11,670 11,509 11,241 11,641 96,705 99,333 105,015 106,965 113,994 … 8,792

学術研究，専門・技術サービ ス業 － － 1,162 1,107 1,162 － － 5,259 5,162 5,185 362 488

生活関連サ ー ビ ス業 ，娯 楽業 － － 3,529 3,383 3,345 － － 14,749 14,098 13,974 2,195 2,589

医 療 ・ 福 祉  2,475  2,551 2,795 2,864 3,251  43,481  45,401 51,973 56,119 62,255 3,688 4,082

教 育 ・ 学 習 支 援 業  1,205  1,142 1,062 1,036 1,035  8,353  8,499 8,366 9,073 9,314 … 514

複 合 サ ー ビ ス 事 業  297  400 305 229 225  3,624  4,738 3,280 2,616 3,709 … 129

サービス業（他に分類されないもの）  8,173  7,577 2,656 2,622 2,623  41,247  40,695 21,388 19,897 19,557 … 990

42,319 38,920 39,010 36,631 36,865 327,621 306,915 321,584 310,682 317,157 …  48,199

3,316林 業

漁 業

サ ー ビ ス 業

全 産 業 （ 公 務 除 く ）

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水 道業

情 報 通 信 業

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

売上高（億円）

206

鉱 業 ・採 石業 ・砂 利採 取業

建 設 業

237 3,155

従業者数　（単位：人）事業所数　（単位：事業所）

281

運 輸 業 ・ 郵 便 業

農 業

239 245 2,889

（筑豊地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筑後地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
注)1.平成 19 年 11 月新分類による 

2.平成 21 年より調査手法の変更があったため前回調査との差数が全て増加・減少を示すものではない 

3.平成 18 年以前は旧分類の数値を記載   4.民営事業所数の値 

5.売上高は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した値 

6.地域別の数値は秘匿処理の市町村を含まないため、４地域の合計が福岡県の数値と一致しないことがある 

資料) 総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」、「平成 24 年経済センサス活動調査」付表２、「事業所・企業統計調査」 
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事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 8,765 257,773 7,548,975

平 成 12 年 8,638 252,420 7,367,880

平 成 13 年 8,061 245,757 7,357,077

平 成 14 年 7,511 227,572 6,982,022

平 成 15 年 7,484 222,868 7,257,990

平 成 16 年 6,966 217,871 7,332,325

平 成 17 年 7,053 219,368 7,751,547

平 成 18 年 6,620 221,693 8,159,756

平 成 19 年 6,872 232,619 8,621,731

平 成 20 年 6,970 227,758 8,596,534

平 成 21 年 6,434 216,161 7,767,530

平 成 22 年 6,172 218,092 8,207,581

平 成 23 年 6,068 206,938 8,125,832

平 成 24 年 5,956 213,005 8,333,733

平 成 25 年 5,728 209,710 8,193,015

平 成 26 年 5,599 209,864 8,433,642

事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 345,457 9,377,750 291,449,554

平 成 12 年 341,421 9,183,833 300,477,604

平 成 13 年 316,267 8,866,220 286,667,406

平 成 14 年 290,848 8,323,589 269,361,805

平 成 15 年 293,911 8,228,150 273,734,436

平 成 16 年 270,906 8,113,676 284,418,266

平 成 17 年 276,716 8,159,364 296,241,799

平 成 18 年 258,543 8,225,442 314,834,621

平 成 19 年 258,232 8,518,545 336,756,635

平 成 20 年 263,061 8,364,607 335,578,825

平 成 21 年 235,817 7,735,789 265,259,031

平 成 22 年 224,403 7,663,847 289,107,683

平 成 23 年 233,186 7,472,111 284,968,753

平 成 24 年 216,262 7,425,339 288,727,639

平 成 25 年 208,029 7,402,984 292,092,130

平 成 26 年 202,410 7,403,269 305,139,989

データ②データ②データ②データ②    工業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移工業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移工業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移工業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移        

 

（福岡県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 従業者数４人以上の事業所 

資料)福岡県「福岡県の工業」、経済産業省「工業統計調査」 
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事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 3,024 77,207 1,963,577

平 成 12 年 3,010 74,301 1,905,531

平 成 13 年 2,780 74,241 1,906,549

平 成 14 年 2,601 68,971 1,759,374

平 成 15 年 2,582 67,438 1,788,583

平 成 16 年 2,413 64,489 1,858,858

平 成 17 年 2,413 64,628 1,888,522

平 成 18 年 2,271 64,417 1,936,338

平 成 19 年 2,440 66,540 2,080,454

平 成 20 年 2,438 65,482 2,087,371

平 成 21 年 2,234 62,620 1,899,734

平 成 22 年 2,112 62,390 1,925,164

平 成 23 年 2,148 59,074 1,999,770

平 成 24 年 2,071 61,319 2,014,136

平 成 25 年 1,982 61,492 1,879,755

平 成 26 年 1,939 62,389 1,946,946

事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 2,109 91,483 3,565,784

平 成 12 年 2,070 90,067 3,384,088

平 成 13 年 1,956 86,820 3,331,203

平 成 14 年 1,824 78,638 3,072,640

平 成 15 年 1,808 76,088 3,309,928

平 成 16 年 1,722 76,507 3,352,617

平 成 17 年 1,738 75,930 3,551,786

平 成 18 年 1,641 76,337 3,533,632

平 成 19 年 1,731 82,922 3,843,846

平 成 20 年 1,757 81,877 4,143,261

平 成 21 年 1,637 77,513 3,467,530

平 成 22 年 1,585 78,318 3,815,546

平 成 23 年 1,556 76,347 3,877,297

平 成 24 年 1,558 77,915 3,869,301

平 成 25 年 1,510 74,766 3,919,646

平 成 26 年 1,467 73,452 4,003,737

（福岡地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北九州地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 従業者数４人以上の事業所 

資料)福岡県「福岡県の工業」、経済産業省「工業統計調査」 
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事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 1,034 33,102 923,974

平 成 12 年 984 32,788 983,767

平 成 13 年 925 32,081 1,102,381

平 成 14 年 848 30,457 1,144,265

平 成 15 年 869 30,664 1,183,383

平 成 16 年 796 30,232 1,132,782

平 成 17 年 822 31,743 1,286,899

平 成 18 年 771 34,019 1,619,547

平 成 19 年 784 35,479 1,500,767

平 成 20 年 828 33,089 1,133,775

平 成 21 年 776 32,361 1,389,512

平 成 22 年 748 33,163 1,433,624

平 成 23 年 708 30,283 1,236,862

平 成 24 年 710 31,644 1,417,630

平 成 25 年 685 31,900 1,333,744

平 成 26 年 675 32,239 1,358,864

事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

(百万円）

平 成 11 年 2,598 55,981 1,095,641

平 成 12 年 2,574 55,264 1,094,493

平 成 13 年 2,400 52,531 1,016,944

平 成 14 年 2,238 49,506 1,005,742

平 成 15 年 2,225 48,678 976,097

平 成 16 年 2,035 46,643 988,068

平 成 17 年 2,080 47,067 1,024,340

平 成 18 年 1,937 46,920 1,070,240

平 成 19 年 1,917 47,678 1,196,664

平 成 20 年 1,947 47,310 1,232,128

平 成 21 年 1,787 43,667 1,010,754

平 成 22 年 1,727 44,221 1,033,246

平 成 23 年 1,656 41,234 1,011,904

平 成 24 年 1,617 42,127 1,032,666

平 成 25 年 1,551 41,552 1,059,869

平 成 26 年 1,518 41,784 1,124,095

 

（筑豊地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筑後地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 従業者数４人以上の事業所 

資料)福岡県「福岡県の工業」、経済産業省「工業統計調査」 
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 1,086 1,146 1,165 1,118 1,095 1,003 1,042 1,016 972
従 業 者 数 41,194 44,124 45,271 45,032 45,325 38,588 43,631 44,181 43,876
製造品出荷額等 765,299 852,351 881,389 883,658 867,743 855,588 899,582 894,710 904,171
事 業 所 数 173 185 187 180 177 181 168 162 161
従 業 者 数 3,656 3,893 3,924 3,856 3,730 3,656 3,780 3,694 3,668
製造品出荷額等 647,727 632,681 663,910 674,333 656,191 638,306 704,262 559,480 492,247
事 業 所 数 382 378 366 330 324 297 302 287 268
従 業 者 数 7,129 6,784 6,289 6,046 5,492 4,864 5,311 5,177 4,974
製造品出荷額等 62,977 61,557 62,133 58,020 44,435 40,840 47,625 47,446 46,775
事 業 所 数 343 324 317 287 260 240 250 224 209
従 業 者 数 4,151 3,963 3,781 3,371 3,118 2,792 3,201 2,848 2,700
製造品出荷額等 60,843 67,239 64,307 53,789 51,881 45,644 60,937 63,896 65,437
事 業 所 数 500 508 520 455 414 445 391 366 355
従 業 者 数 6,924 6,864 6,505 5,985 5,556 6,151 5,586 5,525 5,188
製造品出荷額等 102,698 107,255 100,024 88,815 79,835 89,747 87,098 86,079 82,460
事 業 所 数 150 159 153 147 140 129 130 128 126
従 業 者 数 3,985 4,314 4,184 4,061 3,803 3,612 3,495 3,396 3,350
製造品出荷額等 74,007 85,540 88,340 88,965 83,449 85,885 77,348 79,683 80,115
事 業 所 数 490 503 505 468 440 403 407 385 373
従 業 者 数 13,675 11,891 11,985 11,237 10,889 10,059 10,364 10,287 10,222
製造品出荷額等 241,583 244,543 232,504 218,705 216,282 196,293 204,968 208,790 209,405
事 業 所 数 121 126 129 127 131 135 146 142 145
従 業 者 数 7,105 7,401 7,624 7,603 8,433 7,385 8,525 8,458 8,506
製造品出荷額等 493,501 457,709 509,424 386,185 445,211 383,270 463,366 496,412 530,695
事 業 所 数 39 37 37 38 35 40 31 30 32
従 業 者 数 785 799 826 885 908 924 777 758 795
製造品出荷額
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 32,352 32,508 33,162 31,233 30,282 29,794 28,852 27,914 27,115
従 業 者 数 1,093,080 1,135,051 1,138,327 1,125,413 1,122,817 1,041,765 1,092,789 1,105,813 1,112,433
製造品出荷額等 22,673,228 24,196,346 24,941,562 24,448,076 24,114,367 24,144,891 24,301,989 24,948,095 25,936,077
事 業 所 数 4,576 4,542 4,868 4,549 4,391 4,737 4,373 4,254 4,128
従 業 者 数 102,594 105,164 107,376 104,328 102,045 99,639 100,891 100,371 99,451
製造品出荷額等 9,596,711 10,243,538 9,911,531 9,993,345 9,613,348 9,275,450 9,615,437 9,500,444 9,596,768
事 業 所 数 20,384 19,533 19,847 17,151 15,902 16,850 15,010 14,048 13,430
従 業 者 数 358,077 349,599 347,720 311,264 296,927 293,983 286,148 276,854 268,135
製造品出荷額等 4,190,352 4,293,139 4,687,733 3,868,190 3,789,828 3,955,598 3,922,821 3,767,913 3,822,304
事 業 所 数 8,563 8,146 7,999 6,978 6,456 6,663 6,092 5,752 5,547
従 業 者 数 120,630 118,702 112,641 99,891 96,045 96,817 93,920 93,272 91,497
製造品出荷額等 2,502,482 2,709,883 2,564,791 2,098,250 2,134,101 2,202,039 2,223,303 2,436,380 2,520,040
事 業 所 数 8,516 8,215 8,570 7,282 6,610 7,052 6,101 5,776 5,550
従 業 者 数 124,829 124,447 118,724 105,202 99,053 99,454 96,769 97,386 96,824
製造品出荷額等 2,157,783 2,270,255 2,041,130 1,640,460 1,575,390 1,673,939 1,730,851 1,819,001 1,915,042
事 業 所 数 7,457 7,414 7,391 6,949 6,685 6,775 6,382 6,116 5,969
従 業 者 数 208,585 209,882 204,994 194,569 189,807 188,851 186,608 181,608 181,868
製造品出荷額等 7,201,471 7,659,999 7,794,836 7,068,053 7,110,758 6,856,477 6,814,766 6,741,136 6,974,353
事 業 所 数 16,466 16,320 16,484 14,851 13,914 14,171 12,830 12,200 11,664
従 業 者 数 329,830 334,796 326,476 308,878 299,038 286,590 281,104 276,620 268,880
製造品出荷額等 6,855,822 6,982,336 6,737,842 6,172,133 6,044,642 5,548,877 5,481,652 5,420,686 5,415,918
事 業 所 数 4,824 5,034 5,007 4,831 4,742 5,017 4,787 4,720 4,669
従 業 者 数 343,798 356,738
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 481 531 533 513 507 487 502 491 473
従 業 者 数 22,705 24,438 25,131 25,363 25,601 22,350 25,451 25,815 26,251
製造品出荷額等 446,495 505,798 535,095 528,226 511,057 505,703 551,303 541,117 553,140
事 業 所 数 44 49 48 47 48 47 46 44 45
従 業 者 数 1,670 1,735 1,703 1,710 1,718 1,720 1,814 1,755 1,755
製造品出荷額等 584,928 559,671 583,482 599,149 584,447 575,280 626,794 484,285 413,654
事 業 所 数 126 131 126 113 104 108 104 99 93
従 業 者 数 2,068 2,166 2,044 1,931 1,578 1,506 1,448 1,410 1,328
製造品出荷額等 5,967 17,950 18,853 16,824 11,263 9,681 11,153 11,127 10,986
事 業 所 数 59 59 51 43 38 46 37 30 24
従 業 者 数 767 780 691 633 536 697 552 515 481
製造品出荷額等 11,238 12,182 10,915 9,898 8,823 11,745 11,290 11,938 11,834
事 業 所 数 124 137 140 124 101 103 93 86 86
従 業 者 数 1,405 1,497 1,454 1,394 1,224 1,168 1,154 1,169 1,183
製造品出荷額等 17,019 19,545 18,332 15,368 14,122 16,246 X 15,463 16,956
事 業 所 数 60 66 62 58 58 52 55 53 53
従 業 者 数 1,526 1,629 1,547 1,474 1,437 1,290 1,275 1,242 1,214
製造品出荷額等 27,898 32,682 31,128 33,001 31,895 29,317 25,928 26,673 25,634
事 業 所 数 270 289 290 270 252 234 230 214 212
従 業 者 数 8,288 6,699 6,704 6,302 5,981 5,654 5,640 5,580 5,613
製造品出荷額等 152,211 158,018 146,049 139,327 134,623 119,184 121,272 124,595 121,644
事 業 所 数 20 21 24 25 27 36 35 33 34
従 業 者 数 714 754 530 517 890 1,046 975 938 978
製造品出荷額等 17,410 25,480 22,551 19,586 27,868 45,124 28,522 24,068 29,387
事 業 所 数 11 11 11 11 9 14 8 9 10
従 業 者 数 117 113 113 119 98 108 63 66 77
製造品出荷額等 4,666 5,337 6,687 6,581 5,507 6,684 5,757 7,054 8,338
事 業 所 数 88 81 88 79 82 88 76 73 76
従 業 者 数 2,193 2,098 1,648 1,768 1,901 1,899 1,932 1,745 1,844
製造品出荷額等 35,984 35,781 25,396 25,487 27,688 32,841 31,687 28,899 31,209
事 業 所 数 5 5 7 7 6 11 10 10 11
従 業 者 数 1,200 1,230 1,301 1,263 1,226 1,263 1,190 1,214 1,206
製造品出荷額等 91,879 104,419 109,423 75,671 98,471 107,199 113,602 115,786 125,164
事 業 所 数 6 8 8 8 7 4 4 4 5
従 業 者 数 82 103 66 53 51 29 43 54 60
製造品出荷額等 X 1,163 660 594 500 355 X 571 569
事 業 所 数 129 134 125 114 114 104 114 108 100
従 業 者 数 2,020 2,022 1,771 1,538 1,562 1,654 1,487 1,448 1,425
製造品出荷額等 44,088 52,774 42,233 34,767 32,659 34,402 32,914 34,945 37,175
事 業 所 数 37 35 41 36 37 34 38 36 35
従 業 者 数 1,036 1,077 1,154 878 844 769 795 777 788
製造品出荷額等 40,514 50,981 53,136 29,888 31,480 31,874 30,787 30,874 36,992
事 業 所 数 13 15 18 21 15 14 14 15 14
従 業 者 数 292 273 367 328 217 236 275 235 237
製造品出荷額等 22,295 36,320 24,249 10,051 13,286 15,827 12,439 12,776 13,616
事 業 所 数 348 352 350 308 287 297 284 281 272
従 業 者 数 5,779 5,673 5,381 4,862 4,850 4,420 4,896 4,761 4,542
製造品出荷額等 103,813 107,681 100,842 84,219 82,777 79,997 95,314 94,469 97,323
事 業 所 数 180 217 - - - - - - -
従 業 者 数 4,985 5,771 - - - - - - -
製造品出荷額等 103,985 128,700 - - - - - - -
事 業 所 数 - - 91 80 73 73 75 69 75
従 業 者 数 - - 3,140 2,669 2,590 2,130 2,943 2,503 2,761
製造品出荷額等 - - 87,119 62,025 52,344 54,529 68,076 60,143 69,530
事 業 所 数 - - 130 107 103 107 97 95 92
従 業 者 数 - - 2,887 2,505 2,435 2,175 2,206 2,433 2,452
製造品出荷額等 - - 51,049 34,816 37,621 36,340 36,932 42,026 45,592
事 業 所 数 - - 17 19 18 27 20 16 19
従 業 者 数 - - 407 382 420 541 360 325 317
製造品出荷額等 - - X X 4,395 8,820 4,530 4,234 5,262
事 業 所 数 14 22 20 16 16 14 18 14 13
従 業 者 数 2,022 2,061 1,940 1,698 1,999 2,080 1,861 1,782 1,850
製造品出荷額等 102,426 X 97,473 64,600 100,641 146,865 99,687 104,852 143,891
事 業 所 数 79 86 76 76 69 86 73 71 68
従 業 者 数 2,899 3,248 2,874 2,854 2,805 3,313 2,499 3,375 3,411
製造品出荷額等 60,502 66,854 62,927 58,320 57,487 71,279 49,808 68,852 77,534
事 業 所 数 4 7 7 7 7 6 5 5 5
従 業 者 数 129 196 142 150 345 326 442 293 235
製造品出荷額等 2,178 X X X 2,798 3,721 3,139 3,007 2,412
事 業 所 数 36 41 44 40 35 42 30 33 33
従 業 者 数 1,015 1,301 1,336 1,186 1,181 1,675 1,101 1,202 1,587
製造品出荷額等 29,381 33,223 36,603 31,106 40,668 42,315 23,066 18,371 54,969
事 業 所 数 13 15 - - - - - - -
従 業 者 数 348 365 - - - - - - -
製造品出荷額等 4,758 4,429 - - - - - - -
事 業 所 数 124 128 131 112 3,524,602 114 103 93 91
従 業 者 数 1,157 1,311 1,151 1,043 99 1,025 917 855 794
製造品出荷額等 14,855 17,017 15,067 12,471 12,744 14,441 13,908 13,630 14,135
事 業 所 数 2,271 2,440 2,438 2,234 2,112 2,148 2,071 1,982 1,939
従 業 者 数 64,417 66,540 65,482 62,620 62,390 59,074 61,319 61,492 62,389
製造品出荷額等 1,936,338 2,080,454 2,087,371 1,899,734 1,925,164 1,999,770 2,014,136 1,879,755 1,946,946

食 料 品 製 造 業

飲料・たばこ・飼料

製 造 業

繊 維 工 業

木材・木製品製造業

（ 家 具 を 除 く ）

家 具 ・ 装 備 品

製 造 業

パルプ・紙・紙加工

品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ・ 石 炭

製 品 製 造 業

プ ラ スチ ック 製品

製 造 業

ゴ ム製 品製 造業

なめし革・同製品・毛

皮 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品

製 造 業

鉄 鋼 業

非鉄金属製 造業

金属製品製 造業

一 般 機 械 器 具

製 造 業

はん用機械製造業

生産用機械製造業

業務用機械製造業

電子部品・デバイス

製 造 業

電 気 機 械 器 具

製 造 業

情報通信機械器具

製 造 業

輸送用機械 器具

製 造 業

精 密 機 械 器 具

製 造 業

その他 の製 造業

製 造 業 計

（福岡地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 1.従業者数 4 人以上の事業所 

 2.平成 20 年に一般機械器具の区分が変更となっている 

 3.製造品出荷額等に秘匿の数値は含まれない 

資料)福岡県「福岡県の工業」、経済産業省「工業統計調査」、総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」 
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 217 227 227 218 209 184 191 179 169
従 業 者 数 5,867 6,395 6,314 6,264 5,982 5,159 5,688 5,410 5,313
製造品出荷額等 86,171 104,946 97,823 100,395 96,967 103,884 98,928 97,125 97,093
事 業 所 数 19 24 24 22 21 21 2224 22
従従従従
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 95 99 105 100 94 89 84 86 81
従 業 者 数 4,526 4,826 4,976 5,042 5,106 3,628 3,876 4,290 3,866
製造品出荷額等 65,664 70,537 73,440 73,668 72,734 64,759 55,047 64,169 60,269
事 業

事

�

�����������������

�
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（人・事業所・百万円）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

事 業 所 数 293 289 300 287 285 243 265 260 249
従 業 者 数 8,096 8,465 8,850 8,363 8,636 7,451 8,616 8,666 8,446
製造品出荷額等 166,969 171,070 175,033 181,370 186,984 181,242 194,304 192,299 193,668
事 業 所 数 103 104 106 102 100 106 91 87

87従従従従
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（人・事業所・百万円）

平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年

事 業 所 数 58 56 54 62 56
従 業 者 数
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（人・事業所・百万円）

平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年

事 業 所 数 1,156 1,245 1,200 1,423 1,177
従 業 者 数 40,308 37,961 32,918 38,438 31,973
製造品出荷額等 48,129,052 49,030,571 49,042,472 30,070,977 25,890,090
事 業 所 数 31,283 30,317 25,061 17,442 17,213
従 業 者 数 328,408 306,465 268,694 194,334 184,754
製造品出荷額等 20,912,989 18,875,351 16,640,847 11,374,156 10,403,862
事 業 所 数 83,595 84,539 76,058 55,949 57,880
従 業 者 数 918,242 887,159 820,011 589,611 605,721
製造品出荷額等 84,273,701 86,389,838 75,649,023 67,056,316 71,553,093
事 業 所 数 86,804 84,049 79,036 64,292 61,365
従 業 者 数 767,012 712,060 703,715 557,688 563,878
製造品出荷額等 91,106,808 87,351,813 107,683,444 98,621,497 113,035,865
事 業 所 数 90,119 89,897 77,929 67,087 66,861
従 業 者 数 1,064,979 1,018,073 923,644 761,779 770,053
製造品出荷額等 102,774,354 98,783,780 99,893,908 76,505,821 78,222,460
事 業 所 数 86,592 85,222 75,515 60,815 59,387
従 業 者 数 883,012 841,934 777,324 631,223 602,390
製造品出荷額等 66,157,926 65,065,826 64,621,977 56,809,017 57,546,280
事 業 所 数 4,997 5,556 4,742 2,632 3,672
従 業 者 数 542,561 541,231 522,523 326,549 355,747
製造品出荷額等 17,322,175 16,913,495 15,652,725 10,982,204 11,516,526
事 業 所 数 185,937 177,851 166,732 107,191 110,595
従 業 者 数 719,710 696,102 676,614 460,485 527,291
製造品出荷額等 10,976,944 10,982,141 10,694,006 7,268,134 8,373,223
事 業 所 数 466,598 444,596 389,832 248,496 236,725
従 業 者 数 3,160,832 3,151,037 3,082,562 2,158,409 2,209,355
製造品出荷額等 41,225,998 41,334,228 40,813,293 31,196,477 32,206,678
事 業 所 数 89,096 86,993 82,984 － －
従 業 者 数 556,473 541,658 528,828 － －
製造品出荷額等 16,219,064 16,176,744 15,700,507 － －
事 業 所 数 120,746 115,132 98,927 － －
従 業 者 数 535,157 518,726 469,347 － －
製造品出荷額等 11,885,578 11,467,673 11,484,657 － －
事 業 所 数 － － － 102,256 102,002
従 業 者 数 － － － 624,084 663,560
年 間 販 売 額 － － － 19,862,692 22,664,246
事 業 所 数 432,683 407,921 394,642 － －
従 業 者 数 2,458,072 2,313,547 2,299,489 － －
製造品出荷額等 37,479,535 36,404,349 40,360,259 － －
事 業 所 数 － － － 294,228 293,520
従 業 者 数 － － － 1,759,189 1,826,527
年 間 販 売 額 － － － 34,526,320 39,770,233
事 業 所 数 － － － 28,059 28,682
従 業 者 数 － － － 207,074 228,445
年 間 販 売 額 － － － 6,654,036 7,645,819
事 業 所 数 379,549 375,269 334,799 267,008 263,883
従 業 者 数 4,001,961 3,803,652 3,526,306 2,773,073 2,758,769
製造品出荷額等 413,354,831 405,497,180 413,531,671 340,437,783 356,651,649
事 業 所 数 1,300,057 1,238,049 1,137,859 782,862 775,196
従 業 者 数 7,972,805 7,762,301 7,579,363 5,535,790 5,810,925
製造品出荷額等 135,109,295 133,278,631 134,705,448 110,489,863 122,176,725
事 業 所 数 1,679,606 1,613,318 1,472,658 1,049,870 1,039,079
従 業 者 数 11,974,766 11,565,953 11,105,669 8,308,863 8,569,694
製造品出荷額等 548,464,125 538,775,810 548,237,119 450,927,646 478,828,374

そ の 他 の 小 売 業

その他の小売業(新)

無店舗小売業

卸 売 業 計

小 売 業 計

卸 売 ・ 小 売 計

各 種 商 品 小 売 業

織物・衣服・身の回

り 品 小 売 業

飲 食 料 品 小 売 業

自 動 車 ・

自 転 車 小 売 業

家具・じゅう器・家庭

用機械器具小売業

機 械 器 具 小 売 業

各 種 商 品 卸 売 業

繊維・衣服等卸売業

飲 食 料 品 卸 売 業

建築材料，鉱物・金

属 材 料 等 卸 売 業

機 械 器 具 卸 売 業

そ の 他 の 卸 売 業

（全 国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1.「商業統計」と「平成 24 年経済センサス活動調査」とは統計の手法が異なるため、比較はできない 

2.「平成 24 年経済センサス活動調査」の産業横断的集計（p25、26）と産業別集計とは統計の手法が異なるため、 

値が異なる 

資料）平成 14～19 年は経済産業省「商業統計」、26 年は同第２巻産業編第２表 

平成 24 年は総務省「平成 24 年経済センサス活動調査」産業別集計 
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データ⑤データ⑤データ⑤データ⑤    都道府県別企業数（民営、非一次産業、平成都道府県別企業数（民営、非一次産業、平成都道府県別企業数（民営、非一次産業、平成都道府県別企業数（民営、非一次産業、平成 24242424 年）年）年）年）    
 

  
企業数 構成比

（％）

企業数 構成比

（％）

企業数 構成比

（％）

企業数 構成比

（％）

北海道 153,790 99.8 133,263 86.5 263 0.2 154,053 100.0

青森県 42,669 99.9 37,427 87.6 50 0.1 42,719 100.0

岩手県 38,711 99.8 33,837 87.3 68 0.2 38,779 100.0

宮城県 59,565 99.8 51,274 85.9 135 0.2 59,700 100.0

秋田県 36,304 99.9 32,087 88.3 30 0.1 36,334 100.0

山形県 42,277 99.9 37,527 88.6 62 0.1 42,339 100.0

福島県 61,887 99.9 54,804 88.4 75 0.1 61,962 100.0

茨城県 85,709 99.9 75,833 88.4 81 0.1 85,790 100.0

栃木県 65,262 99.8 57,961 88.7 100 0.2 65,362 100.0

群馬県 70,660 99.9 62,703 88.6 94 0.1 70,754 100.0

埼玉県 174,574 99.9 153,792 88.0 242 0.1 174,816 100.0

千葉県 129,722 99.8 112,831 86.8 242 0.2 129,964 100.0

東京都 442,952 99.1 369,710 82.7 4,161 0.9 447,113 100.0

神奈川県 200,146 99.7 172,717 86.1 544 0.3 200,690 100.0

新潟県 83,509 99.8 73,654 88.1 135 0.2 83,644 100.0

富山県 37,772 99.8 32,835 86.7 84 0.2 37,856 100.0

石川県 43,834 99.8 38,627 87.9 88 0.2 43,922 100.0

福井県 31,429 99.9 27,816 88.4 43 0.1 31,472 100.0

山梨県 33,291 99.9 29,922 89.8 41 0.1 33,332 100.0

長野県 78,580 99.8 70,414 89.5 124 0.2 78,704 100.0

岐阜県 76,432 99.9 67,372 88.0 97 0.1 76,529 100.0

静岡県 130,085 99.8 114,366 87.8 210 0.2 130,295 100.0

愛知県 223,698 99.7 189,829 84.6 645 0.3 224,343 100.0

三重県 55,694 99.8 48,614 87.1 97 0.2 55,791 100.0

滋賀県 36,824 99.8 31,999 86.7 69 0.2 36,893 100.0

京都府 86,119 99.8 75,334 87.3 171 0.2 86,290 100.0

大阪府 298,381 99.6 256,293 85.6 1,065 0.4 299,446 100.0

兵庫県 154,765 99.8 134,163 86.5 296 0.2 155,061 100.0

奈良県 33,106 99.9 28,888 87.2 27 0.1 33,133 100.0

和歌山県 37,613 99.9 33,715 89.6 30 0.1 37,643 100.0

鳥取県 17,489 99.8 15,228 86.9 29 0.2 17,518 100.0

島根県 24,256 99.9 21,405 88.2 22 0.1 24,278 100.0

岡山県 56,272 99.8 48,694 86.4 90 0.2 56,362 100.0

広島県 89,204 99.8 77,158 86.3 162 0.2 89,366 100.0

山口県 42,172 99.9 36,535 86.5 56 0.1 42,228 100.0

徳島県 27,490 99.9 24,567 89.3 24 0.1 27,514 100.0

香川県 33,467 99.8 29,388 87.7 58 0.2 33,525 100.0

愛媛県 46,905 99.8 41,333 88.0 79 0.2 46,984 100.0

高知県 26,970 99.9 24,116 89.3 27 0.1 26,997 100.0

福岡県 142,502 99.8 121,401 85.0 333 0.2 142,835 100.0

佐賀県 25,957 99.9 22,447 86.4 34 0.1 25,991 100.0

長崎県 44,687 99.9 39,157 87.5 43 0.1 44,730 100.0

熊本県 53,370 99.9 46,424 86.9 70 0.1 53,440 100.0

大分県 37,257 99.9 32,489 87.1 46 0.1 37,303 100.0

宮崎県 37,491 99.9 33,048 88.1 37 0.1 37,528 100.0

鹿児島県 53,680 99.9 47,567 88.5 56 0.1 53,736 100.0

沖縄県 48,405 99.9 42,250 87.2 61 0.1 48,466 100.0

合計 3,852,934 99.7 3,342,814 86.5 10,596 0.3 3,863,530 100.0

　　　　2.常用雇用者300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）、又は資本金3億円以下（卸売業は1億円以下、小売業、飲食店、

　　　　　サービス業は5,000万円以下）の会社及び従業者総数300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）の個人事業者を中小

　　　　　企業とする。

　　　　3.常用雇用者20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人以下）の会社及び従業者総数20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人

　　   　　以下）の個人事業者を小規模企業とする。

　　　　4.小規模企業の構成比は会社常用雇用者数及び個人の従業者総数合計に占める割合とする。

　　　　5.産業分類は、2007年11月改訂のものに従っている。

　　　　6.経済センサス-基礎調査は（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、 （2）本社等の事業主が支所等の情報

　　　　   も一括して報告する「本社等一括調査」を導入しているため、過去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較す

　　　　   ることは適切ではない。

（注）  1.数値は、会社と個人事業所の従業者総数を合算している。

資料）中小企業庁「中小企業白書2015年版」（総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス―活動調査」再編加工）

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業
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データ⑥データ⑥データ⑥データ⑥    都道府県別常用雇用者都道府県別常用雇用者都道府県別常用雇用者都道府県別常用雇用者・従業者数・従業者数・従業者数・従業者数（民営、非一次産業、平成（民営、非一次産業、平成（民営、非一次産業、平成（民営、非一次産業、平成 24242424 年）年）年）年）    

（常用雇用者数） 

 

  
常用雇用者数

（人）

構成比

（％）
常用雇用者数

（人）

構成比

（％）
常用雇用者数

（人）

構成比

（％）
常用雇用者数

（人）

構成比

（％）

北海道 923,865 81.3 236,012 20.8 212,832 18.7 1,136,697 100.0

青森県 230,889 88.6 59,884 23.0 29,758 11.4 260,647 100.0

岩手県 216,030 84.9 58,870 23.1 38,349 15.1 254,379 100.0

宮城県 373,632 81.6 92,294 20.2 84,373 18.4 458,005 100.0

秋田県 189,262 90.3 51,850 24.7 20,256 9.7 209,518 100.0

山形県 217,061 81.7 60,718 22.9 48,603 18.3 265,664 100.0

福島県 352,162 81.4 96,323 22.3 80,209 18.6 432,371 100.0

茨城県 471,948 83.5 140,718 24.9 93,341 16.5 565,289 100.0

栃木県 329,322 81.1 101,482 25.0 76,837 18.9 406,159 100.0

群馬県 381,225 75.0 105,469 20.7 127,086 25.0 508,311 100.0

埼玉県 1,003,505 74.5 281,375 20.9 343,679 25.5 1,347,184 100.0

千葉県 724,129 69.0 200,342 19.1 325,506 31.0 1,049,635 100.0

東京都 4,033,546 35.3 679,268 5.9 7,397,361 64.7 11,430,907 100.0

神奈川県 1,267,644 65.1 310,565 15.9 679,889 34.9 1,947,533 100.0

新潟県 473,325 83.2 131,433 23.1 95,826 16.8 569,151 100.0

富山県 239,673 78.9 62,023 20.4 64,205 21.1 303,878 100.0

石川県 249,998 83.5 67,527 22.5 49,534 16.5 299,532 100.0

福井県 173,266 85.4 51,146 25.2 29,517 14.6 202,783 100.0

山梨県 156,529 88.2 49,229 27.7 20,887 11.8 177,416 100.0

長野県 401,337 81.4 113,072 22.9 91,725 18.6 493,062 100.0

岐阜県 426,124 82.0 118,512 22.8 93,396 18.0 519,520 100.0

静岡県 760,496 77.2 204,792 20.8 224,055 22.8 984,551 100.0

愛知県 1,687,234 64.3 371,457 14.2 935,133 35.7 2,622,367 100.0

三重県 312,691 81.0 87,479 22.7 73,510 19.0 386,201 100.0

滋賀県 218,733 78.2 56,090 20.1 60,920 21.8 279,653 100.0

京都府 491,624 67.2 126,376 17.3 239,992 32.8 731,616 100.0

大阪府 2,123,465 61.1 467,900 13.5 1,353,985 38.9 3,477,450 100.0

兵庫県 931,899 73.6 231,196 18.3 334,475 26.4 1,266,374 100.0

奈良県 170,593 91.6 48,090 25.8 15,602 8.4 186,195 100.0

和歌山県 161,879 84.5 52,039 27.2 29,790 15.5 191,669 100.0

鳥取県 100,189 92.1 26,827 24.7 8,624 7.9 108,813 100.0

島根県 126,597 90.9 38,036 27.3 12,739 9.1 139,336 100.0

岡山県 362,191 82.6 89,068 20.3 76,348 17.4 438,539 100.0

広島県 602,577 74.0 141,588 17.4 211,693 26.0 814,270 100.0

山口県 245,113 77.6 64,756 20.5 70,818 22.4 315,931 100.0

徳島県 124,366 87.8 38,182 26.9 17,331 12.2 141,697 100.0

香川県 195,992 77.5 50,907 20.1 56,822 22.5 252,814 100.0

愛媛県 262,219 81.6 72,262 22.5 59,101 18.4 321,320 100.0

高知県 120,993 90.1 36,876 27.4 13,368 9.9 134,361 100.0

福岡県 957,528 69.4 216,356 15.7 421,784 30.6 1,379,312 100.0

佐賀県 144,032 90.1 39,699 24.8 15,829 9.9 159,861 100.0

長崎県 226,267 88.8 65,764 25.8 28,473 11.2 254,740 100.0

熊本県 288,192 88.2 80,751 24.7 38,566 11.8 326,758 100.0

大分県 200,994 81.2 55,766 22.5 46,563 18.8 247,557 100.0

宮崎県 180,865 90.6 53,031 26.6 18,837 9.4 199,702 100.0

鹿児島県 263,337 85.7 77,467 25.2 43,995 14.3 307,332 100.0

沖縄県 236,083 85.4 64,684 23.4 40,461 14.6 276,544 100.0

合計 24,330,621 62.7 5,925,551 15.3 14,451,983 37.3 38,782,604 100.0

　　　　2.常用雇用者300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）、又は資本金3億円以下（卸売業は1億円以下、小売業、飲食店、

　　　　　サービス業は5,000万円以下）の会社及び従業者総数300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）の個人事業者を中小

　　　　　企業とする。

　　　　3.常用雇用者20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人以下）の会社及び従業者総数20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人

　　   　　以下）の個人事業者を小規模企業とする。

　　　　4.小規模企業の構成比は会社常用雇用者数及び個人の従業者総数合計に占める割合とする。

　　　　5.産業分類は、2007年11月改訂のものに従っている。

　　　　6.経済センサス-基礎調査は（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、 （2）本社等の事業主が支所等の情報

　　　　   も一括して報告する「本社等一括調査」を導入しているため、過去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較す

　　　　   ることは適切ではない。

（注）  1.数値は、会社と個人事業所の常用雇用者数を合算している。

資料）中小企業庁「中小企業白書2015年版」（総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス―活動調査」再編加工）

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業
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（従業者数） 

 

 従業者総数

（人）

構成比

（％）

従業者総数

（人）

構成比

（％）

従業者総数

（人）

構成比

（％）

従業者総数

（人）

構成比

（％）

北海道 1,239,770 85.2 473,607 32.5 215,677 14.8 1,455,447 100.0

青森県 315,974 91.1 126,730 36.5 30,826 8.9 346,800 100.0

岩手県 291,444 88.1 116,904 35.3 39,469 11.9 330,913 100.0

宮城県 496,876 85.1 186,263 31.9 86,865 14.9 583,741 100.0

秋田県 257,810 93.0 107,062 38.6 19,550 7.0 277,360 100.0

山形県 299,042 87.8 126,881 37.2 41,600 12.2 340,642 100.0

福島県 464,549 84.4 196,195 35.7 85,757 15.6 550,306 100.0

茨城県 645,167 87.9 279,979 38.1 89,096 12.1 734,263 100.0

栃木県 456,329 85.6 205,063 38.5 76,753 14.4 533,082 100.0

群馬県 524,067 80.7 218,953 33.7 125,349 19.3 649,416 100.0

埼玉県 1,343,724 80.8 551,382 33.1 319,890 19.2 1,663,614 100.0

千葉県 989,855 76.6 405,375 31.4 301,852 23.4 1,291,707 100.0

東京都 5,020,049 41.1 1,339,578 11.0 7,203,532 58.9 12,223,581 100.0

神奈川県 1,691,858 75.8 624,235 28.0 538,941 24.2 2,230,799 100.0

新潟県 636,313 85.2 257,821 34.5 110,347 14.8 746,660 100.0

富山県 314,353 83.6 119,834 31.9 61,624 16.4 375,977 100.0

石川県 337,105 87.4 135,976 35.2 48,786 12.6 385,891 100.0

福井県 236,882 88.9 102,583 38.5 29,534 11.1 266,416 100.0

山梨県 225,984 91.7 104,991 42.6 20,385 8.3 246,369 100.0

長野県 558,105 87.1 240,438 37.5 82,519 12.9 640,624 100.0

岐阜県 581,708 86.9 241,353 36.0 87,968 13.1 669,676 100.0

静岡県 1,013,362 82.9 404,404 33.1 209,359 17.1 1,222,721 100.0

愛知県 2,145,708 70.4 710,849 23.3 901,449 29.6 3,047,157 100.0

三重県 422,517 86.5 174,970 35.8 66,198 13.5 488,715 100.0

滋賀県 294,729 83.8 116,725 33.2 57,110 16.2 351,839 100.0

京都府 669,626 76.2 265,382 30.2 209,098 23.8 878,724 100.0

大阪府 2,726,933 66.4 930,059 22.7 1,378,261 33.6 4,105,194 100.0

兵庫県 1,237,175 81.0 476,572 31.2 290,982 19.0 1,528,157 100.0

奈良県 238,798 94.6 104,373 41.3 13,657 5.4 252,455 100.0

和歌山県 234,374 87.9 112,595 42.2 32,178 12.1 266,552 100.0

鳥取県 133,930 93.8 53,535 37.5 8,780 6.2 142,710 100.0

島根県 174,303 93.0 74,892 40.0 13,068 7.0 187,371 100.0

岡山県 476,216 85.4 177,127 31.8 81,613 14.6 557,829 100.0

広島県 778,091 78.6 276,394 27.9 212,012 21.4 990,103 100.0

山口県 327,843 82.1 128,914 32.3 71,590 17.9 399,433 100.0

徳島県 179,253 91.0 83,018 42.2 17,636 9.0 196,889 100.0

香川県 262,737 81.9 102,806 32.0 58,258 18.1 320,995 100.0

愛媛県 358,323 85.9 148,503 35.6 58,995 14.1 417,318 100.0

高知県 173,073 92.7 79,056 42.4 13,590 7.3 186,663 100.0

福岡県 1,258,259 75.1 439,151 26.2 416,289 24.9 1,674,548 100.0

佐賀県 195,939 92.3 79,823 37.6 16,283 7.7 212,222 100.0

長崎県 313,435 92.5 133,663 39.4 25,521 7.5 338,956 100.0

熊本県 396,851 90.9 164,961 37.8 39,601 9.1 436,452 100.0

大分県 275,070 85.4 114,227 35.5 46,951 14.6 322,021 100.0

宮崎県 253,075 92.4 110,666 40.4 20,819 7.6 273,894 100.0

鹿児島県 372,363 87.3 165,215 38.7 54,098 12.7 426,461 100.0

沖縄県 328,537 88.7 134,197 36.2 41,743 11.3 370,280 100.0

合計 32,167,484 69.7 11,923,280 25.8 13,971,459 30.3 46,138,943 100.0

　　　　2.常用雇用者300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）、又は資本金3億円以下（卸売業は1億円以下、小売業、飲食店、

　　　　　サービス業は5,000万円以下）の会社及び従業者総数300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）の個人事業者を中小

　　　　　企業とする。

　　　　3.常用雇用者20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人以下）の会社及び従業者総数20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は5人

　　   　　以下）の個人事業者を小規模企業とする。

　　　　4.小規模企業の構成比は会社常用雇用者数及び個人の従業者総数合計に占める割合とする。

　　　　5.産業分類は、2007年11月改訂のものに従っている。

　　　　6.経済センサス-基礎調査は（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、 （2）本社等の事業主が支所等の情報

　　　　   も一括して報告する「本社等一括調査」を導入しているため、過去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較す

　　　　   ることは適切ではない。

資料）中小企業庁「中小企業白書2015年版」（総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス―活動調査」再編加工）

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

（注）  1.数値は、会社と個人事業所の従業者総数を合算している。



 

48 

 

データ⑦データ⑦データ⑦データ⑦    福岡福岡福岡福岡県経済の推移県経済の推移県経済の推移県経済の推移    
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場

稼

動

福

岡

証

券

取

引

所

、

Q

|

B

o

a

r

d

開

設

九

州

・

沖

縄

サ

ミ

ッ

ト

開

催

チ

ャ

チ

ャ

タ

ウ

ン

小

倉

開

業

ジ

ャ

パ

ン

エ

キ

ス

ポ

北

九

州

博

覧

祭

2

0

0

1

開

幕

世

界

水

泳

選

手

権

福

岡

2

0

0

1

開

催

西

九

州

自

動

車

道

と

福

岡

都

市

高

速

道

路

直

結

壽

屋

、

会

社

更

生

法

の

適

用

申

請

し

て

倒

産

福

岡

商

品

取

引

所

ス

タ

ー

ト

韓

国

「

コ

ビ

ー

」

博

多

～

釜

山

に

就

航

リ

バ

ー

ウ

ォ

ー

ク

北

九

州

開

業

海

峡

ド

ラ

マ

シ

ッ

プ

、

門

司

港

で

開

業

ア

イ

ラ

ン

ド

シ

テ

ィ

に

国

際

コ

ン

テ

ナ

タ

ー

ミ

ナ

ル

開

業

博

多

～

上

海

間

に

高

速

R

O

R

O

船

就

航

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

生

活

大

国

5

ヶ

年

計

画

閣

議

決

定

改

正

大

店

法

・

地

価

税

法

改

正

東

海

道

・

山

陽

新

幹

線

に

「

の

ぞ

み

」

登

場

地

方

拠

点

法

施

行

成

田

空

港

第

2

旅

客

タ

ー

ミ

ナ

ル

ビ

ル

開

業

金

融

制

度

改

革

法

施

行

細

川

連

立

内

閣

発

足

緊

急

輸

入

米

の

第

1

船

、

タ

イ

か

ら

到

着

環

境

基

本

法

施

行

改

正

商

法

施

行

関

西

国

際

空

港

開

港

流

動

性

預

貯

金

金

利

の

自

由

化

環

境

基

本

計

画

、

閣

議

決

定

阪

神

・

淡

路

大

震

災

発

生

規

制

緩

和

推

進

5

カ

年

計

画

 

閣

議

決

定

円

、

東

京

外

為

市

場

で

8

0

円

突

破

製

造

物

責

任

法

（

Ｐ

Ｌ

法

）

施

行

地

方

分

権

推

進

法

施

行

小

選

挙

区

比

例

代

表

並

列

実

施

住

宅

金

融

債

権

管

理

機

構

発

足

消

費

税

率

、

5

％

へ

北

海

道

拓

殖

銀

行

、

経

営

破

綻

山

一

証

券

、

経

営

破

綻

し

自

主

廃

業

へ

日

本

銀

行

法

改

正

長

野

冬

季

オ

リ

ン

ピ

ッ

ク

開

催

日

本

版

ビ

ッ

グ

バ

ン

(

改

正

外

為

法

等

）

金

融

監

督

庁

発

足

特

定

非

営

利

活

動

促

進

法

（

Ｎ

Ｐ

Ｏ

法

）

施

行

ブ

リ

ッ

ジ

バ

ン

ク

制

度

導

入

地

域

振

興

券

交

付

労

働

者

派

遣

法

改

正

（

派

遣

業

種

の

拡

大

）

東

京

証

券

取

引

所

、

マ

ザ

ー

ズ

開

設

日

本

銀

行

ゼ

ロ

金

利

政

策

実

施

完

全

失

業

者

3

0

0

万

人

突

破

介

護

保

険

制

度

ス

タ

ー

ト

B

S

デ

ジ

タ

ル

放

送

開

始

大

阪

証

券

取

引

所

、

ナ

ス

ダ

ッ

ク

・

ジ

ャ

パ

ン

開

設

2

0

0

0

円

札

発

行

金

融

庁

発

足

中

央

省

庁

再

編

、

1

府

1

2

省

庁

ス

タ

ー

ト

ユ

ニ

バ

ー

サ

ル

・

ス

タ

ジ

オ

・

ジ

ャ

パ

ン

開

業

東

京

デ

ィ

ズ

ニ

ー

シ

ー

開

業

東

京

株

式

市

場

、

平

均

株

価

1

万

円

割

る

米

国

同

時

多

発

テ

ロ

で

日

本

政

府

協

調

利

下

げ

へ

ペ

イ

オ

フ

制

度

解

禁

日

韓

共

催

サ

ッ

カ

ー

ワ

ー

ル

ド

カ

ッ

プ

開

催

住

民

基

本

台

帳

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

稼

働

日

本

航

空

と

日

本

エ

ア

シ

ス

テ

ム

、

経

営

統

合

シ

ン

ガ

ポ

ー

ル

と

の

自

由

貿

易

協

定

発

効

S

A

R

S

（

新

型

肺

炎

）

の

流

行

日

本

郵

政

公

社

発

足

産

業

再

生

機

構

発

足

六

本

木

ヒ

ル

ズ

開

業

日

経

平

均

株

価

バ

ブ

ル

後

最

安

値

7

6

0

7

円

小泉純一郎

（平成14年）（平成13年）

15,258.74 13,842.17

18.0

510.8

13,785.69

小渕恵三

18,934.34

506.6

羽田孜

村山富市

細川護煕

為

 

替

（

年

平

均

値

）

福

岡

県

の

主

な

出

来

事

日経平均終値(円) 16,924.95 17,417.24

全

国

の

主

な

出

来

事

等

501.7

首　相 橋本龍太郎

19,723.06 19,868.15 19,361.35

18.4 18.1

521.3 510.9 498.0

16.5

福

岡

県

・

全

国

総

生

産

福岡県

全　国

前

年

度

比

（平成12年）

504.6 515.9

17.3

（平成10年）

18.216.9

483.3

宮沢喜一

482.6

17.4

495.6

17.6

（平成11年）

17.8 17.6

501.9

10,676.648,578.95

森喜朗

17.8

10,542.62

90

100

115

120

105

75

100

125

150

(円/米ドル)

110

95

1 99 2 年 1 99 3 年 1 99 4 年 1 99 5 年 1 99 6 年 1 99 7 年 1 99 8 年 1 99 9 年 2 00 0 年 2 00 1 年 200 2 年 2 00 3 年
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（平成16年） （平成17年） （平成18年） （平成19年）

GDP名目値

(兆円、年度)

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

小

倉

伊

勢

丹

開

業

岩

田

屋

新

館

開

業

九

州

新

幹

線

(

鹿

児

島

中

央

～

新

八

代

）

部

分

開

業

西

日

本

銀

行

、

福

岡

シ

テ

ィ

銀

行

が

合

併

　

西

日

本

シ

テ

ィ

銀

行

が

誕

生

福

岡

県

西

方

沖

地

震

発

生

福

岡

ソ

フ

ト

バ

ン

ク

ホ

ー

ク

ス

誕

生

ス

ペ

ー

ス

ワ

ー

ル

ド

、

民

事

再

生

法

適

用

申

請

福

岡

市

営

地

下

鉄

七

隈

線

開

業

福

岡

市

中

洲

に

複

合

商

業

施

設

「

ゲ

イ

ツ

」

開

業

新

北

九

州

空

港

開

港

フ

タ

タ

、

コ

ナ

カ

の

完

全

子

会

社

化

を

決

定

福

岡

市

天

神

に

V

I

O

R

O

（

ヴ

ィ

オ

ロ

）

開

業

福

岡

銀

行

と

熊

本

フ

ァ

ミ

リ

ー

銀

行

、

新

会

社

「

ふ

く

お

か

Ｆ

Ｇ

」

を

設

立

九

州

親

和

H

D

、

ふ

く

お

か

F

G

と

経

営

統

合

福

岡

市

天

神

に

「

天

神

ロ

フ

ト

」

オ

ー

プ

ン

光

化

学

ス

モ

ッ

グ

警

報

続

く

小

倉

伊

勢

丹

閉

店

、

井

筒

屋

が

店

舗

を

引

き

継

ぎ

「

コ

レ

ッ

ト

井

筒

屋

」

へ

九

州

新

幹

線

長

崎

ル

ー

ト

着

工

太

宰

府

市

で

日

中

韓

3

カ

国

首

脳

会

議

開

催

井

筒

屋

（

北

九

州

）

が

久

留

米

井

筒

屋

を

閉

店

ベ

ト

ナ

ム

総

領

事

館

が

開

設

九

州

北

部

、

記

録

的

な

大

雨

岩

田

屋

、

三

越

伊

勢

丹

ホ

ー

ル

デ

ィ

ン

グ

ス

の

完

全

子

会

社

に

｢

シ

ー

ホ

ー

ク

ホ

テ

ル

｣

運

営

が

ヒ

ル

ト

ン

･

ワ

ー

ル

ド

ワ

イ

ド

（

米

）

に

福

岡

市

天

神

に

「

福

岡

パ

ル

コ

」

オ

ー

プ

ン

J

R

博

多

シ

テ

ィ

オ

ー

プ

ン

九

州

新

幹

線

全

線

開

業

グ

リ

ー

ン

ア

ジ

ア

国

際

戦

略

総

合

特

区

が

国

か

ら

指

定

キ

ャ

ナ

ル

シ

テ

ィ

博

多

イ

ー

ス

ト

ビ

ル

オ

ー

プ

ン

福

岡

ア

ジ

ア

ビ

ジ

ネ

ス

セ

ン

タ

ー

開

設

福

岡

都

市

高

速

環

状

線

が

全

線

開

通

J

R

九

州

「

な

な

つ

星

i

n

九

州

」

運

行

開

始

北

九

州

市

　

市

制

5

0

周

年

K

L

M

オ

ラ

ン

ダ

航

空

福

岡

ー

ア

ム

ス

テ

ル

ダ

ム

便

就

航

N

H

K

大

河

ド

ラ

マ

「

軍

師

官

兵

衛

」

放

送

開

始

福

岡

市

国

家

戦

略

特

区

に

選

出

「

グ

リ

ー

ン

ア

ジ

ア

国

際

戦

略

総

合

特

区

」

投

資

額

1

0

0

0

億

突

破

Ｆ

Ｃ

Ｖ

販

売

開

始

、

水

素

・

燃

料

電

池

次

の

局

面

に

「

ラ

グ

ビ

ー

ワ

ー

ル

ド

カ

ッ

プ

２

０

１

９

」

の

開

催

都

市

に

決

定

福

岡

ソ

フ

ト

バ

ン

ク

ホ

ー

ク

ス

２

年

連

続

日

本

一

、

ア

ビ

ス

パ

福

岡

Ｊ

１

昇

格

博

多

港

に

ク

ル

ー

ズ

セ

ン

タ

ー

開

設

八

幡

製

鉄

所

、

三

池

炭

鉱

な

ど

世

界

遺

産

登

録

福

岡

市

、

神

戸

市

の

人

口

を

抜

き

全

国

５

位

に

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

鳥

イ

ン

フ

ル

エ

ン

ザ

が

発

生

イ

ラ

ク

へ

の

自

衛

隊

派

遣

、

先

遣

隊

到

着

労

働

者

派

遣

法

改

正

（

製

造

業

務

の

派

遣

解

禁

な

ど

）

ダ

イ

エ

ー

、

産

業

再

生

機

構

の

支

援

決

定

年

金

制

度

改

革

法

施

行

中

部

国

際

空

港

開

港

愛

知

万

博

（

愛

・

地

球

博

）

開

催

ペ

イ

オ

フ

全

面

解

禁

衆

議

院

議

員

選

挙

で

、

自

民

党

が

歴

史

的

大

勝

三

菱

東

京

U

F

J

銀

行

誕

生

神

戸

空

港

開

港

日

本

銀

行

、

量

的

金

融

緩

和

政

策

の

解

除

を

決

定

た

ば

こ

増

税

開

始

携

帯

電

話

の

番

号

ポ

ー

タ

ビ

リ

テ

ィ

制

度

が

開

始

新

潟

県

中

越

沖

地

震

改

正

容

器

包

装

リ

サ

イ

ク

ル

法

が

施

行

大

丸

と

松

阪

屋

、

共

同

持

株

会

社

を

設

立

し

経

営

統

合

民

営

郵

政

ス

タ

ー

ト

後

期

高

齢

者

医

療

制

度

開

始

三

越

と

伊

勢

丹

が

経

営

統

合

米

・

証

券

大

手

 

リ

ー

マ

ン

・

ブ

ラ

ザ

ー

ズ

経

営

破

綻

東

京

・

日

比

谷

公

園

に

「

年

越

し

派

遣

村

」

開

村

日

経

平

均

、

バ

ブ

ル

後

最

安

値

更

新

（

7

0

5

4

円

9

8

銭

）

新

型

イ

ン

フ

ル

エ

ン

ザ

流

行

衆

院

選

で

民

主

党

圧

勝

し

、

歴

史

的

政

権

交

代

で

鳩

山

内

閣

発

足

円

急

騰

、

約

1

4

年

ぶ

り

に

１

ド

ル

8

4

円

台

子

ど

も

手

当

支

給

開

始

日

銀

が

約

６

年

半

ぶ

り

の

円

売

り

単

独

介

入

実

施

高

速

道

路

無

料

化

社

会

実

験

開

始

宮

崎

県

で

口

蹄

疫

発

生

霧

島

山

・

新

燃

岳

噴

火

東

日

本

大

震

災

発

生

円

、

戦

後

最

高

値
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資料）福岡県ホームページ、新聞記事などより作成 
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資料）九州経済調査協会「図説九州経済 2016」など 

  



 

52 

 

 

資料）九州経済調査協会「図説九州経済 2016」など 
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資料）日本政策投資銀行「九州ハンドブック」、日本たばこ産業ホームページなど 
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【参考資料２】 

福岡県中小企業振興条例 

平成２７年１０月１６日 

福岡県条例第４５号 

 

福岡県の中小企業は、多様な分野で特色ある事業活動を行い、県民に多くの就業の機会を提供す

るなど、本県経済において重要な役割を担っている。 

また、小規模企業は、地域に根差し、地域の需要に対応した商品や役務の提供等を通じ、地域社

会の担い手となっている。 

 しかしながら、経済のグローバル化や情報化の進展等による企業間競争の激化、人口減少や高齢

化の進展等による市場規模の縮小など、本県の中小企業は厳しい経営環境に直面している。 

このような中、地域の活性化に向けて、中小企業の多様で活力ある成長発展を図っていくために

は、中小企業者の自主的な取組を基本としつつ、中小企業に関係する全ての者が連携、協力し、社

会全体で中小企業を育て、支援していく必要がある。 

 ここに、中小企業の振興を県政の重要課題と位置付け、中小企業の振興を総合的かつ計画的に推

進するため、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第一条 この条例は、中小企業が本県経済において重要な役割を果たしていることに鑑み、中小企

業の振興について、基本理念を定め、県の責務等を明らかにするとともに、中小企業の振興に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって本県経済の健全な発展及び県民生活の向上を図ることを目的とする。 

 

 （定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 一 中小企業者 中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第一項に規定する中

小企業者であって、県内に事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有するものをい

う。 

 二 小規模企業者 中小企業基本法第二条第五項に規定する小規模企業者であって、県内に事務

所等を有するものをいう。 

 三 中小企業支援団体 商工会議所、商工会、中小企業団体中央会その他の中小企業に対する支

援を行う団体であって、県内に事務所等を有するものをいう。 

 四 金融機関等 銀行、信用金庫、信用協同組合その他の金融機関であって県内に事務所等を有

するもの及び福岡県信用保証協会をいう。 

 五 大学等及び研究機関 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学及

び高等専門学校並びに研究機関であって、県内に事務所等を有するものをいう。 

 六 大企業者 中小企業者以外の事業者であって、県内に事務所等を有するものをいう。 

 

 （基本理念） 

第三条 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 
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 一 中小企業者の経営の改善及び向上に対する自主的な取組が促進されること。 

 二 県、中小企業者、中小企業支援団体、金融機関等、大学等及び研究機関、大企業者、市町村

その他の関係機関並びに県民が相互に連携し、協力することにより推進されること。 

 三 多様な産業の集積、豊富な人材、高品質な農林水産物その他の本県の有する特性が活かされ

ること。 

四 小規模企業の振興については、その事業の持続的な発展が図られるよう十分な配慮がなされ

ること。 

 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企業の振興

に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、中小企業の振興に関する施策の実施に当たっては、国、中小企業支援団体、金融機関等、

大学等及び研究機関、大企業者、市町村その他の関係機関と連携して取り組むものとする。 

３ 県は、工事の発注並びに物品及び役務の調達に当たっては、予算の適正な執行に留意しつつ、

中小企業者の受注機会の確保に努めるものとする。 

 

（中小企業者の努力） 

第五条 中小企業者は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に対応して、自主的にその

経営の改善及び向上に努めるものとする。 

２ 中小企業者は、地域における雇用の機会の創出に努めるとともに、その事業活動を通じて、地

域の活性化に資するよう努めるものとする。 

 

（中小企業支援団体の役割） 

第六条 中小企業支援団体は、基本理念にのっとり、中小企業者の経営の改善及び向上を図るため

の取組を積極的に支援するとともに、県が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう

努めるものとする。 

 

（金融機関等の役割） 

第七条 金融機関等は、基本理念にのっとり、中小企業者の資金需要に対する適切な対応並びに経

営の改善及び向上に協力するよう努めるとともに、県が実施する中小企業の振興に関する施策に

協力するよう努めるものとする。 

 

（大学等及び研究機関の役割） 

第八条 大学等及び研究機関は、基本理念にのっとり、人材の育成並びに研究開発及びその成果の

普及を通じて、県が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（大企業者の役割） 

第九条 大企業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を通じて、中小企業の振興に配慮すると

ともに、県が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
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（市町村の役割） 

第十条 市町村は、基本理念にのっとり、当該市町村の地域の特性を活かして、県が実施する中小

企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（県民の理解と協力） 

第十一条 県民は、基本理念にのっとり、中小企業の振興が、本県経済の健全な発展及び県民生活

の向上に寄与することについて理解を深め、県が実施する中小企業の振興に関する施策に協力す

るよう努めるものとする。 

 

（基本的施策） 

第十二条 県は、基本理念にのっとり、次に掲げる施策を実施するものとする。 

 一 中小企業の創業の促進を図るための施策 

  イ 創業希望者の確保及び育成 

ロ 創業者による事業計画策定の促進 

ハ 創業に必要な資金の円滑な供給 

ニ その他中小企業の創業の促進を図るために必要な施策 

二 中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策 

イ 中小企業者による経営基盤の強化に係る計画策定の促進 

ロ 中小企業者の事業活動を担う人材の確保及び育成 

ハ 事業活動に必要な資金の円滑な供給 

ニ 情報通信技術、商談会等を活用した販路開拓の促進 

ホ 事業承継の円滑化の促進 

ヘ その他中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るために必要な施策 

 三 中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策 

イ 中小企業者による新たな事業展開に係る計画策定の促進 

ロ 中小企業者の新たな事業活動を担う人材の確保及び育成 

ハ 中小企業者の技術の高度化の促進 

ニ 新たな商品及び役務の開発の促進 

ホ アジアをはじめとする海外展開の促進 

ヘ その他中小企業者の新たな事業展開の促進を図るために必要な施策 

四 小規模企業者の事業の持続的な発展を図るための施策 

イ 小規模企業者による事業の持続的な発展に係る計画策定の促進 

ロ 小規模企業者の生産性の向上の促進 

ハ その他小規模企業者の事業の持続的な発展を図るために必要な施策 

２ 県は、前項に掲げる施策を効果的に推進するため、地域において支援体制を整備し、中小企業

支援団体、金融機関等、市町村その他の関係機関と緊密に連携して支援を行うものとする。 

 

（基本計画の策定） 

第十三条 知事は、中小企業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、中小企業

の振興に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならない。 
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２ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ福岡県中小企業対策審議会の意見を聴

かなければならない。 

３ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なくこれを公表しなければならない。 

４ 知事は、中小企業をめぐる情勢の変化等を勘案し、おおむね三年ごとに基本計画を見直すもの

とする。 

５ 第二項及び第三項の規定は、基本計画の見直しについて準用する。 

 

（施策の実施状況等の公表） 

第十四条 知事は、毎年、中小企業の動向及び中小企業の振興に関する施策の実施状況を公表する

ものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の動向及び中小企業振興施策の実施状況 

―平成 27年度福岡県中小企業振興基本計画年次報告― 
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